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最近、官民連携による海外水ビジネス支援の様々な取り組みが行われています。民間企業、関係省庁、地方公共

団体等による海外水インフラPPP協議会の設立をはじめ、地方公共団体や経済界が連携して水・環境技術の海外展

開を支援するための組織を設立しようとする動きが出てきています。弊協会においても、以前から欧州水協会

（EWA）/米国水環境連盟（WEF）/日本下水道協会（JSWA）特別会議など、下水道関係の国際会議の企画・運営

の役割を果たし、最近では下水道グローバルセンター（GCUS）事務局を務めるなど、下水道分野の国際交流活動

に少なからず貢献しており、今後も強化していきたいと考えています。その一環として、来る７月26日から東京

ビックサイトで開催する「下水道展’11東京」では、海外企業の出展を促し、また、海外の関係者に日本の優れた下

水道技術をアピールできる機会であると思っており、その考えは、下水道展のサブタイトル「世界に誇る技術の祭

典」にも込められています。

我が国の下水道技術や制度等を海外水ビジネス創出や国際貢献に役立てることを考えた場合、日本の下水道には

「世界に誇る」ものがいろいろあると思いますが、ここでは、それを２つ挙げたいと思います。まず、世界に類を

見ないほどの急速な下水道普及率上昇を成し遂げたことを挙げたいと思います。戦後の高度経済成長により様々な

公害問題が顕在化する中で、昭和45年に下水道法が改正され、「公共用水域の水質の保全に資する」という一項が

その目的に加えらました。それ以降、下水道の水質保全対策としての位置づけが明確となり、流域下水道事業の創

設など法体系や事業制度が整い事業が急速に進展し、河川等の水質改善に大きく寄与しました。昭和45年に約16％

であった下水道人口普及率は、今や70％を超えています。

次に、下水汚泥の有効利用リサイクルの分野における我が国の優れた技術・政策・制度は、海外水ビジネスを展

開する上で、大いに貢献できる分野であると思います。下水汚泥資源利用協議会が発足した昭和52年当時の下水汚

泥リサイクル率は、10％程度でしたが、今や80％に手が届くところまで来ています。昔を知る一人として、よくこ

こまで有効利用が進展したものであるとの感嘆を禁じ得ず、それぞれの時代にそれぞれの立場でご尽力された関係

者に敬意を表したいと思います。

下水汚泥は、質・量とも安定した貴重な有機質資材であり、以前からコンポスト化等による緑農地利用も盛んに

行われていますが、下水汚泥や焼却灰のほとんどは産業廃棄物として埋立処分されてきました。産業廃棄物処分場

の逼迫を受けて下水道事業から発生する廃棄物減量化が急務であるとの認識から、セメント原料としての利用をは

じめ、様々な建設資材としての有効利用方法が開発されています。そして昨今注目されている嫌気性消化ガスや下

水汚泥の固形燃料化によるエネルギーとしての利用も含め、実に多様な有効利用手法が開発、実用化されています。

今後の課題は、現在は、約23％である下水汚泥バイオマスリサイクル率を上げていき、下水道施設が、真の意味で

下水道資源を「再生・活用」する「循環のみち」となることだと思います。

JETROの報告によれば、2008年の中国における下水汚泥発生量は、660万-DS-tであり、現時点で日本の約３倍に

上ります。しかし、そのほとんどが脱水ケーキの状態で埋立処分されているとのことであり、下水汚泥資源化は、

重要課題と考えられています。また、現在は下水管網や下水処理施設の整備が急務である他のアジアの国も、将来

的に下水汚泥の処分・有効利用が課題となる時期がやがてやってきます。これらのニーズに対し、下水汚泥リサイ

クル率を急速に増加させた我が国の技術や制度、そして経験は貴重な情報です。また、日本において課題となって

いるバイオマスリサイクル率向上のための様々な取り組みを組み合わせて提供することにより、我が国が積み重ね

てきた技術をより効率的に移転することができると思います。「循環のみち」の形成は、我が国の下水道事業の目

標であると同時に、急速に発展するアジア諸国においても目指すべき道標であると考えます。

巻 頭 言

アジアに広げる「循環のみち」

（社）日本下水道協会理事長

安　中　顴　二
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１．はじめに

下水道が生活環境の改善、浸水排除、公共用水域保

全に加えて、水循環の創出、資源有効利用という積極

的な役割をはたすことが求められて久しい。すなわち、

下水道施設は単なる処理施設から資源再生・生産施設

へとその働きを変えつつある。このような流れの中で、

多様な検討が行われてきている。しかし、下水道の主

要な生産物である汚泥について、その資源価値を高め、

どのように再利用していくか、そのためにはどんな技

術が必要か、そして再利用を支える社会的な仕組みは

どのように構築されるべきか、等々多くの解決すべき

課題が依然として残っているのが現状であろう。

本講演では、筆者が北海道地方下水道ビジョン作成

に参画した経験をもとに、下水汚泥の生産と利用に関

わる、下水道をとりまく外部要因と下水道が持つ内部

要因について簡単に整理し、これらから下水汚泥生

産・利用の将来を定めるキーワードについて議論を行

う。次いで、この将来の方向性を目指した技術開発の

事例として、筆者が参画している下水道新技術推進機

構汚泥処理新技術実用化評価委員会で扱っている汚泥

処理技術について紹介する。

２．下水汚泥生産・利用の将来を定めるキーワ
ード（北海道を例にして）

（1）汚泥の利用状況の現状

下水道の主要な生産物である下水道汚泥の再利用率

キーワード：下水道経営、下水汚泥の生産と利用

は全国平均で約74％、北海道では約85％（平成18年度）

と高い割合となっている。この再利用の内容を北海道

でみてみると、緑農地利用が約35％、セメント化が約

14％、セメント化以外の建設資材利用が約35％、燃料

化等が約１％となっている。

汚泥の利用方法が汚泥処理プロセス、ひいては汚水

処理工程の運転方法を定めることになることはよく知

られている。加えて、広い意味では、下水処理施設で

生産する汚泥の利用方法が、どのような排水、どのよ

うなバイオマスを原料として導入し、どのような処理

（水系統、汚泥系統）を行うかを決めることになる。

そのため、汚泥の利用方法の設計がまず重要な点とし

てあげられる。すなわち、汚泥有効利用の持続性の確

保の観点からは、汚泥利用の多様性の確保が必要とな

る。

（2）下水道の外部要因と内部要因

北海道の人口は平成７年をピークに減少に転じてい

る。特に、人口規模５万人未満の自治体における人口

減少率が高い。国立社会保障・人口問題研究所の推計

では、平成37年に北海道の人口は500万人を割り込む

（平成20年３月で557.2万人）、平成47年には人口規模

５千人未満の地方公共団体が50％を越えるとされてい

る。そして、65歳以上の人口割合が37.4％になり、一

層の高齢化が進むと推測されている。また、平成20年

度公表の地方自治体の健全化判断比率における早期健

全化団体数の多くは北海道の地方公共団体が占めてい

る。

北海道の下水道事業では、現状の使用料収入では汚

水処理にかかる費用（資本費＋維持管理費）を賄うこ

下水汚泥生産・利用の将来と
それを支える技術

北海道大学大学院工学研究院　教授 船水　尚行

yyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyy論　　説
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とができない状況であり、他会計からの基準外の費用

繰入により事業が運営されている。特に、町村部では

汚水処理原価が市部に対して３倍程度となっており、

経費回収率は市部が94.3％であるのに対し、町村部は

37.6％と低い状態にある。

このことから、「人口減少・少子高齢化」は、「下水

道経営の持続性の確保」、特に「小規模施設の持続性

確保」という下水道側の問題を引き起こしているとい

える。また、施設計画時に想定した人口に満たない施

設が多くあることから、「未利用下水道施設容量」を

いかに有効に利用するかも検討する必要がある。

下水道経営の問題は、「いかに支出を減らすか」と

いうこれまでの取り組みでは対応可能なレベルをはる

かに越えた状態にあり、「いかに収入を増やすか」、す

なわち、いかに下水道施設に排水、バイオマスを集め

るかを検討しなければならないのが現状である。

この下水道経営課題への対応、すなわち、「いかに

下水道施設に排水、バイオマスを集めるか」に対応す

るために、現在の「低炭素・循環型社会の構築」とい

う目標を有効に利用する必要がある。特に、現有の施

設容量の余裕を用い、最小の投資により多くのバイオ

マスを集める努力が必要である。加えて、北海道にお

いては、北海道の一つの目標である「食糧基地として

の北海道への貢献」として、農業系廃棄物であるバイ

オマスの地域循環への下水道への寄与が必須である。

そして、農業系への栄養塩、有機物資源の供給元にな

る必要もある。

すなわち、北海道では下水道施設は「地域の物質代

謝の基盤施設」となることは求められている。そこで

は人間系の排水、廃棄物に加え、農業系廃棄物の循環

施設としての役割が期待されている。そして、この物

質代謝基盤施設においては、有機物資源、栄養塩資源

の資源回収・利用技術が用いられ、かつ、地域で使用

される微量汚染物質管理施設ならびに地球温暖化対策

施設としての側面も期待されることとなる。

上述の議論を整理して図－1に示す。

（3）汚泥の価値と有効利用を阻害する要因

地域の物質代謝基盤施設として、汚泥を生産し、利

用を促進していくためには、克服すべき課題もある。

従来より良く知られているように、汚泥の価値は有機

物、栄養塩（窒素、りん）、ミネラル分にある。これ

らをどのような形にして利用するかで、多様な汚泥処

理プロセスの構成と利用方策の組み合わせが決まって

きている。

この多様な利用にあたり留意すべきものに微量汚染

物質があげられる。従来の汚泥の緑農地利用において

は重金属濃度に関する規制が重要視されてきている

が、農業生産物の安全性に関する高い関心は、従来型

の汚染物質に関する問題を大前提とし、かつ、多様な

微量汚染物質に対するものに重点がおかれてきてい

図－1 下水汚泥の生産・利用に関わる種々の要因と対策（北海道を例として）



（1）施設の概要

本施設の特徴は、①下水汚泥、②浄化槽汚泥、③農

業集落排水汚泥、④し尿、⑤生ごみの５種類のバイオ

マスを受け入れる施設である。これらのバイオマスは

混合、メタン発酵され、発生するメタンガスは発酵槽

の加温、生ごみの可溶化、汚泥乾燥用エネルギーとし

て場内利用し、発酵後の汚泥はペレット状に成形して

肥料として地域に配布している。本施設は平成17年度

の実用化研究後平成19年８月から本格稼働している。

図－2に主要設備構成とフローを示す。原材料の５

種類のバイオマスのうち、下水汚泥（オキシデーショ

ンディッチ法汚泥）、農業集落排水汚泥、浄化槽汚泥

は有機物の観点からは固形物濃度も低く、し尿、生ご

みと比較して品位が落ちることとなる。そのため、固

形物濃度を増加させてから他のバイオマスと混合させ

るべく、機械濃縮が行われている。また、戸別の家庭

から収集されてくるし尿と浄化槽汚泥については、夾

雑物除去が必須であることからスクリーンが設置され

ている。生ごみについては、メタン発酵に適さない夾

雑物分離、可溶化・メタン発酵促進のための破砕、そ

して、生ごみ中油脂分の分解促進、流動性向上のため

に可溶化が必須である。そのために、図－2にあるよ

うに、生ごみのラインには、破砕分別機と可溶化槽

（50℃、滞留時間１日以上）が設置されている。特に

破砕分別機は、生ごみとして投入された物質を夾雑物

る。特に、食糧基地としての北海道に貢献するために

は、微量汚染物質に対する配慮が重要である。緑農地

利用では、微量汚染物質の酸化分解のプロセスを組み

込む必要がある。なお、微量汚染物質管理の観点から

汚泥の燃料利用を見ると、物質の酸化が十分に行われ

るプロセスということになる。

技術的な側面以外に留意すべき点は、多様なバイオ

マスに関連する行政組織が異なっている点にある。従

来型の制度設計では、地域の物質代謝基盤施設を企画、

建設、運営することは難しい。新たな制度設計、財政

計画が必要とされている。

３．珠洲市バイオマスメタン発酵施設性能評価
研究

本章は下水道新技術推進機構「珠洲市バイオマスメ

タン発酵施設性能評価研究」報告書ならびに、谷口智

彦（下水道新技術推進機構）、高井充（珠洲市）

「珠洲市バイオマスメタン発酵施設性能評価研究最終

報告」（第46回下水道研究発表会）よりの引用である。

本施設は後述のように、地域のバイオマスを集め、

肥料化するという地域の物質代謝の基盤施設として注

目される施設である。その技術、性能評価研究結果、

そして本施設実現のための取り組み方法について紹介

する。
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図－2 珠洲市バイオマスメタン発酵施設の概要（谷口、高井：「珠洲市バイオマスメタン発酵施設性能評価研究最終
報告」（第46回下水道研究発表会）より引用）
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して処分するものと後段のメタン発酵に利用するもの

を分配する装置であり、原料回収率が低くなると、直

接処分すべき夾雑物の発生が多くなり、かつ全体の有

機物利用効率に影響を与えることになる。

（2）性能評価結果

性能評価の項目は（１）バイオマス受け入れ量とそ

の性状（TS,VS等）、施設の性能に関して、（２）生ご

み破砕分別機性能（原料回収率、目標値：90%）、（３）

メタン発酵設備のVS分解率（目標45％以上）、（４）

バイオガス発生量（分解VSあたりのガス発生量

550L/kg）、その他の項目として（５）乾燥汚泥の緑

農 地還元に関する適応性の検討（肥料基準の確認、

植害試験、病原微生物）、（６）既存下水処理システム

への影響検討（返流水負荷性状調査）、（７）周辺環境

への影響調査（生ごみミ受入れ時、敷地境界での悪臭

成分の分析）、（８）施設導入効果の検討（ユーティリ

ティ使用量の把握とLCC、LCCO2等の導入効果の検

証）である。

施設性能の一例として図－3（a）にメタン発酵槽に

おけるVS分解率、図－3（b）に分解VSあたりのガス

発生量の測定結果（2007年11月～2008年11月）を示す。

図より、VS分解率にはランダムな変動がみられたも

のの、ほぼ計画の45％程度の値を示していた。一方、

分解VSあたりのガス発生量は調査初期に1500L/kgで

あったものは、調査終了時は800L/kgという値になっ

ており、目標値の550L/kgより高い数値となっていた。

また、メタンガス濃度は73.3％と安定しており、計画

値の73.5％と近い値であった。

データは示さないが、生ごみ破砕分別機の原料回収

率は約91％程度となっており、生ごみ中の野菜くずの

割合が増加した時期に、回収率が低下する傾向が観察

されている。

次に、乾燥汚泥の緑農 地還元に関する適応性の検

討結果を示す。表－1に示すように、本乾燥汚泥肥料

図－3 メタン発酵槽の性能（谷口、高井：「珠洲市バイオマスメタン発酵施設性能評価研究最終報告」
（第46回下水道研究発表会）より引用）

表－1 肥効成分含有量試験結果（谷口、高井：「珠
洲市バイオマスメタン発酵施設性能評価研究最
終報告」（第46回下水道研究発表会）より引用）

表－2 有害物質含有量試験結果（谷口、高井：「珠洲市バ
イオマスメタン発酵施設性能評価研究最終報告」（第
46回下水道研究発表会）より引用）



すなわち、図－4に示すように、し尿処理場を新設

して従前の個別の処理を継続するか、下水処理施設に

５つのバイオマスを処理・再利用する施設を追加建設

して運転するかを、経済性や二酸化炭素発生の観点か

ら比較することが必要である。

図－5（a）は経済性の比較結果であり、H19.8～

H20.11の実績平均値から算出されている。本試算では、

本施設（集約処理）の方が建設費、処理費、処分費に

おいて有利であり、最終的には集約処理は、個別処理

に比べ、約43,000千円/年の費用削減効果があるとい

う結果である。集約処理において処分費が著しく低減

している理由は乾燥汚泥肥料として利用する点にあ

る。図－5（b）の二酸化炭素発生量（H19からH37ま

での37年間）の試算結果は運転にともなう二酸化炭素

発生量を低下させる効果を示している。
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は全国農業協同組合中央会より推奨されている値をク

リアーしていた。また、表－2のように、重金属類濃

度は肥料取締法で規定されているものについて、基準

をクリアーしていることが明らかとなった。加えて、

病原微生物に関する安全性については、米国EPAの

基準を参考に評価し、大腸菌数、加熱温度とその保持

時間について規定を満足していることが確認されてい

る。

（3）経済性、LCCO2評価

珠洲市の場合、従前は下水、し尿と浄化槽汚泥、生

ごみを個別に処理、処分していた。そして、市町村合

併に伴い、珠洲市ではし尿処理施設を建設して単独で

し尿処理を行わなければならない行政的な課題の発生

が今回のバイオマス発酵施設建設計画の端緒となって

いる。

図－5 経済性、二酸化炭素発生量の比較（谷口、高井：「珠洲市バイオマスメタン発酵施設性能評価研究最終報告」
（第46回下水道研究発表会）より引用）

図－4 比較対象の個別処理フロー（谷口、高井：「珠洲市バイオマスメタン
発酵施設性能評価研究最終報告」（第46回下水道研究発表会）より引用）
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（4）本施設実現のための行政の枠組みを越えた連携

新世代下水道支援事業制度リサイクル推進事業（未

利用エネルギー活用型）におけるバイオマス有効利用

推進の初の案件（H17事業採択）である。加えて、特

筆すべきは国土交通省と環境省が各制度を活用して協

調して事業実施支援を行ったところにある。

地域の物質代謝における基盤施設として下水道施設

を有効に利用していくためには、従来の行政の枠組み

を越えた連携が重要である。地域のバイオマスは国交

省に加え環境省、農水省が関連している、そしてその

利用に関しても農水省、経産省の事業に関わる。基盤

施設のためのハード、技術はすでに存在していると判

断される。重要な点は、地域の物質代謝の設計と評価、

そして、それを支える財政、制度設計にあると考えら

れる。

４．小規模施設における汚泥燃料化技術：小規
模用下水汚泥の燃料化システムに関する共同
研究

本技術はキーワードの「汚泥有効利用の多様化　燃

料化」と「小規模施設の持続性の確保」に対応するも

のであり、下水道新技術推進機構と美濃加茂市が共同

で実施している。この共同研究の背景には、中小規模

の下水道施設においても、汚泥の最終処分先である一

般廃棄物処分場の制約が大きくなり最終処分から汚泥

の利用に方向転換をせざるを得なくなっていることが

あげられる。また、汚泥の有効利用のうち、既存の汚

泥の燃料化技術はその対象規模が「中規模、大規模」

に限定されており、「小規模」施設に適したものが開

発されていない事情もあげられる。本共同研究では、

この技術の新規性の評価と実設備導入のための設計諸

元の確定のための実用化研究が実施される。

（1）技術の概要

OD法の処理施設で生産される汚泥を脱水後、乾燥

機＋ボイラーの下水汚泥燃料化技術に着目にしたもの

であり、図－6のようなフローの施設である。本技術

の特徴は短時間での乾燥が可能なツインドラム型乾燥

機（図中の乾燥機）、および汚泥ペレットと木ペレッ

トを燃料としたペレット蒸気ボイラー（図中のペレタ

イザーと蒸気ボイラー）を採用している点があげられ

る。この乾燥機とボイラーが小規模施設に適用可能な

燃料化システムを可能としている。このシステムでは

汚泥ペレット作製時の乾燥熱源はボイラーから蒸気を

供給し、ボイラーの燃料は汚泥ペレットと木ペレット

を使用し、化石燃料を必要としない燃料化システムと

なっている。

（2）技術の新規性

繰り返しになるが、本技術は

・化石燃料を必要としない 燃料化システム（汚泥ペ

レットと木ペレットとの混焼）

・短時間での乾燥が可能なツインドラム型乾燥機の採

用

・既存下水汚泥燃料化技術と異なり、小規模下水処理

場への適用 が可能

という理由により新規性があると認められ、実証設

図－6 小規模用下水汚泥燃料化システムのパイロットプラント　概略フロー
（下水道新技術推進機構　第一回技術委員会資料より引用）



備によるシステムの運転性能および安定性の検証（汚

泥ペレットと木ペレットの混合比と熱収支の関係や運

転性能の確認）、脱水ケーキの性状変動に対するシス

テムの安定性の検証、実設備の仕様検討、導入効果の

検討（経済性、二酸化炭素発生量）を行う実用化研究

が開始されている。

５．大規模施設における汚泥燃料化技術：清瀬
水再生センターにおける汚泥ガス化炉施設の
性能評価に関する共同研究

本技術はキーワードの「汚泥有効利用の多様化　燃

料化」と「地球温暖化対策」に対応するものであり、

下水道新技術推進機構と東京都下水道局が共同で実施

している（研究期間：平成22年１月～平成24年３月）。

（1）技術の概要

清瀬水再生センターに建設され、平成22年７月に供

用開始したガス化炉は100（ｔ/日）の能力をもち、下

水汚泥を低酸素状態で熱分解・ガス化する施設として

全国初の実稼働施設である。この技術は平成18、19年

度に東京都下水道局、日本ガイシ（株）及び東京都下

水道サービス（株）の３者により、能力10（ｔ/日）

の試験設備を用いて実用化のための共同研究が実施さ

れたものである。

本施設は脱水汚泥を受け入れ、［乾燥工程］→［ガ

ス化工程（循環流動ガス化炉850℃）］→［ガス改質工

程］→［発電工程］→［熱回収工程］より構成されて

いる。

（2）性能評価の項目

性能評価研究では、ガス化工程の性能評価を、①温

室効果ガス発生量削減効果と②熱分解ガスによるガス

発電量の観点から実施するものである。特に、温室効

果ガス発生量削減を効果的に進めるために、汚泥由来

のN2Oガス発生量について目標値を設定している。

性能評価は、実稼働施設について下記の多様な項目

について行われる予定である。

１）温室効果ガス発生量

①温室効果ガス発生量の確認

②温室効果ガス発生原単位（汚泥由来排ガス中の

N2O発生原単位）の確認
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２）生成ガス量

①ガス生成量の確認

②生成ガス保有熱量の確認

３）ガス発電量

①汚泥由来のガス発電量の確認

②燃料ガスの低位発熱量の確認と、脱水汚泥性状変

動が低位発熱量に及ぼす影響を評価

４）運転管理・維持管理性

①タール・チャーの発生量と性状の確認：産業廃棄

物として処分すべき量（保守・点検作業時に発生

する廃流動砂、機器・ダクト・配管内のタール等

付着物・堆積物、機器内残留汚泥・乾燥汚泥）の

確認、ならびに配管ダクトの閉塞の有無、発生頻

度、発生時の対応内容の確認

②保守点検および補修の周期の設定

５）環境性

①排ガス中大気汚染物質濃度の測定

②敷地境界とガス排出口での臭気強度の測定

③残さの性状と発生量の測定とセメント原材料受け

入れ先基準との比較

④排水中に含まれるシアン処理性能の検証

特に、実稼働施設を用いた性能評価の共同研究であ

ることから、上記１）～５）の評価項目のうち、１）

～３）のガス生成と発電ならびに地球温暖化ガス制御

といった基本性能評価に加え、タール発生の制御性の

確認、排水中シアン濃度の制御といった運転管理、環

境性能についても評価する計画となっている。

６．まとめ

下水道施設が資源回収利用施設へと変化していくた

めに、汚泥の利用方法を定め、利用目的に合わせて原

料（下水や多様なバイオマス）を調達し、処理してい

くことが求められている。特に北海道では、下水道事

業の経営の持続可能性を高め、施設を有効に利用して

いくためにも、下水道施設が地域の物質代謝の基盤施

設となることが必要である。また、このように下水道

施設が進化していくためには、ここで紹介したような

技術開発に加え、制度、財政面での進化も必要であろ

う。
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１．はじめに

バイオマスを利活用し、再生エネルギーの利用率を

向上させることは全世界的に重要な課題となってい

る。バイオマスの中でも事業系バイオマスとして都市

部で排出量が多い下水汚泥はバイオマス・ニッポン総

合戦略においても早急に利活用をすすめることが求め

られている1）。下水汚泥の資源化・エネルギー化技術

の歴史は古く、汚泥そのもののセメント、レンガなど

の建設資材へのリサイクルや、汚泥の減容化工程であ

る消化（メタン発酵）工程で発生するバイオガスを用

いたバイオガス発電など大都市の下水処理施設を中心

に進められてきた2）。これまでは下水道事業の中で処

理の高度化や資源とエネルギーの利活用を図ることが

中心に実施され、事業再採算性などが理由で地方の

中・小規模の下水処理施設では必ずしも利活用が進ん

でいるとはいえない。

一方、バイオエタノールなどのバイオマスの燃料化

技術や、バイオマス発電などの地球温暖化抑制技術の

開発の必要性からバイオマス関連法の整備が進み3）、

下水および下水汚泥のエネルギー化技術を促進させる

政策が施され、特に下水汚泥の資源化・エネルギー化

技術を取り巻く環境は大きく変わろうとしている。本

稿では近年の動向と現在の先進技術を紹介し、積極的

に下水処理施設を活用したエネルギー化技術の展望を

述べてみたい。

1.1 下水汚泥およびバイオガス利活用の現状

下水汚泥は、年間225万トン（乾燥重量）発生して

おり、77％は緑農地利用、建設資材利用、燃料化とし

て有効利用されている（図1）。特に、近年セメント

化を含む建設資材への利用が進んでいる。一方、バイ

オガスの利用については全体で発生している約３億

Nm3/年のうち７割が利活用されているが、３割は未

利用のまま焼却処分されている。多くの処理場では消

化槽の加温用熱源として利用されている。また、バイ

下水汚泥バイオガス増産・
利活用技術

長岡技術科学大学環境・建設系

准教授　姫野　修司

キーワード：バイオマス、バイオガス、バイオガス精製、混合消化

dddddddddddddddddddddddddddddddd

特　別　寄　稿

図1 下水汚泥利用の経年変化4）
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オガス発電を行っている処理場は2007年現在で27カ所

と近年は横ばいの状況である（図2）。余剰バイオガ

スが未利用な施設は中小規模の処理場の割合が多く、

現状の発電システムでは経済性の観点で利活用されて

おらず、中小規模の処理場でも適用可能な技術開発が

急務となっている。近年、小規模処理場でもバイオガ

ス発電が実施可能なガスエンジンやマイクロガスター

ビン等の開発も進められ今後の発展が期待される6）, 7）。

1.2 バイオマス利活用関連法令

我が国におけるバイオマス利活用は、「バイオマ

ス・ニッポン総合戦略（平成14年）」、「バイオマス活

用推進基本計画（平成21年）」を中心に未利用バイオ

マスの利活用推進、効率的なバイオマスのエネルギー

転換技術の開発が求められている。「新エネルギー利

用特別措置法（RPS法、平成15年）」では電力会社が供

給する電力の一定量以上をバイオマスなどの自然エネ

ルギーでまかなうことが初めて義務づけられ、下水道

関連技術としては下水汚泥の固形燃料化技術やバイオ

ガス発電技術を用いることで電力供給に貢献可能であ

る。近々では、「エネルギー供給構造高度化法（平成21

年）」により一定量以上のエネルギーを供給する特定

エネルギー供給事業者に対し非化石エネルギー源の利

用が求められており、ガス事業者においてはバイオガ

スの利用が義務付けられる方向で進んでいる。その際

には、大量にバイオガスが生産されている下水処理場

で発生するバイオガスの利用が想定され、中小規模の

消化設備を有する施設での利活用促進が期待される。

1.3 ロータスプロジェクトについて

（財）下水道新技術水資金機構は、バイオマス・

ニッポン総合戦略や京都議定書目標達成計画を踏ま

え、下水汚泥の資源化・エネルギー利用を積極的に推

進していくため、下水汚泥の資源化技術を産学官が連

携して新技術の開発に取り組む「下水汚泥資源化・先

端技術誘導プロジェクト（LOTUS Project）」を平成

17年～20年の間実施した8）。廃棄処分するよりも安い

コストで下水汚泥をリサイクル可能なスラッジ・ゼ

ロ・ディスチャージ技術と下水汚泥等のバイオマスエ

ネルギーにより商用電力価格以下のコストで電気エネ

ルギーを生産するグリーン・スラッジ・エネルギー技

術について合わせて7技術が開発され、すべての技術

が目標達成と評価されている（表1）。

1.4 B-DASHプロジェクトについて

国土交通省は、下水道革新的技術実証事業（B-

図2 消化ガス発電を導入している処理場数5）

表1 LOTUS Project で開発された技術
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DASH）で下水汚泥の処理工程の再生可能エネルギー

利用の効率化を図るとともに、建設コストの大幅な低

減を実現する革新的技術を平成23年度から２年間実施

することを発表した9）。高効率メタン発酵、高効率の

バイオガス精製、低コストの固形燃料化、高効率の下

水処理技術などが挙げられている。特徴は、エネル

ギー自立型下水処理場として全国展開するために実規

模のプラントを設置して実証事業を行うとともに、国

内先端技術の際とセールスとして活用し、水ビジネス

の国際競争力強化を図ることとしている。

近年開発が進められてきた下水汚泥の資源・エネル

ギー化技術の本格的実証事業として注目され、ロータ

スプロジェクトを含めて、その成果は国内外に向けて日

本の先進技術として広く進められることが期待される。

1.5 農林系バイオマス

化石資源に乏しい我が国では、バイオマスを最大限

可能に利用する必要があるものの、バイオマスは化石

燃料に比べてエネルギー密度が低く、資源としては広

く薄く散在しているため収集にコストがかかってしま

う問題がある。

農業残渣は他の農林系バイオマスと同じく、資源と

しては広く薄く散在してしまう点はあるものの、食料

生産との競合はないことからその利活用には大きな可

能性を見いだすことができる。様々な農業残渣のうち

最も発生量が多い稲わらは、わが国全体で年間約960

万トン発生している10）。稲わらについては、現在、大

部分が鋤き込まれているが、排水不良田では、根腐れ

等の生育阻害をもたらすことに加え、大気中へ大量に

メタンを放出していることが知られており11）、地域に

よっては有効な利活用法になっていないケースもある

といえる（図3）12）。

バイオマスエネルギーとして注目されているバイオ

エタノール生産においても、稲わらをはじめとした食糧

と競合しないセルロース系バイオマスの利活用が期待さ

れている。さらに、現在、農林水産省は稲わら粗飼料の増

産を奨励し、飼料自給率の向上を図っている。しかし、

国産稲わらが粗飼料自給率を向上させるべく飼料に利

用されても、バイオマスエネルギー原料として供給で

きる分は十分残る。また、粗飼料増産の目的からも稲

わらの収集・運搬に関する技術開発が進められてお

り、作業の効率化と低コスト化が図られつつある13）。

２．バイオマスと下水汚泥との混合消化

混合消化が可能な有機性の廃棄物としては、下水汚

泥や浄化槽汚泥、家畜排泄物、生ごみ、給食残渣、食

品加工残渣、公園緑地管理等で発生する草木等があり、

各バイオマスとの混合消化技術について開発が進めら

れている。

下水汚泥単独のメタン発酵施設以外では、生ごみと

し尿および浄化槽汚泥との混合メタン発酵について研

究開発が行われ、2004年段階でも14施設が報告されて

いる14）。また、生ごみ単独のメタン発酵技術について

も開発が進められ生ごみ単独では10か所以上、食品加

工残渣の実を原料としている施設も21か所以上、生ご

みを原料としているメタン発酵施設は47か所と報告さ

れており15）、計画段階なども施設も合わせるとさらに

増加する。

また、家畜排泄物を主原料としたメタン発酵施設も

近年広く普及し70か所以上が報告されている15）。多く

は家畜排泄物単独施設であるが、家畜排泄物に汚泥や

生ごみを混合させて発酵させている施設も見られる。

草木を単独の原料とするメタン発酵施設は現時点で

は存在しない。炭水化物主体の有機物なので、メタン

発酵には向く原料と考えられるが、木はリグニン等に

よって強固な構造を有し微生物で容易に分解すること

は難しいため、何らかの前処理が必要になってくる。

一方、草は水分を多く含み微生物でも容易に分解可能

な原料であり、農業系の未利用バイオマスとして技術

開発が期待されている。

2.1 先進都市（珠洲市）の取り組み

珠洲市は「珠洲市・バイオマスエネルギー推進プラ

ン」として、下水汚泥をはじめとするバイオマス５種

類を一括混合処理する複合メタン発酵施設を19年８月

に本格稼働を開始した16）この施設は下水道処理場内に

設置され、下水汚泥、農業集落排水汚泥、浄化槽汚泥、

生し尿といった生活排水処理に係る汚泥類に加え、主

要産業である水産加工業からの加工品残渣、市内の

スーパー、宿泊施設、養護施設等から発生する生ごみ

等の事業系廃棄物が集約混合処理されている。さらに、

処理の過程で発生するバイオガスはエネルギーとして

場内で全量有効活用し、処理残物である消化汚泥は乾

図3 新潟県におけるバイオマス発生量
（湿潤重量ベース）12）
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燥・肥料化し、緑農地還元されている。この事業は環

境省の循環型社会形成推進交付金の適用も受けてお

り、国土交通省と環境省の連携事業としても全国初の

事例であり、今後下水汚泥と他のバイオマスとの複合

処理施設導入に向けて大いに参考になる事業である。

2.2 未利用セルロース系バイオマス（稲わら）と下

水汚泥との混合消化

先にも述べたように、我が国では、農業残渣のうち

稲わらの発生量は多く、有効な利活用方法が期待され

ている。そこで、我々のグループでは稲わらと下水汚

泥の混合メタン発酵による一括バイオガス化技術の開

発を進めている17）。稲わらは下水汚泥等の有機質と比

較すると、ヘミセルロースがセルロース表層を覆うよ

うな強固な構造であるため、メタン発酵によるバイオ

ガス化を行うには、可溶化が有効と考えられている

（図4）。そこで、我々は、様々な可溶化手法の中で、セ

ルロース分解酵素による簡易前処理のみでバイオガス

が増産可能であることを明らかにしてきた（図5）18）,19）。

稲わらと下水汚泥との混合発酵によるメタン生成量

は、中温（36℃）、高温（55℃）ともに酵素処理を施し

た場合で最もメタン転換率が高く、稲わら未投入の汚

泥単独の場合に比べて、それぞれ1.7～2.0倍、1.4～1.6

倍高い結果が得られている。さらに、固形物および有

機物の除去率は、稲わらに酵素処理を施すことによっ

て向上する。また、酵素処理の場合には、高温消化に

おいて中温消化と比較してメタン生成量が増大し、全

固形物量（TS）および強熱減量（VS）の除去率が向上

することから、消化残渣の低減効果は、中温消化より

も高温消化で高いことが分かった。さらに、システム

全体の中でエネルギー消費が多いプロセスは、消化槽

の加温プロセスであり、高温消化の場合は高濃度汚泥

の消化を採用することによってエネルギーバランスが

向上する可能性が考えられた。

バイオマスの利活用技術の多くは、偏在するバイオ

マスの効率的な収集・運搬がスムーズに進まないこと

で事業となりにくい側面を持っていることに対して、

消化設備を備える下水処理場は全国に約300か所と広

く存在し、下水汚泥が集約される。これら既存の処理

場を一つの拠点として、最も発生量の多い未利用バイ

オマスである稲わらと、発生量の多い生活系バイオマ

スである下水汚泥を一括エネルギー化できるガス化技

術は、日本全国に広く実装が可能なバイオマス利活用

システムになり得る。

３．バイオガスの利活用技術

メタン発酵で発生するバイオガスについては、約

60％のメタンを主成分として二酸化炭素が30～40％含

まれる。その他に窒素、硫化水素も微量含まれる。こ

のメタンをエネルギー源として高度利用、多様化利用

することもバイオマス利活用技術として重要である。

バイオガスは、多くの施設では消化槽の加温に熱源

として利用されている。また、汚泥の集約施設や大都

市の下水処理場では、バイオガス発電が行われている。

通常は、消化槽の加温だけでは余剰ガスが発生するが、

これまで多くの中小規模の下水処理場では経済性の理

由から燃焼廃棄処分されてきた。そこで、中小規模施

設にも適用可能にするためにバイオガス発電の低コス

ト化技術の開発が行われている20）。

また、二酸化炭素が約40％以上含まれるバイオガス

は熱量が低いため、利便性や経済的価値が低いことか

ら、バイオガスから二酸化炭素を取り除き、天然ガス

や都市ガスと同等までメタン純度を向上させるバイオ

ガス精製技術の開発も実施されている21）。

現在開発が進められている小型消化ガス発電技術と

バイオガスの精製技術およびバイオガスの都市ガス化

技術について紹介する。

3.1 低コスト消化ガス発電システムの開発

バイオガス発電を促進させるためには、中小規模の

処理場でも適用可能な低コスト、小型ガスエンジンの

開発が必要となっている。我々はこれまでに（独）土

木研究所が開発した小型のガスエンジン発電機を用

い、改良を行い下水処理場内で実証実験を実施した。

本ガスエンジン発電機は、市販のディーゼル発電機を

改造したもので、出力25kW程度の廉価な小型ガスエ

図4 稲わらの構造模式図

図5 セルロース分解酵素による可溶化
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ンジン発電機である（図6）。実証実験ではバイオガ

ス中のメタン（60%）を70、80%、90%にそれぞれ濃

縮したガスを燃料とし、各供給条件が発電効率に与え

る影響などの検討を行った。メタン濃度90%に濃縮す

ることでバイオガスに比べ約４%発電効率が向上し、

高効率で電力エネルギーに転換することが可能であっ

た。さらに、ガスエンジン発電機の市販化を目指し新

潟県土木都市局下水道課、（独）土木研究所、長岡技

術科学大学で改良型のガスエンジン発電機を共同開発

中であり、出力25kWの高負荷運転時において発電効

率30%以上を達成している。現在は、新潟県内下水処

理場内での系統連系運転を開始し、長期連続発電実証

実験中である。

3.2 バイオガスの精製技術

バイオガスから二酸化炭素を取り除く精製はメタン

と二酸化炭素を分離する技術として、大きく吸収法、

吸着（PSA）法、膜分離法術に分類される。二酸化炭

素は比較的水に溶けやすいため、湿式脱硫などでも二

酸化炭素は取り除かれる。このような湿式吸収法の他

にメタンと二酸化炭素のゼオライトなどへの吸着材へ

の吸着速度の差を利用したPSA法やメタンと二酸化炭

素の膜への透過（拡散）速度の差を利用した膜分離法

がある。

我々は、これまで（独）NEDOの補助を受け、横浜

市環境創造局の協力により日本ガイシ株式会社と共同

で横浜市南部汚泥資源化センターで膜分離法による消

化ガス精製システムの実証実験を行った。我々が用い

た膜は、セラミック基材上にDDR型ゼオライトと呼

ばれる特殊なゼオライトを薄膜形成した気体分離膜で

ある（図7, 8）。このゼオライトには、分子レベルの

細孔が規則正しく開いており、メタンと二酸化炭素を

分子の大きさの違いにより分離することが可能である
22）。膜による精製の大きな特徴は、消化ガスを昇圧し

膜に供給するだけのシステムが簡素な点である。実証

実験ではDDR型ゼオライト膜を初めて消化ガス精製

に適用し、メタン濃度60％のバイオガスから①メタン

濃度90%、二酸化炭素97%以上、②メタン濃度95%、

二酸化炭素95%以上と利用用途に合わせて高純度でそ

れぞれで回収することに成功した（図9）。

さらに、長期間の影響の評価やシステム全体の開発

を行うために新潟県土木部都市局下水道課の協力によ

り新潟県信濃川下流流域下水道長岡浄化センターで実

証実験を行っている。長岡浄化センターでの実験では

後段の利用設備に必要な熱量を考慮し、メタン濃度

90%に精製後、ガスエンジン発電機やバイオガス車両

など利用設備も含めたバイオガス利活用技術について

総括的な検討を行っている。

図6 土木研究所が開発した消化ガスエンジン発電機

図7 DDR 型ゼオライト膜

図8 DDR 型ゼオライト膜のSEM 画像

図9 消化ガス精製実験結果（メタン濃度90%時）



3.3 バイオガス車両用燃料の開発

バイオガスの自動車燃料化技術は、神戸市東灘処理

場で実施されており、10気圧程度の圧力下でメタンと

二酸化炭素の水への溶解度の差を利用した、高圧水吸

収法でメタン濃度98％以上に精製後、市バスなどの燃

料として利用している23）。

これまでのバイオガスの自動車燃料化技術は天然ガ

スレベル（メタン濃度98%以上）まで精製、除湿（大

気圧露点-70℃以上）した精製ガスを用い、車両への

充填には高圧ガス取締法の準拠が必要な200気圧程度

に圧縮して行う必要がある。我々はヤマハ発動機株式

会社と共同でメタン濃度90％程度でも天然ガス車両と

ほぼ同等の走行性能が得られ、高圧ガス取締法の準拠

が不要な約10気圧で50気圧相当のガスを貯蔵可能な吸

着貯蔵方式（メタン吸着用活性炭を燃料タンクに充填

する方式）を採用したバイオガスカートの開発を実施

している（図10）。ゴルフカートや場内作業車など公

道走行車両と比較して用途が限られた車両には適して

いると考えられる。なお、燃料の充填には、前述した

ように10気圧程度の圧力でバイオガスを膜に供給しメ

タン濃度90%に濃縮する際の圧力を用いて車両に充填

するため、追加の圧縮機が不要で省エネルギー化を可

能としている。

3.4 バイオガスの都市ガス化技術

下水処理水が潤沢に利用可能な下水処理場では前述

したバイオガス精製のうち、水への吸収法を用いた精

製技術を用いて都市ガス事業者への供給が行われてい

る。

北見市では、年間約150万m3のうち余剰ガス７万m3

を脱硫し、ガス事業者に供給している24）。また、長岡

市では年間発生消化ガス量120万m3のバイオガスから

余剰ガスとなる約半量メタン純度90％のガスを精製

し、隣接するガス事業者に供給している25）。どちらも

下水処理場から比較的近い距離に都市ガス事業所があ

ることや、各家庭に供給される都市ガスのメタン純度

より若干低い純度で供給され、都市ガス事業所で熱量

調整が行われ、各家庭に供給されることとなる。

これまでの都市ガス事業所への供給は下水処理場と

事業所が隣接する必要があったため、適用可能な下水

処理場が限られていた。下水処理場で生産された精製

ガスが直接都市ガスの導管に注入することが可能にな

れば、多くの下水処理場に適用可能な技術となること

が想定される。前述したエネルギー供給構造高度化法

にも関連し、都市ガス事業者がバイオガスの購入につ

いての政策を進めることを目的として、東京都と神戸

市の二か所で実証実験が開始されている。

東京では食品残さのメタン発酵処理施設で生産され

るバイオガスからPSA法により二酸化炭素を除去し、

メタン濃度を高めた後に熱量調整、付臭を行い中圧の

都市ガス導管に精製されたガスを注入する実証実験が

開始されている（図11参照）26）。この実証は2010年度

から２年間実施され、その後も引き続き10年間に渡り

都市ガスを注入する計画で、１年間に165万m3/年の

バイオガスから80万m3/年の都市ガスを製造する。こ

れによって1,830トン/年の二酸化炭素が削減可能とな

る。一方、神戸市では2010年度から10年間に渡り、東

灘処理場で発生する下水汚泥由来のバイオガスに対し

て溶液吸収法によって二酸化炭素を除去し、熱量調整

と付臭を行い、年間80万m3/年のバイオガスを精製す

る計画である27）。これらの技術が確立されれば、バイ

オガス施設と都市ガス事業者の施設の距離等の問題が

緩和され、容易に供給が可能となり、バイオガス精製

が広まることが期待されている。

４．まとめ

本稿では、兼ねてから利活用が求められている下水
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図10 低濃度メタンで走行可能なバイオガスカート

図11 バイオガス都市ガス化技術のイメージ25）
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汚泥について、特に近年の社会情勢からエネルギー化

技術に関して高い関心を集めている混合消化によるバ

イオガス増産技術とバイオガス精製技術を中心に紹介

した。これらは、既存の利用技術では利活用が難しい中

規模の下水処理場への導入が期待される技術でもある。

地球温暖化防止や下水処理場内のエネルギー自給率

の向上のため、下水汚泥および消化ガスのエネルギー

利用率の向上へ寄与する技術の開発は急務となってい

る。バイオガス増産技術とバイオガス発電機やバイオ

ガス燃料化（自動車燃料、都市ガス燃料）技術など一

気通貫のシステム全体を通した検討により、処理効率

の向上やエネルギー利用の効率化が見込め、まさに下

水処理場は地域エリアの重要な新エネルギーの生産拠

点となる。

さらに、地産地消が原則のバイオマス利活用技術に

おいては、バイオマス資源が豊富な地方都市において

は、都市部の大規模下水処理場をモデルに進められて

きた技術開発とは大きく異なる利活用システムが期待

できる。本稿で紹介した技術群がそれぞれ有機的に連

結され、中規模下水処理場をモデルにした革新的な新

エネルギー増産システムの構築を願うところである。
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１．はじめに

埼玉県は流域下水道への下水流入量が159万m3/日

と全国一多く、その処理水量は2007年４月には100億

m3に達した。その分、下水汚泥発生量は年々増加し、

流域合計の汚泥量は脱水ケーキベースで約51.3万t/年

に達している。一方、国内総生産額が全国５位で、食

品流通業や外食産業も多く、事業所系から発生する食

品廃棄物の発生量は膨大である。関東平野の平坦で肥

沃な土壌に恵まれた埼玉県の農業は首都圏における食

料供給基地として多様化し、その生産額は全国18位で

ある。一方、農業系からも農業残渣、畜産排泄物等大

量の廃棄物が排出されている。これら都市、農村から

排出される様々な有機性廃棄物（有機性資源）は再生

可能な資源として潜在力を秘めており、その一部は肥

料資源やコンポストとして利用されている。これら下

水汚泥や食品残渣、家畜ふん尿、わら・もみ殻等、動

植物（生物）由来の有機性資源をバイオマスと呼んで

いる。ここではまず埼玉県内で発生するバイオマス資

源の発生量と利用状況を既存資料等から把握する。

これら過剰な有機性廃棄物を農地が新たな生産資材

として安全に活用していくことは循環型社会の形成、

省資源、地球温暖化の対策等から必然的な成り行きと

思われる。それには、安全な食料生産や農村地域の土

壌・水質の保全、さらに生物多様性、景観形成等を考

慮して推進する必要がある。そこで、現状の堆肥等有

機物施用の課題を概観し、新たな都市系有機性資源を

利用するにあたり施用上の留意点を述べる。

２．埼玉県のバイオマス資源発生量と利用状況1）

埼玉県のバイオマス資源発生量は地域的な特徴が見

られる。人口が集中する県南部や行政・経済の中心地

県中央部は飲食店、食品製造業も多く下水汚泥や食品

系バイオマスが大量に発生する。利根川、荒川河川流

域の東部、北部は水と肥沃な土壌に恵まれた水田農業

地帯であり、わらやもみ殻の農業系バイオマスが存在

する。北部地域は畜産業も盛んで大量の畜産系廃棄物

が排出される。西部、秩父地域は古くから林業が営ま

れている。

県内のバイオマス資源を有機汚泥系、食品系、畜産

系及び木質系の廃棄物系と農業系に区分して、年間の

発生量を表1に示す。全体の発生量は湿潤重量で310

万tとなっており、種類別では食品系が115万t（37%）

と最も多く、次いで畜産系82万t（27%）、下水汚泥系

は脱水汚泥ベ－スで59万t（20%）である。農業系で

は稲わらが24万t、麦わら2万t､もみ殻６万t、野菜18

万t、全体では50万t（17%）となっている。これらの

バイオマス資源は県全体では64％が利用されており、

種類別では家畜系の利用率が97%と高い。その内容は

堆肥化が68%、直接農地還元が32%となっている。農

都市系有機性廃棄物の畑地還元と
その施用量の限界について
－埼玉県を例として－

秋田県立大学生物資源科学部　日高　　伸
埼玉県農林総合研究センター　佐藤　一弘

キーワード：有機性資源、農地還元、土壌管理、施用上限
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特　別　寄　稿
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業系は稲わらの利用率が96%と高く、麦わら42％であ

る。このわら類は生産の過程でマテリアルとして稲わ

らは82％、麦わらは65%がすき込まれている。畑地で

は野菜くずや収穫残渣が大量に発生し、葉菜類のキャ

ベツや白菜、ブロッコリでは90%以上が直接すき込み

されている。残りは圃場に放置して乾燥・風化、また

は焼却等で処理されている２）。

一方、食品残渣の利用率は48%と低く、残りは一般

廃棄物の全量と併せて焼却処分されている。流域下水

道の汚泥利用はすでに内田３）が報告しているように、

発生した汚泥は減量化のため焼却処分され、その利用

先はセメント減量が93％、レンガ等が約７%である。

公共下水道の汚泥は肥料原料に約４割（肥料原料37%、

コンポスト４%）が利用され、残りの大部分はセメン

ト原料である。農業集落排水施設の汚泥は78%が農地

還元利用されている。このように埼玉県の汚泥類は比

較的利用率が高く、都市域で発生する汚泥はその多く

がセメントに、農村域の汚泥は肥料生産へと有効利用

が図られている。

３．廃棄物処理を取り巻く埼玉県の取組み

事業所等から排出される廃棄物は廃棄物処理法に基

づき適切に処理されているが、下水汚泥を含めた年間

の産業廃棄物の発生量は2010年度が1,266万tと膨大で

あり、その産業廃棄物の65%は汚泥である。産業廃棄

物全体の再生利用率は37％（2008年度）と近年は横ば

い傾向が続いている。一方、一般廃棄物の総排出量は

255.8万tでこの内、生活系が70.5%と多く、事業所系

も60.2万tで総排出量の23.5%を占める。内陸県の埼玉

県は最終処分場がひっ迫する現状を踏まえて、毎年大

量に発生する廃棄物の適正な処分と管理が県政の重要

課題であることは言うまでもない。県では廃棄物の発

生抑制、減量化、再生利用、適正な処理に係わる取組

みを精力的に推進してきた。2001年度寄居町に民間の

ノウハウを活用した資源循環型モデル施設群「彩の国

資源循環工場」を整備し、2006年までに９企業の循環

施設を誘致した。有機性廃棄物の資源化に関しては食

品系生ごみの堆肥化をA企業がパレット式自動管理シ

ステムにより40t/日処理している。大部分は堆肥とし

ての流通であるが、一部は良質な有機質肥料の原料と

なっている。汚泥類はＹ企業が日量200t処理能力の減

圧併流発酵方式で有機質肥料を生産している。汚泥原

料の受け入れ、製品の流通に当たっては生産者が自ら

原料と製品の重金属濃度をチェツクしている。

４．埼玉県の汚泥肥料の流通と成分特性

2002年の「バイオマス・ニッポン総合戦略」閣議決

定以降、わが国の汚泥肥料の生産量は普通肥料が減少

している中、年々増加する傾向にある。2006年３月に

は同戦略の見直しが行われ未利用バイオマスの資源利

活用の加速化が打ち出され、埼玉県でも特殊肥料の生

産・流通量が増加傾向にある。農村地域においても地

区から発生する汚泥の農地還元量が増加してきた（図

1）。これは肥料原料国際価格の高騰と資源リサイク

ルの推進によるものである。埼玉県では農山村バイオ

マス利活用推進計画（2009年２月）、第7次埼玉県廃棄

物処理基本計画案（2010年６月）等により循環型社会

形成の推進に関する具体的な施策が進行しており、今

後も汚泥類の活用は進むと思われる。汚泥肥料の原料

は主に公共下水道、し尿処理施設、農村集落排水施設



及び食品系汚泥等、多数の発生源から受け入れており、

安全性の面から重金属等有害成分の検査は欠かせな

い。表2に埼玉県に届けのあった６種の汚泥肥料128

検体（1996～1999年）の含有成分を示す。汚泥肥料の

種類別検体数はし尿汚泥肥料（49検体）、混合汚泥肥

料（３検体）、下水汚泥肥料（32検体）、工業汚泥肥料

（食品９検体）、汚泥発酵肥料（12検体）、焼成汚泥肥

料（35検体）である。焼成汚泥は製造工程が他と異な

るために区別すると、汚泥肥料５種の一般成分は窒素

4.6%、りん酸4.5%に対して、加里は0.5％と少ない。

種類別ではし尿系と食品系は窒素約6%、りん酸4.6～

6.9%と高い。汚泥発酵肥料は窒素含有量が2.3%と他に

比べて少なく、石灰は16.6%と高い。

有害成分は焼成汚泥の鉛が許容最大量（許容基準：

100mg/kg）を大きく超過した。し尿汚泥の水銀は48

検体の平均値が３mg/kgと許容基準（２mg/kg）を
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上回り、最大値で81mg/kgと許容基準の約40倍を検

出した。カドミウム、鉛も一部に許容量を超過した検

体が見られた。下水汚泥肥料と汚泥発酵肥料の有害成

分は許容基準の範囲であるが、し尿汚泥肥料を混合し

たと思われる混合汚泥肥料は鉛が99mg/kgと許容基

準値に近く、基準値の２倍を上回る検体も見られた。

公定規格で定める有害成分ではないが銅、亜鉛は焼成

汚泥肥料、し尿汚泥肥料で明らかに高い傾向が見られ

る。食品系由来の工場汚泥肥料には有害重金属含有量

に問題は見られなかった。以上のように、登録時の届

出においても有害成分が含まれる汚泥肥料が散見され

ることから生産業者による品質管理の強化が望まれ

る。上記した分析試料は肥料取締法が届出制から登録

制へと改正された1999年当時のものであるが、2006年

以降全国を対象とした農林水産省のモニタリングでも

許容基準を超過した汚泥肥料が散見される４）。2009年

２月の検査（国機関）では埼玉県内の事業所から生産

されたし尿汚泥（し尿浄化槽汚泥）に６mg/kgの水

銀が検出されている。原因究明と再発防止対対策が強

く望まれる。

５．有機性廃棄物の農地還元利用と受け入れ可
能量

上記したように埼玉県の有機性廃棄物量は約310万

t/年であり、コンポスト化、堆肥、すき込み等で農地

に還元される量は122万t/年、全体の約40%が利用さ

れている（表3）。その構成比は畜産系が65%（79.5万t）、

食品系13%（16.3万t）、農業系19%（23.7万t）、汚泥系

は３%（2.7万t）であり、畜産系と農業系が全体の

82%を占めている。農村集落から発生する家畜排泄物

やわら類はこれまでも農業生産資材として重要な役割

図1 埼玉県A衛生組合施設汚泥の農地還元量の推移１）
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を果たしてきた。畜産系、農業系は土地利用型農業と

密接に連携しその多くは地域内でまた経営圃場内に直

接還元されてきた。前述のように畜産系の32%、わら

類は65～82%は直接ほ場に還元されている。埼玉県の

耕地率は全国 3位の 2 1 . 5 %と高く、耕地面積

（81,400ha：2008年）の55%は水田であり、有機物の

還元利用は水田や畑の地力維持に重要な役割を果たし

てきた。

わら類は畜舎の飼料、敷料に使われ、畜産系の家畜

糞や粗大有機物は堆肥の素材として栽培農家に引き取

られる。農村にはこのようなマテリアルの循環がみら

れ、耕種農家と畜産農家とのマッチング、協力が行わ

れてきた。多頭飼育への経営規模拡大を背景として、

今日、このマテリアルの循環は地域によっては大きな

隔たりが生じている。畜舎の多い地域では過剰とも思

われる休閑畑への施用や畜産排泄物の不適切な耕地内

投棄が続き、その結果、周辺農地では土壌養分が過剰

となり、成分のアンバランスによる生育障害、周辺水

系の富栄養化、地下水の硝酸汚染問題を引き起こした。

深谷市・児玉地区の櫛引台地は畜産農家が多く、この

地域で発生する畜産排泄物は年間5,000～10,000t以上

であり県全体の約57%を占めている。

有機性廃棄物の発生量では露地野菜農家の排出量も

無視できない。埼玉県は良質な野菜を周年栽培できる

豊かな土壌と地形に恵まれ、多くの葉菜類で産地を形

成している。埼玉県における農業系廃棄物排出実態調

査２）によればブロッコリー、ネギなど野菜11種の年間

廃棄物量は約18.4万tに達する。これら野菜の主産地

が県北の露地野菜畑に集中しており、この台地では

1980年代初頭から浅層地下水の硝酸汚染が問題視され

ていた。すなわち、埼玉県の農業から排出される有機

性廃棄物の年間発生量（畜産系と農業系の合計）は

132万tであり、食品関連事業廃棄物の２倍となってい

る。以上のマテリアル循環の実態は埼玉県に限った現

象ではなく深刻な社会問題となっていた。

農村の環境問題が表面化するようになって、農林水

産省は1999年11月に環境への配慮、作物の安全性、健

全な土づくりを推進するために農業・環境三法を制定

した。そして翌年の2000年には食品リサイクル法が制

定され、これ以降日本社会は循環型社会へとシフトす

る動きが活発になってきた。循環型社会では有機性廃

棄物をマテリアルとして、それを利用する立場から土

壌管理の在り方が重要な研究課題となっている。埼玉

県では畜産系廃棄物の窒素発生量と農地の窒素需要間

のバランスシートに大きな差が見られる２）が、農地は

都市から排出される有機汚泥、生ごみ、食品廃棄物な

ど多種多様な有機性廃棄物を引き受けざるを得ない状

況にある。従って、土壌や周辺環境に負荷の少ない利

用法の確立が求められる。それには地域から発生する

有機性廃棄物の質と量を常に把握するとともに適切な

農地還元が基本となる。適正施用量は含有成分の肥効

率、土壌蓄積量から判断し、実態に応じて施用量の上

限を設ける必要がある。

埼玉県で発生する有機性廃棄物（飼料としての利用

を除く）を資源として、全量を堆肥化し農地に施用す

る場合を想定すると、窒素の総量は約8,800tとなる

（表3）。その54％は家畜排泄物に由来し、汚泥類は

2.5%とわずかである。一方、化学肥料として農地に投

入される窒素総量は作付け延べ面積71,400ha（2006年

度）と作物別窒素慣行施用量（化学肥料）から8,700t１）

と試算され、窒素総量としては有機性廃棄物の全量が

農地に受入れ可能となる。ただし、家畜糞堆肥の肥効

率を畜種により30～70%、食品系と汚泥系を65%とす

ると、約4,200tが窒素有効成分となり、化学肥料施用

Ｎの約48%に相当する。水田を除く畑（果樹園、花・

植木含む）の窒素慣行施肥量は約4,300t５）であり、こ

れは有機性廃棄物の窒素有効成分に相当する。施肥基

準では化学肥料に上乗せして、堆肥を1,000～3,000kg

施用しており、この堆肥に由来するＮ量は概ね2,300t

（水田を除く）程度である。すなわち11,000tが農耕地

で受入れ可能な窒素量と言える。現状では年間6,500t

の窒素が発生過剰となっている。

以上の試算は現実的ではないが、有機性廃棄物の発

生量は地域的な偏在が見られ、地域によっては供給過

剰の問題が発生している。農林水産省の調査（2005年

１月）によれば畜産系堆肥を希望する農家は88%と多
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く今後も地域が一体となった耕畜連携の推進、広域流

通のネットワークが重要である。過剰地域では耕種農

家のニーズに即した生産調整にも留意しメタン発酵や

焼却、炭化など堆肥化以外の処理を講じる必要がある。

６．有機性廃棄物の施用上限値の必要性

焼成汚泥やし尿汚泥には有害な成分が基準値を超過

する傾向が見られることから生産者側にも品質管理が

必要であることはすでに述べたとおりである。重金属

の蓄積防止のために亜鉛の管理基準が土壌1kgにつき

120mgと定められている。管理基準の設定は施用資材

に含まれる量と土壌中の量との比較、連用試験での土

壌蓄積等から、わが国農用地の自然賦存量の上限値と

して定められた。2002年以降、普通肥料の原料に占め

る汚泥の割合が増加（全国）するようになり、安全性

の観点から施用量の上限規制設定の動きが見られる。

汚泥以外の有機性廃棄物に関しては、農林水産省

（2008年７月）の「適切な土壌管理を推進するための

指針作成の検討６）」の中で、稲わら堆肥以外は施用量

の目標を設定する必要性を打ち出した。これは畜産系

堆肥の恒常的な過剰施用や排泄物の大量圃場還元によ

り、①養分過剰や不均衡による生育障害の発生　②未

熟な堆肥施用が土壌病害虫の発生を助長　③このよう

な農地は地下水の硝酸汚染を起こしているケースも少

なくないこと等の反省に立って、施用量の上限値を設

定する必要性が強調されるようになった。

堆肥の施用量は各都道府県で農作物施肥基準として

各作物別にその施用量が示されており、堆肥（主にわ

ら類で表示）の平均的な施用量が設定されている。

きゅう肥、家畜糞堆肥を施用する場合には主原料の肥

効率を勘案した施用量とすべきであるが、わら類との

区別がなく多くの現場では過度な施用になりがちであ

る。畜産と露地野菜の複合的土地利用台地では交換性

カリの集積によりブロッコリーの生育障害「花蕾黒変

症」が発生している７）。

一方、都市近郊の集約的露地野菜畑では堆肥の施用

が減少傾向にある。地力の低下は野菜の品質に直接影

響を与えやすく、産地の品質を維持向上するには適切

な堆肥の施用を推進する必要がある。そこで堆肥施用

に下限値を設定する６）ことも重要である。施設の整備

に加えて流通や散布の体制づくりも重要視されてい

る。2009年度から農林水産事業として「地域内資源を

循環利用する省資源型農業確立のための研究開発」が

進められている。その背景は肥料原料となる鉱物や化

石エネルギーの価格高騰が考えられるが、従来の稲わ

ら、畜産堆肥に加えて、多様な有機性廃棄物を資源と

して活用する循環利用が加速すると思われる。言うま

でもなく堆肥等有機物の土壌への施用は土壌微生物を

介した健全な物質循環機能の維持向上にとって、また

多様な生物と共存する豊かな農業生態系機能の保全か

らも重要である。

以上の観点から有機性廃棄物を資源として循環利用

するには、質保証とともに、量的にも施用基準を設け

る必要がある。窒素負荷が増大している地域では堆肥

の種類、土壌の種類、土壌に残留する肥料分を考慮し

た施肥設計に基づき化学肥料の減肥を徹底する必要が

ある。特に畜産系堆肥の施用時には留意すべきである。

わら類の堆肥はこれまで同様、水田１t、畑1.5t程度を

下限の目標とする。農業系以外では汚泥類の施用量と

重金属の土壌蓄積に関してすでに多くの知見が得られ

ているが、安全性の面から施用量の上限値設定につい

ても検討されるようになった。埼玉県では農業系以外

の有機性廃棄物を有機性資源として畑地等へ施用する

循環利用の形態が加速すると予測されるが、現状では

都市系有機性資源の成分特性、物性、堆肥化技術、そ

の安全な使用法、肥効特性、土壌残留性など科学的な

知見が不足している。畜産系廃棄物の過剰施用による

生育障害、環境負荷等への反省に立って、肥料成分を

効率よく利用するための施肥設計が求められる。

７．農地の受け入れ可能窒素量

露地野菜畑の健全な窒素循環を維持するためにも適

切な土壌管理のあり方が大きな課題である。施用する

有機物の土壌中での分解特性から、土壌別にその施用

量を定めることも重要かと思われる。そこで、汚泥発

酵肥料（下水汚泥70%以上を原料、C/N比6.6）と食品

残渣堆肥（同70%以上を原料､C/N比10.1）を黒ボク土

（埼玉県畑地の57％を占める）と褐色低地土（同30%）

の作土に埋設し炭素・窒素の分解特性を調査した（図

2、図3）。土壌を問わず汚泥発酵肥料、食品残渣堆肥

の窒素は施用後約２週間で60％程度が放出された。残

りの窒素の無機化は資材によって異なり、汚泥発酵肥

料ではその後発現はほとんど見られない。食品残渣堆

肥は施用約４ヶ月後から再放出が見られた。施用１年

後の窒素残存率は汚泥発酵肥料が40%、食品残渣堆肥

20%であった。一方、食品残渣堆肥の炭素分解は窒素

分解に似た傾向を示すが、汚泥発酵堆肥は窒素の分解

と同様に停滞した。これは汚泥発酵肥料の石灰含有率

が32%と高く、施用後土壌pHがアルカリに傾き、微

生物活性が低下したことに起因している。１年後の炭

素残存率は汚泥発酵肥料が50%、食品残渣堆肥が10～

20%であった。供試した土壌の炭素と窒素の含有率は

黒ボク土が4.87%、0.39%、C/N比12.5、褐色低地土

0.84%、0.13%、C/N比6.4と違いは見られるが、有機
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物の分解には土壌間の差は見られなかった。一般に汚

泥系は炭素、窒素とも速やかに分解（60～80%）され

るが、供試した汚泥発酵堆肥の炭素分解は緩慢である。

これに対して食品残渣堆肥は炭素・窒素の分解が速く

含有成分の土壌残留性は少ないと考えられる。

これまで慣行的に施用してきた堆肥類は肥料成分を

無視しがちであった。有機性廃棄物の健全な循環利用

を促進する観点から都市系の有機性資源（特に食品系）

は窒素代替の有機質肥料とみなしてよい。ただし、そ

の施用量には限界を定める必要がある。そこで、埼玉

県の露地野菜畑への上限施用量は次のように試算でき

る。

有機性廃棄物の施用上限値（t/10a）＝

施肥N量（kg/10a）／（N含有率%/100×N肥効

率%/100）×1/1000

一般的な野菜の窒素施肥量は20kgであり、上記し

た有機性資源の施用量は窒素含有率と窒素の肥効率か

ら汚泥発酵肥料（水分34.6%、N3.73%、N肥効率60%）

は現物で1.4t、食品残渣堆肥（水分37.4%、 N4.75%、

N肥効率80%）は現物830kgが施用量の上限と言える。

化学肥料と併用する場合には環境負荷を配慮して、基

肥窒素の３割を堆肥等の有機性資源の窒素で代替する

ことが望ましいとされている。県北の複合土地利用台

地ではこれまでの過剰な畜産系廃棄物施用により窒素

過多、塩基バランスの悪化、環境への負荷が増大して

いる。このような地域では実態に応じて土壌や地下水

水質のモニタリング体制を強化し別に施用基準を定め

る必要がある。
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１．はじめに

札幌市の下水道事業は、大正15年に着手し、第２次

世界大戦の空白期間の後、昭和26年から下水道管布設

を再開した。当時の社会状況としては、昭和30年代後

半以降の高度経済成長に伴う急激な人口増加と、それ

と時を同じくして環境衛生の悪化及び本市中心部を流

れる豊平川を初めとした公共用水域の汚染が大きな社

会問題となっていた。

このようなことを背景に、汚水処理を含めた本格的

な下水道の整備拡張が急務となり、加えて、昭和41年

には「第11回冬季オリンピック札幌大会」の開催（昭

和47年）が決定されたこともあり、短期的に飛躍的な

下水道整備を進めた結果、昭和46年度までに市内６箇

所の下水処理場（現在は水再生プラザ）が供用開始と

なり、既成市街地の大半における汚水処理が可能とな

った。

平成21年度末の本市の整備状況は、下水道普及率

99.7%、管路延長約8,139.7km、ポンプ場17ヶ所、処理

場10ヶ所と、全国でも屈指の高普及となった。

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

札幌市における下水汚泥の
有効利用と今後の課題について

札幌市建設局下水道河川部下水道計画課

事業担当課長　　小林　安樹

キーワード：汚泥処理･処分、汚泥の集中処理、有効利用用途、埋立施設の延命化

解　　説

特集：第23回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

２．下水汚泥処理・処分の歴史

札幌市における汚泥の処理・処分の歴史は、昭和42

年度の創成川水再生プラザの運転開始に始まる。当初

はし尿を肥料として利用する発想からごく自然に脱水

汚泥の農業利用が始まり、昭和45年度には緑農地利用

が１万ｔを超え、昭和50年代をピークに昭和63年度ま

でに約96万ｔの脱水汚泥が利用された。

その後、昭和56年度には手稲前田埋立施設、昭和58

年度には手稲下水汚泥焼却センター（現在は西部スラ

ッジセンター（以下SC））、59年度には厚別下水汚泥

コンポスト工場が運転を開始し、「コンポスト」、「焼

却」及び「埋立」を３本柱とする汚泥処理・処分が続

けられてきた。

しかしながら、埋立用地の確保の困難さや汚泥の全

量有効利用を目指すこととしたことから、平成８年度

以降、汚泥の埋立てはほとんど行わず、コンポストに

よる緑農地利用と焼却灰の埋戻材等の利用により、ほ

ぼ全量を有効利用し現在に至っている。
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３．札幌市における汚泥処理・処分、有効利用
の現状

図-1に札幌市における汚泥処分の推移を示す。下水

道普及率は、昭和47年の札幌冬季オリンピックを契機

に飛躍的に上昇した。その後も、人口の増加とともに

処分汚泥量も急速に増加しており、平成21年度末の下

水道普及率は99.7％、処理人口1,898千人、総流入下水

量986千m3／日に達し、脱水汚泥量も576ｔ/日になっ

ている。

3.1 汚泥の集中化について

札幌市における下水汚泥の処理は各処理場（水再生

プラザ）において個別処理を行ってきたが、汚泥処理

設備の老朽化が顕著になったこと、放流水質の向上を

図るための高度処理施設や合流式下水道改善のための

施設等により汚泥発生量の増加が見込まれたことによ

り、既存施設や敷地の制約から現状のままの更新・増

設が困難となった。また、急激な市街化により、処理

場周辺も宅地となり、臭気等の周辺環境対策の強化

（脱臭設備等の施設）が必要となった。以上の背景か

ら発生する汚泥を処理場毎の分散処理ではなく、集中

処理化することとした。汚泥の集中処理では、分散処

理と比較し、

①維持管理人件費の削減

図-1 汚泥処理の推移

図-2 汚泥の集中処理状況



ら発生する汚泥のコンポスト原料分及び、平成23年度

まで茨戸水再生プラザから発生する汚泥を、塩化第２

鉄と石灰の無機凝集剤を使用する加圧脱水機により脱

水するのみである。温泉由来でヒ素濃度が高い定山渓

水再生プラザについては、個別処理を基本としており、

安定処理のため消石灰を添加し全量セメント原料化し

ている。

その後、焼却処理を行うが焼却灰の特徴としては、

焼却炉の形式が西部SCは階段式ストーカー炉、東部

SCは循環式流動床炉であるため、写真-1及び2に示す

ように、それぞれクリンカー状、乾燥パウダー状と異

なる物理性状の灰が発生する。このため西部SC焼却

②共通設備や予備設備の合理化

③設備の統合大型化による効率化

が図られ、本市では豊平川の右岸と左岸の２ヵ所で汚

泥の集中処理を進めてきた。現在、コンポストや定山

渓水再生プラザの汚泥を除き、汚泥圧送管により東西

SCに集められた汚泥を脱水・焼却処理しており、平

成24年度に茨戸水再生プラザの汚泥の圧送開始で汚泥

の集中化が完成する。図-2に汚泥の集中処理状況を、

図-3に汚泥処理体系を示す。

集中化した汚泥については重力濃縮した後、基本的

に高分子凝集剤を添加し、遠心脱水機により脱水して

いる。例外として平成24年度まで厚別水再生プラザか
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図-3 汚泥処理の体系

写真-1 西部SC焼却灰 写真-2 東部SC焼却灰
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灰は専ら埋め戻し材等の土木資材として利用し、東部

SC焼却灰はセメント原料としての利用を図っている。

図-4に汚泥処理・処分、有効利用等の体系図を示す。

なお、有効利用については、処分の一部として整理し

ているが、埋立処分は沈砂、し渣の一部で、その他は

有効利用を基本として極力埋立てを行わないこととし

ている。

3.2 有効利用の現状について

3.2.1 汚泥の緑農地利用について

汚泥処理の始まった昭和40年代から50年代当初にか

けては、脱水汚泥の緑農地利用が行われていたが、処

分先確保の困難性及び下水汚泥利用に対する北海道農

務部の指導などを背景に、コンポスト化に踏み切るこ

ととした。

厚別コンポスト工場では、厚別水再生プラザからの

脱水汚泥を発酵させることにより汚泥の減量化や安定

化を図る目的で、昭和59年７月から脱水汚泥で50t/日

の処理能力で運転を開始し、昭和62年に75t/日の処理

能力に増設した。さらに平成３年１月からコンポスト

の散布能力を考慮した粒状コンポストの製造を開始

し、一般農家や緑農地に「札幌コンポスト」の名称で

販売してきた。コンポスト化汚泥の脱水には凝集剤と

して石灰-塩鉄を使用しており、有機物とともに、石

灰を多く含有していることが特徴である。一方、札幌

市周辺は泥炭地が多く、「札幌コンポスト」は酸性土

壌の矯正にも効果があることから、利用者には好評で、

長らく汚泥有効利用の象徴的存在として位置づけられ

てきた。特にバブル期には、ゴルフ場の造成に多く使

われたこともあり年間販売量が8,000ｔ超の販売が見

られたが、その後のバブル崩壊によるゴルフ場経営の

悪化等の要因により販売量は急速に低下し、昨今は農

業利用を中心に約4,000ｔ前後の販売量で推移してい

る。図-5に利用区分出荷量の推移を示す。

運転開始以来、26年を経過し、①焼却処理との比較

で処理単価が数倍高いこと、②脱水及び堆肥化施設の

更新（今後10年間で約90億円）に多大の費用がかかる

こと、③コンポスト工場周辺の宅地化によりさらなる

臭気対策の必要性が高まっていること、④東部SC２

号炉が完成すると本市の施設から発生する汚泥の全量

図-4 汚泥処理・処分、有効利用等の体系



焼却灰の有効利用状況について述べる。図-6に平成21

年度の焼却灰の有効利用状況を示す。
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が焼却可能となること、⑤平成17年３月に出資団体評

価委員会報告書にコンポスト事業について「大きな財

政負担となっている」ことから東部SC稼動後に「全

ての汚泥が全量焼却可能となる」ため、「事業の廃止

も含めて、（略）市の政策判断がまず必要である。 」

と指摘されたことから、「平成25年までに現行のコン

ポスト事業は廃止する」という政策判断を行ったとこ

ろである。

下水汚泥の緑農地還元は理想的なリサイクルのひと

つである。今後は、札幌コンポストに対する市民・農

家の支持への対応として、他部局・民間とのタイアッ

プによりコスト負担の少ない新方式の堆肥化について

検討するとともに、りん回収技術といった新たな緑農

地還元技術を検討していきたい。

3.2.2 焼却灰の有効利用用途について

前述したように現状の下水汚泥有効利用状況につい

て、汚泥形態で脱水汚泥は緑農地利用とセメント原料

化、焼却灰は建設資材利用に大別される。ここでは、

図-7 施設の目的 図-8 施設配置

図-6 焼却灰の有効利用状況（H21）

図-5 コンポストの利用区分別出荷量
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表1 下水道再生土施設の概要

表2 下水道再生土の製造方法

表3 下水道再生土の試験項目及び規格値



・MgO、P2O5、Cl、Na2O、K2O等はセメント品質、

製造工程に悪影響を与える成分であり、特にP2O5、

Clは、セメント原料としての使用限界量の判断基準

となるため、工場との調整が必要である。

・重金属等含有試験結果について問題はない。

・但し、焼却灰の性状（加湿灰、乾灰）により、受入

設備を考慮する必要がある。

セメント原料は特に施設の建設もなく、コストが安

価であるが、受け入れ可能なセメント工場が２ヶ所し

かなく、民間の需要動向によって閉鎖や再編等、処理

費が大きく嵩んだり、処理の一時的な拒否等も懸念さ

れる等、リスクを考慮すると多様な有効利用の一つと

して捉えた方がよく、他の有効利用施設を前提に副次

的なものと考えた方が良い。そのため、現在、東部

SC焼却灰は全量セメント原料化に頼っていることか

ら、更なる有効利用方策を検討している。

3.3 埋立施設の延命化

上記施策により、発生汚泥について有効利用率は

100％を達成している。埋立物のほとんどを占めるの

は、スクリーンかす及び沈砂であるが、これらの減量

化、安定化を前提に、埋立処分によらない処理処分を

進めている。

沈砂については、手稲沈砂洗浄センターで洗浄処理

後、平成19年６月から平成20年度まで西部SCで焼却

したほか、平成20年度からは、民間事業所での処分・

有効利用を図っている。平成21年度からは、民間事業

所での処分のみとなっている。

汚泥系スクリーンかすについては西部SCで平成16

年９月より全量の焼却処理を開始した。

水系スクリーンかすについては、東部SCの焼却の

ために中間処理を行う厚別洗浄センターを、H22年度

（４月）より供用を開始しており、これにより埋立地

の大幅な延命（H22予算では、埋立てが１/３程度に

なると想定）が可能になる見通しである。厚別洗浄セ

ンターの概要を下記に示す。

洗浄処理施設の概要

○建設場所

札幌市厚別区厚別町山本711番地（厚別水再生プ
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（1）下水道再生土の製造

平成17年度より供用を開始した「下水道再生土製造

施設」は、焼却灰を建設発生土と混合し、規定の品質

を満足するように調質された再生土を下水道管路の埋

戻材として有効利用することを目的とした施設であ

る。下水道再生土は局内工事埋戻材として有効利用す

ることによりリサイクルの一層の推進を図っている。

表1に施設の概要を、表2に製造方式及び製造期間を

示す。

品質管理として、1,000m3製造毎に、①コーン指数、

②溶出試験、③含有試験を行い、所定の基準を満足す

る製品を製造している。試験項目及び規格値を表3に

示す。

平成17・18年度は再生土を管路工事埋戻材として試

験施工し、品質・安全性・施工性を検証した。試験施

工により、下水道再生土の品質・安全性・施工性が確

認されたため、平成19年度から本施工が開始された。

また、下水道再生土を管路の埋戻材として使用した

後、再掘削物が不要となり廃棄する場合、産業廃棄物

として取り扱うこととなるため、履歴管理を行ってい

る。

（2）民間再生プラントへの搬出

現在発生する西部SC焼却灰の内、半分以上が民間

企業の中間処理施設に委託して有効利用を行ってい

る。民間プラントでは、焼却灰を天然砂等、添加剤と

混合し改良埋戻材の原料としてリサイクルを図ってい

る。

（3）セメント原料への利用

本市での焼却灰のセメント原料への利用は、西部

SC焼却灰約2,600ｔ、東部SC焼却灰全量1,500ｔ（いず

れもH21実績）である。セメント原料化においては、

受入先のセメント工場の個々の判断が必要とされる。

北海道内のセメント工場は２ヶ所であり、各セメント

会社へ下水汚泥のセメント資源化の可能性をヒアリン

グした結果は以下のとおりである。

・SiO2、Al2O3、Fe2Oを含有し、原料の一部として有

効に利用できる。

図-9 スクリーンかすの処分フロー
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ラザ敷地内）

○建物

鉄筋コンクリート造、地上２階地下２階、24×35m

○スクリーンかす処理能力

2.0m3/hr×２系列

○主要設備

破砕機　２台、洗浄機　２台、脱水機　２台

４．今後の課題

前述のとおり、現行のコンポスト事業は平成25年ま

でに廃止することが決定している。脱水汚泥について

は、東部SC２号炉の稼動により全量焼却可能となる

が、現在の焼却灰の利用策のみでは、今後の社会情勢

の変化等に対応しきれなくなる恐れがある。

東部SC焼却灰は、性状がパウダー状であり粒径が

小さいため、性状がクリンカー状である西部SC焼却

灰とは異なり、砂等との混合による埋戻材としての利

用は困難である。したがって、現状ではセメント原料

化が最も確実な方法であるが、リスク分散の観点から、

単一の有効利用方策にこだわらず、需要、安全性、コ

スト等を考慮した上で決定する必要がある。

また、西部SCの焼却炉についても、今後、暫時乾

燥機や炉本体の更新時期を迎える。このため、更新期

間中の脱水汚泥の未燃汚泥対策や焼却炉本体の形式の

検討を行うとともに、汚泥の有効利用策の多角化を目

指していく必要があると考えている。

現在、有効利用策として検討しているメニューとし

ては、汚泥の固形燃料化や民間施設でのコンポスト化、

焼却灰の流動埋戻材やアスファルトフィラーへの適用

などが挙げられる。いずれも資料収集や、実用化に向

けた試験施工の段階であるが、これらに限らず、今後

も様々な方策について検討していく必要があると考え

ている。

５．おわりに

下水処理の基本が固液分離である以上、「きれいな

処理水」＝「汚泥の発生」の構図は今後も変わらない

と考えられる。汚泥の処分は下水道の永遠のテーマで

あるとともに、有用な資源としての限りない可能性を

秘めたものである。

バイオマス・ニッポン総合戦略や京都議定書目標達

成計画が閣議決定されるなど、地球温暖化対策の推進、

バイオマスを積極的に利活用していくことが喫緊の課

題として位置づけられている。地球温暖化防止及び資

源循環型社会の構築に向けて、下水汚泥が有する資

源・エネルギー利用への調査・研究を進め、「資源の

みち」創出に寄与していく必要があると考える。

写真-3 処理スクリーンかす
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１．はじめに

下水道は、生態系や自然の循環システムを健全に保

つための重要な構成要素と位置付けることができる。

今後とも、拡大する諸活動を支えつつ、それに伴う環

境への負荷を極力抑制することが下水道に課せられた

大きな使命である。一方、下水の排除、処理の過程で

下水汚泥をはじめとして、スクリーンかす、土砂など

を生ずる。これら発生汚泥等を適正に処理することは、

放流水の水質管理とともに、下水道の維持管理上最も

大きな課題である。

平成19年度における全国の産業廃棄物排出量は約4

億トンとなっている。そのうち約19％の7,840万トン

（含水率97％）が下水汚泥であり（図－1）、その発生

量は下水道の普及等に伴って今後さらに増加する見込

みである（図－2）。これに対し、平成19年４月１日

現在の産業廃棄物最終処分場の残余年数は首都圏で

4.4年、全国で7.5年となっており、廃棄物の3Ｒ

（Reduce, Reuse, Recycle）の推進が急務となってい

る。

このような背景から、平成８年の下水道法改正にお

いて、発生汚泥等の減量化に努める旨の規定が設けら

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

下水汚泥資源利用の動向と
今後の施策について

国土交通省都市・地域整備局下水道部下水道企画課　下水道技術開発官　　白闢 亮
資源利用係長　　山口　裕司

キーワード：低炭素社会、循環型社会、バイオマス、再生可能エネルギー

解　　説

特集：第23回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

れており、この規定に沿った取組がなされてきている。

その後、循環型社会への転換、廃棄物処理の適正化

が社会的な課題となる中で、循環型社会形成推進基本

法や各種リサイクル関連法が制定・改正されており、

平成15年３月には「循環型社会形成推進基本計画」が

閣議決定され、我が国における循環型社会構築に向け

た取組が各方面で進められている。

今後、下水汚泥については、下水道の普及率の向上

等に伴う発生量の増大が避けられないこと、下水道は

地方公共団体という公的主体が事業者であることなど

から、廃棄物の減量化・リサイクルの推進を率先して

計画的に進めていくことが必要である。

また、大量の資源・エネルギーの消費に伴う環境負

荷の増大により、地球温暖化の影響が顕在化してきて

おり、平成17年２月の京都議定書の発効を受け、その

対応は国際的な最重要課題となっている。

下水汚泥を含むバイオマスは再生可能エネルギーと

して温暖化対策に有効であり、下水汚泥をバイオガス

化・固形燃料化することでエネルギーとして活用する

ことができる。

そのため、地球温暖化対策の推進に関する法律第８

条に基づき平成20年３月に閣議決定された「京都議定

書目標達成計画」では、下水汚泥焼却施設における燃
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焼の高度化とともに、省エネルギー対策と汚泥のエネ

ルギー利用等の新エネルギー対策の推進が下水道分野

の対策として盛り込まれており、国、地方公共団体、

事業者、国民といったすべての主体が参加・連携して、

同計画に掲げられた各種対策・施策を推進することが

求められている。加えて、地方公共団体においては、

地球温暖化対策の推進に関する法律第20条の３に基づ

き「地方公共団体実行計画」を策定し、庁舎等におけ

るエネルギー消費のみならず、下水道事業等の運営と

いった事業を含めた温室効果ガスの総排出量に関する

目標を掲げ、かつ、定期的に実施状況の点検を行うこ

とが求められている。

また、平成21年３月に閣議決定された社会資本整備

重点計画では、新たに下水道バイオマスリサイクル率

が指標に設定され、下水汚泥の安定処分確保の観点か

ら利用方法の多様化を進展するため、下水汚泥のバイ

オマスとしての特性を活かした緑農地利用、エネルギ

ー利用が一層求められることとなった。これにより、

下水道管理者は、率先して、地域の特性を踏まえ、下

水から得られる資源やエネルギーをバイオガスや汚泥

燃料として積極的に活用し、下水道を資源・エネルギ

ーの回収・再生・供給インフラとして整備することが

求められている。

さらに、平成22年６月に閣議決定された「エネルギ

ー基本計画」では太陽光やバイオマス等の再生可能エ

ネルギーの一次エネルギー供給に占める割合について

2020年の目標を10％に設定するなど、温暖化対策・再

生可能エネルギー利用拡大がますます重要になってい

る。

以上のように、循環型社会、低炭素社会の進展が求

められる中、下水道事業はバイオマスである下水汚泥

や下水熱といった再生可能エネルギー資源を大量に有

しているため、安定的な汚泥処分のみならず、その利

活用に大きな期待が寄せられている。

２．下水汚泥の発生量と処理処分等の現状

平成20年度における下水汚泥の処理及び処分の状況

を表－1、表－2に示す。下水汚泥は年間221万DS-t

（乾燥重量トン）が発生しており、そのうち約78％が

緑農地利用、建設資材利用、燃料化等として有効利用

されている。

図－1 産業廃棄物排出量に占める下水汚泥の割合（単位：万トン／年)

出典：環境省「産業廃棄物排出・処理状況等（平成19年度実績）」（国土交通省にて一部加工）

図－2 下水道普及率と発生汚泥量、処理水量の推移

（下水道統計及び国土交通省調べ）



下水汚泥の有効利用の状況を表－3、図－3に示す。

埋立処分量は年々減少しており、下水汚泥の有効利用

が着実に進展している。有効利用の内訳としては、従

来緑農地利用が中心であったが、近年はセメント原料

としての利用などの建設資材利用が進んできており、

平成7年度に建設資材利用が緑農地利用の割合を上回

り、平成20年度においてもこの傾向が一層進んでいる。

セメント化以外の建設資材利用については自治体での

実施量と民間での実施量が同量程度であるが、その他

の有効利用では民間に引渡している量が多くなってい

る。

３．下水汚泥の有効利用

下水汚泥の有効利用の形態は、マテリアル利用、エ
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ネルギー利用に分けられる。セメント原料等としての

建設資材利用やコンポスト等としての緑農地利用が着

実に進展している一方、下水道バイオガスや汚泥燃料

としてのエネルギー利用は低い水準にとどまってい

る。それぞれの状況を以下に概観する。

（1）マテリアル利用

①建設資材利用

下水汚泥の建設資材利用としては、セメント原料

としての利用の割合が多くなってきており、平成20

年度においては、乾燥重量ベースで約63％が建設資

材利用されており、うち約２／３がセメント原料と

しての利用となっている。焼却灰や溶融スラグを建

設資材として利用する形態は、大きく分けて次の２

つがある。

１）処理された下水汚泥（焼却灰や溶融スラグ）そ

表－1 下水汚泥の処理及び処分状況（汚泥発生時乾燥重量ベース、平成20年度）（国土交通省調べ）

表－2 下水汚泥の処理及び処分状況（処分時体積ベース、平成20年度）（国土交通省調べ）
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表－3 実施主体別の有効利用実施状況（汚泥発生時乾燥重量ベース、平成20年度）（国土交通省調べ）

図－3 下水汚泥の最終処分・利用形態の経年変化（汚泥発生時乾燥重量ベース）

（国交省調べ） ※汚泥処理の途中段階である消化ガス利用は含まれない。



のものを資材として利用するもの

（例：石灰系焼却灰の埋め戻し材、路盤材　等）

２）焼却灰や溶融スラグを建設資材の原材料の一部

又は全部として利用するもの

（例：高分子系焼却灰の陶管及び透水性レンガ

原料としての利用　等）

最近では、焼却灰と掘削残土を用いて改良土を製

造する技術が実用化されているほか、下水汚泥焼却

灰だけで他の材料を添加することなく、レンガやタ

イル等の製品を作り出す技術も開発されている。

下水汚泥の建設資材利用促進に関しては、以下の

ような指針類がある。

１）下水汚泥の建設資材利用マニュアル（案）2001

年版（（社）日本下水道協会）

２）下水汚泥建設資材化のガイドライン（案）2001

年版（（社）日本下水道協会）

②緑農地利用

下水汚泥には、多量の肥効成分や有機物が含まれ

ており、適正な施用を行うことによって土壌改良材

や肥料として十分な効果を有することが明らかにな

っており、平成20年度においては、乾燥重量ベース

で約14％が緑農地利用されている。

下水汚泥を緑農地に利用する場合の形態として

は、脱水ケーキ、乾燥汚泥、炭化汚泥、コンポスト

化汚泥が考えられる。このうち、コンポスト化汚泥

は、汚泥が質的に改善されており、取り扱いやすく、

発酵処理の際に滅菌・安定化する利点があることか

ら、有効利用の促進の観点からコンポスト化の意義

は大きい。

緑農地利用に関しては、次のような指針類がある。

１）都市緑化における下水汚泥の施用指針（昭和61

年、平成７年一部改正）

２）下水汚泥の農地・緑地利用マニュアル－2005年

版－（（社）日本下水道協会）

３）下水汚泥コンポスト施設便覧－2001年版－

（（社）日本下水道協会）

なお肥料の品質を保全するため肥料の規格等を定

めている肥料取締法が平成11年７月に改正され、平

成12年10月から施行されている。これにより特殊肥

料とされていた下水汚泥を原料とする肥料が普通肥

料に位置付けられ、「下水汚泥肥料」は、農林水産

大臣の登録を受けなければならないとされている。

また、最近では、全量を輸入に頼っているリンに

ついて、その枯渇が懸念されていることや食料需要

の増大及び産出国による輸出制限のため国際相場が

乱高下しており、下水及び下水汚泥中に含まれるリ

ンを回収し、肥料や肥料原料として活用する取組が

注目されているところである。そのため、国土交通

Vol. 35 No. 131 2011/4 再生と利用

（ 38 ）

省下水道部では、下水道管理者がリン資源化事業の

実施について検討するための手引きをとりまとめる

ことを目的として、平成21年度に「下水道における

リン資源化検討会」（座長：津野洋　京都大学大学

院工学系研究科教授）を設置し、検討を行った。同

検討会では、リン資源化の検討に際しては、「下水

処理場の特性」、「リン資源化技術」、「需要者のニー

ズ」の３要素のマッチングが重要との視点に立って

事業化に向けた検討が進められ、「下水道における

リン資源化の手引き」が平成22年３月にとりまとめ

られている。国土交通省下水道部では、今後とも、

農林水産省など関係省庁をはじめとする多様な主体

と連携しつつ、下水道におけるリン資源化が推進さ

れるよう、取り組んでいく予定である。

（2）エネルギー利用

下水汚泥のエネルギー利用は、主に下水道バイオガ

スの利用、固形燃料化であり、この他、下水汚泥焼却

廃熱を利用した発電・冷暖房等がある。

①下水道バイオガス利用

下水道バイオガスには、下水汚泥の嫌気性消化過

程において発生するメタンを主成分とするバイオガ

スと、下水汚泥をガス化炉により熱分解することで

発生する一酸化炭素や水素を主成分とするバイオガ

スの２種類がある。ガス化炉は平成22年度に東京都

において、世界で初めて導入されているが、全国で

は主に嫌気性消化によるバイオガス化が進められて

いる。

平成20年度の消化槽からの下水道バイオガス発生

量は約３億ｍ3であり、内訳をみると、約７割（220

百万ｍ3）が利活用されており、残り約３割（85百

万ｍ3）は焼却処分されている。また、下水道バイ

オガス発生量の約２割（60百万ｍ3）はガス発電に

利活用されているが、約３割（89百万ｍ3）は消化

槽の加温用としての用途にとどまっており、今後、

熱と電気を同時に発生させるコジェネレーション利

用の普及が望まれる。

下水道バイオガスを用いた発電は、下水処理場の

電力費の節約と資源有効利用の観点から進められて

いる。平成20年度時点で37基、総発電容量約

22,082kW、総発電量は、約9,300万kWh/年に上り、

平成20年度に全国のポンプ場及び下水処理場で消費

された総電力量約72億kWhの約１％に相当する。

②固形燃料化利用

下水汚泥の固形燃料化の手法として、現在、炭化、

油温減圧乾燥及び造粒乾燥があり、火力発電所の石

炭代替として利用する取組が行われている。

炭化とは、脱水汚泥を乾燥した後、低酸素もしく

は無酸素状態で蒸し焼きするもので、工程の温度に
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大きく依存するが、炭化汚泥は約13MJ／kg

（3,000 kcal／kg）の発熱量（低位）を有しており

（石炭は26.6MJ／kg）、また、ほとんど臭いがしな

いという特徴を有している。東京都に加え、広島市

や愛知県、大阪市などでも具体的な取組が進められ

ている。

また、脱水汚泥を廃食用油等に投入し、減圧・加

熱の条件下で水分を蒸発させる油温減圧乾燥汚泥

は、約22MJ／kgの発熱量（低位）を有しており、

福岡県御笠川浄化センターでは平成13年度より松浦

火力発電所に供給を行っている。

さらに、脱水汚泥を粒状に整形し、乾燥させる造

粒乾燥汚泥は、約17MJ／kgの発熱量（低位）を有

しており、石炭代替として利用可能である。

平成20年度に固形燃料として利用された下水汚泥

は、約1,6万t-DSであり、全体の約１％であるが、

複数の自治体で事業化が検討されており、今後、固

形燃料化の進展が予想される。

４．重点施策

（1）「資源のみち」の創出

平成17年９月に、下水道政策研究委員会中長期ビジ

ョン小委員会が、「これまでの『普及拡大』中心の20

世紀型下水道から、『健全な水循環と資源循環』を創

出する21世紀型下水道への転換を目指すべき」として、

長期的視点からみた今後の下水道の方向性を「下水道

ビジョン2100」として取りまとめた。その施策方針の

１つとして、水環境の保全等下水道の有する機能に加

え、下水道の有する資源回収・供給機能を積極的に活

かして、下水処理場のエネルギー自立や地球温暖化防

止等に貢献する「資源のみち」の創出が盛り込まれて

いる。

「資源のみち」の創出に向けては、下水道施設のエ

ネルギーの自立率を高める「自立する資源のみち」、

集積する下水汚泥や空間・立地条件を活用し地域社会

に供給する「活かす資源のみち」、さらにそれらエネ

ルギーや資源の活用による地球温暖化防止等、環境保

全に貢献する「優しい資源のみち」の３つを施策展開

上の視点とすることとされている。

今後の下水道のあり方として、下水道を、従来の下

水を排除・処理する一過性のシステムから、資源・エ

ネルギーの回収・再生・供給システムへと転換し資

源・エネルギー循環の形成を図ることで、循環型社会

形成及び低炭素社会の構築に貢献することが重要であ

る。

（2）重点施策

今後重点的に取り組む施策は、以下のとおりである。

①下水道革新的技術実証事業（B - D A S H：

Breakthrough by Dynamic Approach in Sewage

High technology for GHG reduction project）

下水道は下水の収集・処理の過程の大量のエネル

ギー消費に伴うCO2の排出に加え、汚泥の焼却によ

るN2Oの排出など、水・汚泥処理の過程でも多くの

温室効果ガスを排出している。近年、処理水量の伸

びを上回って温室効果ガスの排出量が増加してお

図－4 バイオガス利用の経年変化（国交省調べ）



り、2008年度の下水道事業における温室効果ガスの

排出量は約685万t-CO2となり、我が国全体の排出量

のうち約0.5％を占めている。

国土交通省では、平成23年度、下水処理や汚泥処

理過程の再生可能エネルギー利用について高効率化

を図り、建設コストの大幅な低減を実現する革新的

技術を開発し、エネルギー自立型下水処理場として

全国展開させることを目的として、実規模レベルの

プラントを設置して実証事業を行い、成果の評価・

ガイドライン化を行う予定である。この実証事業に

より、エネルギー自立型下水処理場の構築、大幅な
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コスト低減や温室効果ガス排出量の削減の実現、革

新的技術の国際標準化、実証施設のサイトセールス

としての活用による水ビジネスの国際競争力の強化

が期待される。

②官民連携による下水道資源有効利用の促進

平成22年５月に策定された国交省成長戦略では、

官民連携により下水道資源（下水汚泥、下水熱等）

の有効利用を進めることとされており、これを踏ま

え、国土交通省では「官民連携による下水道資源有

効利用促進制度検討委員会」（委員長：津野洋京都

大学教授）を設置し、検討を進めている。委員会で

図－5 下水汚泥利用のイメージ図

図－6 下水道革新的技術実証事業イメージ図
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は、有識者、自治体、民間事業者等により、官民連

携によるバイオガス、下水熱等の下水道資源の有効

利用に関する課題及び推進方策について議論を深

め、次年度以降、本検討委員会での議論を踏まえた

施策を推進していく予定である。

５．その他の施策

その他、下水汚泥の減量化・リサイクルの推進のた

め、以下のような施策を実施している。

（1）下水汚泥処理・有効利用施設整備の支援

下水道管理者が整備する下水汚泥処理施設（脱水施

設、焼却施設、固形燃料化施設、消化槽等）・有効利

用施設（コンポスト化施設、リン回収施設等）整備に

対して支援を行うとともに、新世代下水道支援事業制

度として以下の事業を実施している。

①リサイクル推進事業＜再生資源活用型＞

下水汚泥の建設資材利用を促進するため、モデル

都市と下水道施設を選定し、その都市における下水

道施設の建設事業に汚泥製品（タイル、焼却灰を混

入した陶管、路盤材等）を積極的に利用することを

内容とする事業について支援する。

②リサイクル推進事業＜未利用エネルギー活用型＞

下水汚泥とその他のバイオマスを集約して有効利

用を図る事業について、下水汚泥とその他のバイオ

マスを投入する消化施設、消化ガス利用施設及びそ

の付帯施設について支援するとともに、地域全体と

して効率的であると認められる地域においては、下

水汚泥と他のバイオマスを混合・調整するための施

設の整備を支援する。また、地域全体として省CO2

対策を促進するため、下水汚泥等の処理に伴い発生

するメタンガスを主成分とする下水道バイオガスを

下水処理場外で公共又は公益の用途に利活用する場

合、下水道バイオガスを供給するために必要な施設

（下水処理場内に設置するものに限る）を国庫補助

対象とする。平成21年度からは、下水処理水の放流

落差等を利用した小水力発電に必要な施設を新たに

支援の対象としている。

③機能高度化促進事業＜新技術活用型＞

下水道における新技術の開発と実用化の促進を目

的としており、下水汚泥のエネルギー化技術など下

水汚泥処理・有効利用等に関する新技術開発につい

て支援する。

（2）民間活用型地球温暖化対策下水道事業制度

下水汚泥等の資源化、流通、販売・利用を一体的に

捉え、民間企業の有するノウハウを最大限活用するこ

とにより、下水汚泥等の資源・エネルギー利用を推進

するため、民間活用型地球温暖化対策下水道事業制度

により、下水道管理者が民間企業と一体となって行う

下水汚泥等の循環利用に関する計画の策定や、同計画

に基づき、民間事業者が整備する下水汚泥等の資源化

施設（下水汚泥等の処理施設（炭化炉等）、貯蔵施設

などの関連施設）の建設を支援している。

（3）政策金融

株式会社日本政策金融公庫により、下水汚泥の処理

や再資源化を行う中小企業に対し、設備を取得するた

めに必要な資金の低利融資を行っている。

○融資条件

・融資対象　中小企業

・貸付限度　直接貸付7.2億円、代理貸付1.2億円

図－7 民間活用型地球温暖化対策下水道事業制度概念図



・貸付利率　４億円まで：特別利率②

４億円超：基準利率

・貸付期間　設備資金　15年以内（据置２年以内）

（4）バイオソリッド利活用基本計画策定マニュアル

の作成

国土交通省は、平成３年に作成された「下水汚泥処

理総合計画策定マニュアル」に代わる新しい計画手法

として、都道府県が下水汚泥の広域的な処理や資源

化・有効利用を進めるために策定する「バイオソリッ

ド利活用基本計画（下水汚泥処理総合計画）」の策定

マニュアルを平成16年３月に作成した。

このマニュアルは、（社）日本下水道協会に設置さ

れた「バイオソリッド利活用基本計画に関する委員会」

における検討を踏まえて作成されたもので、地球環境

やバイオマスをめぐる最近の動向や国の方針を反映さ

せていることが特徴である。

具体的には、以下の４点を盛り込んでいる。

１）下水汚泥とあわせて他のバイオマスを同時に処

理するための技術的指針

２）下水処理場からの温室効果ガス排出量の削減の

観点からプロジェクトを評価するための指標

３）汚泥やその他のバイオマスの集約化の検討等を

行うための指針

４）民間のノウハウと資金力の活用等を促進するた

め、PFIその他の民間活用事例

（5）品質管理・PR等の推進

下水汚泥の緑農地利用や建設資材利用については、

適切な品質管理の実施により、汚泥製品の品質向上に

努めるとともに、その価値を積極的にユーザーにPR

していく努力が必要である。そのため、様々な会社が

製造している、下水汚泥のリサイクル製品の概要をま

とめた「下水汚泥リサイクル資材一覧」が（社）日本

下水道協会において作成されているところであり、そ

の活用等により製品の周知を図っている。また、農林

水産省により、平成22年５月に「汚泥肥料中の重金属

管理手引書」が策定されており、この周知を図るとと

もに関係省庁との連携を進め、汚泥肥料の適切な品質

管理に向けた体制強化を図っていく予定である。

なお、一般廃棄物や下水汚泥から生成された溶融ス

ラグについては、コンクリート用骨材及び道路用とし

て用いる場合についてJISが平成18年７月に制定され

ており、管きょの新設・更新等の公共事業の実施にあ

たり、JISに適合している下水汚泥溶融スラグ製品の

優先的な利用が実施されることにより、下水汚泥溶融

スラグ製品の有効利用の一層の推進が期待されてい

る。
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（6）グリーン購入法（国等による環境物品等の調達

の推進等に関する法律）に基づく公共工事グリ

ーン購入調達品目への対応

平成13年４月よりグリーン購入法が全面施行され、

国等の各機関においては、「環境物品等の調達の推進

を図るための方針（調達方針）」を作成し、これに基

づき調達を実施することになっている。

公共工事に係る調達品目のうち下水汚泥を使用した

調達品目としては、「下水汚泥を利用した汚泥発酵肥

料（下水汚泥コンポスト）」、「下水汚泥を有効利用し

た陶磁器質タイル」、「エコセメント（都市ごみ焼却灰

等を主原料とするセメント）」、「再生材料を用いた舗

装用ブロック（焼成）」及び「再生材料を用いた舗装

用ブロック類（プレキャスト無筋コンクリート製品）」

が調達品目として指定されている。

特定調達品目として指定されることは、下水汚泥の

有効利用推進の更なる促進の引き金となることから、

今後「特定調達品目」に多種多様な下水汚泥関連製品

が記載されるように努力していく必要がある。一方で、

2009年度には、再リサイクル性確保の観点（製品の施

工時及び使用時に加えて、廃棄後の他の用途への再利

用時等も想定したライフサイクル的な視点での環境安

全性の確認）から調達方針が見直されていることから、

今後、下水汚泥の資源利用を推進する際に留意が必要

である。

そのため、下水汚泥の資源利用を推進するにあたり、

適正な品質を確保して、使用実績を着実に積み重ねて

いく必要があるが、国等の直轄事業のない下水道事業

においては、まずは各下水道管理者において下水道建

設事業に積極的に下水汚泥を利用した資材を使用して

いくことが必要である。また、各都道府県においては

独自のリサイクル認定制度を策定している場合もある

ことから、公共団体内部の連絡を密にして環境部局や

農政部局、他の建設部局との連携を図ることも重要と

なると考えられる。

６．終わりに

下水汚泥の有効利用に関する諸課題の解決に向け

て、地域特性に応じた適切な汚泥の有効利用の検討や、

新技術の導入など、様々な分野における総合的な対策

が進められている。

今後も引き続き、関係各位には下水道における資

源・エネルギー循環の形成をはじめとした、汚泥の有

効利用の推進に対し御理解、御協力をお願いする次第

である。
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１．はじめに

北広島市は、札幌市と新千歳空港の間に広がるなだ

らかな丘陵地に位置し、道都札幌市に隣接する、人口

約６万１千人、面積118.54km2のまちです。昭和40年

代から、札幌市のベットタウンとして人口が増加し、

平成８年９月に市制施行を行っています。

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

北広島市における下水汚泥の
有効利用の取り組み

北広島市水道部下水道課

課長　　深尾　　壯

キーワード：循環型社会の構築、地球温暖化防止、持続可能な下水道

解　　説

特集：第23回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

北広島市の下水道事業は、昭和45年の道営北広島団

地の造成を契機に事業に着手し、昭和47年２月に供用

を開始し、現在処理区域面積は、1,449haです。汚水

管の整備率は、認可区域面積に対して97.8％、平成21

年度末における対行政人口普及率は96.3％、水洗化率

は95.8％となっています。

主な施設として下水処理場１箇所、汚水ポンプ場２

箇所を有しています。

表－1 公共下水道事業の概要
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２．本市における汚泥処理の現状

昭和51年４月より、脱水ケーキでの農地還元を開始

し、昭和54年に汚泥乾燥機を導入し、乾燥汚泥（顆粒

状で含水率約20％）の状態にして、「北広島市乾燥お

でい農地利用組合」に加盟する地元農家（主に畑作農

家）に、農地利用を実施しています。

平成21年度に発生した乾燥汚泥は、628tで、農地に

562t、公園などの公共施設に８t、春先には、18kg入

りの袋詰めにして、58tを市民還元しています。

また、発生する消化ガスについては、全量を消化タ

ンクの加温用と汚泥乾燥機の燃料として利用していま

すが、重油も併用して使用しており、年間約130klの

重油使用量が発生しています。

北広島市の乾燥汚泥は、昭和54年６月に特殊肥料登

録を行い、肥料取締法の改正に伴い平成12年10月から

普通肥料として登録を行っています。乾燥汚泥の有害

物質の含有量（表－2）および肥効成分含有量（表－

3）は下記のとおりです。

表－2 有害物質含有量 （平成21年度平均値）

表－3 肥効成分含有量 （平成21年度平均値）
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水処理センター施設を利用できないか、また、し

尿・浄化槽汚泥の処理についても、MICS事業を

活用できないか等の検討を行い、下水処理センタ

ーで生ごみと、し尿・浄化槽汚泥を受入れて、一

括処理を実施してコスト縮減と環境への配慮を両

立させ本事業を実施することとなった。

（2）事業概要

〈事業概要〉

本市では、「北広島市・バイオマスエネルギー推進

プラン」、「北広島地域循環型社会形成推進計画」を策

定し、下水汚泥をはじめとする地域のバイオマス５種

類を、既存の下水処理センターを利用して一括混合処

理する取組みを行い、平成23年度から生ごみ、平成25

年度からし尿・浄化槽汚泥等を受入れる計画です。

受入れに必要となるバイオマス混合調整施設を新た

に下水処理センター敷地内に建設し、下水汚泥、農業

集落排水汚泥、し尿、浄化槽汚泥と家庭系及び事業系

の生ごみを集約混合処理する。消化タンク以降の施設

については、下水処理センターの既存施設を利用して

処理する。処理の過程で発生する消化ガスは、消火タ

ンクの加温や乾燥機の燃料として場内で全量有効活用

し、発生する汚泥は緑農地利用を基本として、地域で

肥料として有効利用を図る。

このことにより、循環型社会の形成や地球温暖化対

策に寄与する。

〈施設概要（設備概要）〉

本市が整備を行うバイオマス混合調整施設の概要は

次のとおりです。消化タンク以後の施設については、

既存の処理施設を利用するが、し尿、浄化槽汚泥等受

入に向けて消化タンクを増設する。

１）受入・前処理設備、汚泥調整設備

生ごみは、受入ホッパーで破袋後、破砕分別機で

破砕、分別を行いビニール袋やプラスチック等の発

３．本市における複数のバイオマス利用の取り
組み

（1）事業背景

①北広島市最終処分場の埋立て容量の逼迫

ごみ処理については、埋立て処分を行っており、

現在の最終処分場は、平成23年度から、可燃ごみ

を広域にて焼却処理する予定で整備された最終処

分場で、使用期間は、平成19年度から平成33年度

までの15年間を計画していた。しかし焼却施設の

供用開始の時期が延期となったことから、このま

ま現状の埋立て処分の状況を続けると、平成25年

度中には、埋立て容量を越える可能性が出てきた。

このようなことから、平成20年10月から、家庭

ごみの有料化（生ごみを含む普通ごみは有料、ビ

ン・缶・ペットボトル、プラスチック製容器包装、

紙製容器包装等の資源ごみは無料）を実施して、

ごみ排出量の抑制を図ると共に、それに加えて、

普通ごみに重量比で約４割含まれている生ごみに

ついて、新たに中間処理施設を建設して別途処理

を行うことにより、埋立て量の抑制を計画してい

た。

②道央地区し尿処理場の老朽化

し尿・浄化槽汚泥については、近隣の１市３町

（北広島市、長沼町、南幌町、由仁町）で道央地

区環境衛生組合を組織して広域処理を実施してい

るが、現行施設は、昭和52年の供用開始以来32年

が経過し、老朽化が進んでおり、施設の更新が課

題となっていたが、施設更新を行なうに際して、

し尿処理場単体での補助制度が無く、また構成市

町の財政状況も厳しく、処理経費の削減が求めら

れている状況にあった。

以上のような経緯のもと、生ごみ処理について

は、生ごみ単独の処理施設を建設するよりも、ご

みの受入れ施設以外は同様の機能を持つ既存の下

表－4 計画受入れ量
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酵不適物を除去し、生ごみ混合調質槽で下水汚泥と

混合・滞留させて均質化し、混合槽に投入する。

し尿・浄化槽汚泥等は、スクリーン等で発酵不適

物の除去を行い、浄化槽汚泥等混合調質槽に送られ

下水汚泥と混合し均質化したのち、混合槽に投入す

る。

２）消化設備

消化設備以後の施設については、既存の下水処理

センター施設を利用する。

前処理後の各対象物は混合槽で混合、均質化し、

消化タンクに投入する。消化タンクでは、タンク内

の汚泥を循環させ、37°～38℃に加温して中温消化

によりバイオガスを発生させる。

３）ガス貯留設備

発生したバイオガスは、脱硫設備で硫化水素を除

去し、ガスホルダーで一時貯留し、消化タンクを加

温するための蒸気ボイラーの燃料として、また、乾

燥機の燃料として全量利用する。

４）汚泥脱水設備

消化タンクから引き抜いた消化汚泥に凝集剤を添

加して、汚泥の水分を83％程度にしぼり、乾燥しや

すくする。

５）汚泥乾燥設備

汚泥の緑農地還元を進めるために導入した設備

で、脱水した汚泥に熱風を30分程度あてて、含水率

を約20％程度までに乾燥させ、汚泥を顆粒状にする

ことにより畑への散布を容易にしている。

また、市民や公園等に還元するため、製袋機によ

り袋詰めも行っている。

〈施設建設計画〉

本施設は、平成23年度からの生ごみ受入を目指し、

第１期工事として、平成21年度～平成22年度の２ヶ年

でバイオマス混合調整施設の実施設計、土木・建築工

事および機械・電気設備工事、余剰ガス燃焼装置新設

工事を実施している。

また、第２期工事として平成23年度～平成24年度に、

し尿・浄化槽汚泥等受入のための機械･電気設備工事

と消化タンクの増設工事を実施し、平成25年度から、

し尿・浄化槽汚泥等を受入れる予定です。

（3）事業効果

〈コスト縮減効果〉

類似施設の一元化により、建設費を削減できる。

処理フロー図
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や貝殻類や卵の殻等）の混入をしないように、市民

に周知することが必要で、平成22年６月から市内で

モデル地区を設定して生ごみ分別回収テストを実施

し、その結果も踏まえて生ごみ分別について、10月

から説明会を実施して周知を図る。

２）下水処理センターにおける新たな運転手法の確立

生ごみやし尿・浄化槽汚泥等の受入れに伴う、安

定的な運転手法の確立が必要。

３）汚泥の肥料登録と農地利用

現在は下水汚泥肥料として普通肥料登録を行って

いるが、生ごみやし尿・浄化槽汚泥受入れ後の汚泥

の性状変化に対応するため、成分分析や植害試験、

汚泥施用試験等を通して、肥料登録の変更と乾燥汚

泥利用者への充分な説明が必要です。また、発生汚

泥量の増加に伴う、新たな利用先の確保が必要とな

る。

また、維持管理費については、施設管理を集約化す

ることによる人件費の削減等が見込まれると共に、発

生する消化ガスを下水処理センターで利用することに

より、年間約180klの重油使用量の削減につながり、

約1,170万円に相当する。

〈環境的効果〉

重油を消化ガスに置き換えることから、CO2の発生

量が年間約490ｔ削減され、併せて、生ごみが最終処

分場で埋立処理されなくなる事から、最終処分場で発

生するメタンガスが年間約180ｔ削減される。

（4）今後の課題・展望

〈課　題〉

１）生ごみ分別収集の市民周知

受入れ不適物（金属片やプラスチック片等の異物
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１．はじめに

苫小牧市の下水道事業は、昭和27年に事業認可を取

得して以来、今年で58年経過する。本市の下水汚泥の

処理処分は、事業開始以来発生汚泥の全量を緑農地利

用してきた。

現在の本市下水道事業の状況としては、市内に高砂、

西町、勇払の３箇所の下水処理センターを有しており、

下水道処理人口普及率は98.8％と道内でも高い普及率

となっている。

汚泥処理は、西町下水処理センターで集約処理して

おり、高砂下水処理センターからはポンプにより初沈

汚泥を西町下水処理センターへ圧送し、また勇払下水

処理センターからは、バキューム車により濃縮汚泥を

運搬している。最終的に遠心脱水された汚泥は、主は

緑農地へ肥料として利用され、その他はコンポストや

セメント原料等の利用で、年間約8,000ｔ（含水率

78％）発生する脱水汚泥は、100％有効利用されてい

る。

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

苫小牧市の下水汚泥有効利用の
取り組みについて

苫小牧市上下水道部下水道計画課計画係

主査　　成田　　晃

キーワード：緑農地利用、コンポスト、廃菌床、みずみち棒、消化ガス発電

解　　説

特集：第23回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

２．汚泥処理処分の経緯と現状

（1）汚泥処理処分の経緯

本市の汚泥処理は、道内で最初の簡易処理の下水処

理場として、昭和34年に運転開始した高砂下水処理セ

ンターの汚泥処理が最初であった。当時は、嫌気性消

化による処理後、場内敷地内で天日乾燥床によって汚

泥を乾燥させていた。その後、昭和43年に本市第２の

下水処理場である西町下水処理センターが運転開始

し、昭和50年から同センターにおいて経済性及び効率

性を図るため、集約処理を行っている。主要な汚泥処

理処分の経緯は表-1のとおりである。

また、市内東部の勇払・沼ノ端地区の発展に伴い第

３番目の勇払下水処理センターが昭和53年に供用開始

した。同センターは、運転開始当時はオキシデーショ

ンディッチ法により処理し、汚泥処理は重力濃縮まで

行い、バキューム車により西町下水処理センターまで

運搬していた。現在は、同センターの水処理方式は標

準活性汚泥法となったが、重力濃縮後バキューム車に

よって運搬し西町下水処理センターで集約処理してい

る（図-1参照）。
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表-1 汚泥処理処分の経緯

図-1 本市の下水道処理区と主要施設の位置図
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（2）汚泥処理の現状

本市の汚泥処理は、図-2に示すとおり西町下水処理

センターで集約処理している。西町下水処理センター

へ集約された汚泥は、汚泥調整槽へ流入し、その後、

嫌気性消化―遠心脱水され、最終的に脱水汚泥として

利用先へトラック輸送している。現在の主な汚泥処理

施設の仕様と運転状況は、表-2のとおりである。最終

的に排出される脱水汚泥は、近年は年間約8,000ｔで

推移している。

（3）脱水汚泥発生量の現状

図-3に近年の脱水汚泥の利用量の推移を示す。平成

10年までは、脱水汚泥量が13,000ｔ/年を超えていた

が、平成11年に高効率型遠心脱水機の導入により、

10,000ｔ/年以下まで減量された。

また、平成12、13年度に濃縮槽汚泥掻寄機の更新工

事に合わせ、“みずみち棒”を導入したことで汚泥の

濃縮性が向上し、平成14年度からの脱水汚泥量が減少

している。

図-2. 汚泥処理工程のフロー図

表-2 主な汚泥処理施設の仕様と運転状況
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一方、汚泥の利用先としては、全量緑農地利用とし

ていたが、汚泥処分のリスク分散の観点から、平成13

年度よりコンポスト化を始め、また、平成14年度から

セメント原料化及び民間施設による肥料化も併せて行

ってきた。

３．現在の主な汚泥有効利用状況

（1）緑農地利用

本市の脱水汚泥は、従来から肥料として緑農地利用

を進めてきた。本市東部地区及び周辺の町では家畜や

畑作が行われており、脱水汚泥の肥料効果が利用者に

認められてきた経緯がある。図-4に平成21年度の脱水

汚泥の利用先の割合を示す。現在でも脱水汚泥の約半

数以上は緑農地利用であり、主要な利用先である。脱

水汚泥は、本市及び近隣町の農家で結成する「苫小牧

市汚泥利用組合」に肥料として無償で利用されている。

本市の下水道は、基本的に一般家庭からの汚水で工

場排水を受け入れていないこともあり、表-3に示すよ

うに、脱水汚泥中の重金属類の濃度が年間通して安定

しており、また、肥料取締法の普通肥料に係る基準を

満たしている。

図-3 近年の脱水汚泥発生量の推移

表-3 脱水汚泥の成分と肥料取締法の基準値（乾物当）

図-4 平成21 年度における脱水汚泥利用先の割合



Vol. 35 No. 131 2011/4 再生と利用

（ 52 ）

写真-1 廃菌床（きのこ）

図-5 コンポスト製造工程のフロー

（2）コンポスト化

全量緑農地利用していた脱水汚泥は、将来に渡って

安定的な汚泥処理処分を目指し、平成13年度からコン

ポスト事業を開始した。コンポストの製造には臭気を

伴うため、市郊外の東部工場地域に位置する勇払下水

処理センターの敷地内で行われている。現在は、コン

ポスト棟２棟で、年間約2,000ｔの脱水汚泥（含水率

78％）を原料としてコンポスト化し、年間約600ｔ-

DSの製品を製造・販売している。

コンポストは、図-5に示す工程により製造されてい

る。西町下水処理センターから運搬された脱水汚泥は、

コンポストヤードに搬入され、副資材（写真-1）を混

合し、自走切返し機（トップターン）（写真-2）によ

り切返し、１棟に３パイルを作りコンポスト化される。

運転開始当初は、副資材を加えず行っていたが、冬

期の気温低下により発酵に多くの日数を要していた。

現在では、副資材として市内のきのこ製造工場から購

入した廃菌床を、脱水汚泥９に対して１の割合（体積

写真-2 自走式切返機による切り返し状況
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比）で混合し、発酵温度も安定し一次発酵で65度以上

となっている。発酵日数は一次発酵で約15日、二次発

酵で約45日の計約60日の製造日数を要し、予定の製造

量を確保している。

コンポストの主要成分は表-4に示すように、窒素、

リン酸成分が豊富であり、家庭園芸用として「土有夢」

という商品名で主に一般市民向けに販売されている。

コンポストの価格は、袋売りとバラ売り（写真-3）

の２通りで、袋売りは100円/袋（１袋＝14kg）、バラ

売りは1,000円/トンとしている。袋売り分は、年間約

30,000袋製造しており、季節により需要の変動はある

ものの完売している。

４．汚泥処理工程の改善と消化ガスの有効利用

（1）みずみち棒を用いた重力濃縮槽の改善

本市の汚泥は従前から全量緑農地に利用していたた

め、汚泥処分費は脱水汚泥量により大きく依存してい

た。このため、維持管理上の工夫などで汚泥処理工程

の見直しをしてきた。特に近年、分流化の普及等流入

水質の変化に伴い、重力濃縮汚泥濃度が低下し汚泥処

理処分量の増加が汚泥処理費を増大させていたことが

懸案であった。

平成12年度に西町下水処理センター内の重力濃縮槽

の汚泥掻寄機更新に併せ、土木研究所から紹介を受け

た「みずみち棒を用いた重力濃縮技術」を導入した。

この技術は、図-6に示すように、汚泥掻寄機に“みず

みち棒”を取付け、低速で回転させることで、汚泥を

高濃度化させるものである。

当時は実機での例がなかったため、（独）土木研究

所の技術指導を受けながら、共同で構造や維持管理上

のノウハウを見出した。その結果は表-5のとおりであ

る。導入以来約10年経過したが、導入前と比べ濃縮汚

泥濃度が向上し、それに伴う維持管理費が年約2,000

万円縮減された。尚、本技術は、（独）土木研究所、

本市及び枝幸町の共同で、平成17年度に国土開発技術

（優秀賞）、同年第１回ものづくり日本大賞を受賞した。

また、平成22年度から本市勇払下水処理センター内

の重力濃縮槽にも導入し運転開始している（写真-4）。

運転開始後は汚泥掻寄機の回転数等の最適条件を見出

し、現在の運転状況としては、表-6に示すとおり既存

の従来型汚泥掻寄機と比べ、濃縮汚泥濃度が平均で約

0.5%向上し、“みずみち棒”の効果を得ている。

写真-3 コンポスト「土有夢」

表-4 コンポストの成分値（乾物当）

図-6 みずみち棒を取付けた重力濃縮槽



（2）消化ガス発電

本市の消化ガス発電は、昭和56年度に非常用発電と

して、出力400kWのドイツ製ガス発電機を導入した

のが最初である。以来平成12年まで使用していたが、

老朽化に伴う維持管理費の増加や交換部品が調達でき

なくなったことなどを理由に廃止した。

その後、消化ガスはウェストバーナーで焼却してい

たが、全庁的な環境に対する取り組みや省エネルギー

の観点から、消化ガスの有効利用の検討を行っていた。

その結果、下水処理センターの購入電力費の削減と

CO2排出量の削減を目指し、出力80kWのデュアルフ

ュエル式のガス発電機を平成17年度と平成18年度の2

箇年で５台導入した（写真-5）。

図-7は西町下水処理センターの消化ガス発電機の仕

様とフローである。今回導入した発電機は、大きな出

力の機種を１台所有するのではなく、小さな出力の機

種を複数台導入した。これは、定期点検時や季節によ

るガス発生量の変動に併せ柔軟に運転できるメリット

があるからである。また、消化ガス中に含まれるシロ

キサンを除去するため、活性炭によるシロキサン除去

装置を設置した（写真-6）。

運転状況は、現在では導入から６年が経過するが、

年間約1,200万円の購入電力の削減をもたらした。ま

た、“みずみち棒を用いた重力濃縮の改善”に伴い濃
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表-5 西町下水処理センターにおけるみずみち棒導入前後の効果比較

写真-4 勇払下水処理センターのみずみち棒

表-6 勇払下水処理センターにおけるみずみち棒導入
効果

写真-5 消化ガス発電機の外観

火力発電所

原子力発電所

風力発電所

その他の発電所

ガス灯

濃縮タンク

消化タンク

消化ガス

消化ガス
消化ガス

管理棟

ボイラ

ボイラ

購入電力

施設内

自家発電電力　　400kW
（全量自家消費）

ガスホルダ
発電機1

発電機2

発電機3

発電機4

発電機5

ガスエンジン式常用発電機　80kW×5台

ガス発電設備

図-7 消化ガス発電機のフロー
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縮汚泥が高濃度化した結果、図-8に示すように消化ガ

ス発生量が１割程度増加し、ボイラーの燃料やガス発

電に貢献している。

５．現状の課題と今後の取り組み

現在のところ、本市における汚泥処理処分は、発生

汚泥量の半分以上が緑農地利用となっており、利用農

家数や利用量に依存している。現在利用している農家

は、古くから利用していただいている農家で、下水汚

泥の肥料効果や改善点等を十分理解して利用していた

だいている。これは、利用者と排出者の長年築き上げ

た信頼関係により、継続的に利用されていると思われ

る。

一方で、脱水汚泥はその取り扱い性や臭気等問題が

少ないわけではない。さらに、近年少子高齢化や農家

数の減少など緑農地利用する上で課題も多い。

そこで、現在本市の汚泥を利用している農家に対し

て、脱水汚泥の利用に関するアンケート調査を行った。

その結果は図-9に示すとおり、汚泥の肥料としての満

足度は概ね良好であったが、後継者については、6割

が「未定」または「無」という結果であった。この結

果だけでは把握できない部分もあるが、現時点では、

脱水汚泥の利用に関して将来的には先細る可能性があ

る結果となった。

以上のことを踏まえ、平成21年度から有識者、汚泥

利用農家及び下水処理の経験者をメンバーとした「下

水汚泥利用促進検討委員会」を組織し、将来的な汚泥

利用方法や下水汚泥の処理処分について、現状分析や

課題の抽出等を中心に議論しているところである。内

容としては、下水汚泥の肥料価値としての側面や燃料

としての側面とに分けて議論されている。特に、燃料

化は大都市に有利になりがちであるが、中小規模でも

成り立ちかつ地元の地域性を生かした枠組みを形成で

きないか検討している。

今後は更に議論を深め、将来的な本市の汚泥有効利

用の方向性を示す予定である。

６．おわりに

本市の下水処理センターで最も古い施設は50年を超

え、今後は土木施設の改築更新の時期を迎える。この

間、当初の計画時と現在とでは人口減少時代を迎える

など、大きく社会背景が異なってきている。このため、

今後の施設再構築計画を策定する際には、既存施設の

在り方を含め抜本的に見直す時期に来ている。特に下

水処理センター内の汚泥処理施設は、施設再構築にお

いて大きな割合を占めるため、汚泥処理処分方法の確

立が求められる。

今後は、下水汚泥の持つ豊富なポテンシャルを活用

するという役割と、本来の安定的な下水汚泥の処理処

分という重要な役割とを両立させ、安定的でかつ地域

特性を生かした汚泥処理処分方法を早急に見出してい

きたい。

写真-6 シロキサン除去装置 図-8 消化ガス発生量の推移

図-9 脱水汚泥の利用に関するアンケート結果
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１．はじめに

本市は、平成８年４月に「中核市」に移行し、市域

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

金沢市における下水汚泥有効利用の
取り組みについて

金沢市企業局建設部建設課

課長　　　　羽土　明範
事業担当　　村田　康裕

キーワード：混焼、消化ガス、都市ガス、下水汚泥焼却灰、アスファルトフィラー

解　　説

特集：第23回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

面積467.77km2、行政人口44万4,125人を有する、石川

県の県都であり、北陸地方の政治、経済、文化の中枢

都市である。藩政時代から加賀百万石の城下町として

栄え、「兼六園」をはじめ武家屋敷などその面影を今

図１　金沢市の下水道
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に残しており、古くから伝統工芸等の文化の香り高い

都市として知られている。一方、金沢駅から繁華街ま

での中心部の再開発を進める中で、金沢の玄関口にふ

さわしい「もてなしドーム」と名づけた広場や「21世

紀美術館」が近代的都市景観を構成している。市内に

は犀川、浅野川の清流が流れ、扇状地の地形が広がっ

ており、旧市街地からは55もの用水が縦横に流れ、加

賀平野に豊富な農業用水を供給しながら、日本海に注

いでいる。豊かな自然と伝統文化を基盤にして「いい

ね　金沢」のもとに、きらりとひかる世界都市を目指

している。

２　下水道事業の概要

本市の下水道事業は、昭和37年に市の中心部である

図２　汚泥処理処分フロー

金沢駅から香林坊・片町に至る336haの地区を対象と

して浅野処理区（合流式）の整備に着手した。下水道

整備を市の最重点施策として位置づけ積極的な事業展

開を行い、平成27年度の事業概成を目標に５処理区で

整備を進めており、平成21年度末人口普及率は94.5％

となっている。市内中心部の汚水管の整備はほぼ完成

に近づき、今後は、郊外部の整備を促進させるととも

に、改築更新や耐震化事業も計画的に進める予定であ

る。また、環境基準達成のための高度処理の導入や、

緊急合流改善、近年、地球温暖化によるゲリラ的集中

豪雨に対する雨水対策も必要性を増してきている。

市内の主要な下水処理施設の汚泥処理処分フローを

図２に示す。消化ガスは、焼却炉の燃料や都市ガスと

して利用し、また、下水汚泥焼却灰の一部は、アスフ

ァルトフィラーとして利用している。



３ 西部水質管理センターにおける下水汚泥と
都市ゴミとの混焼

西部水質管理センターは、西部クリーンセンター

（清掃工場）および西部衛生センター（し尿処理施設）

の隣接地で、昭和55年から稼働している。図３に処理

施設フロー図を示すが、建設当初から、３処理施設を

一体として捉えた環境衛生施設の位置付けがなされ、

下水汚泥は清掃工場にてゴミと混焼されているほか、

ゴミ焼却熱を利用した自家発電を行い、水質管理セン

ターや衛生センターに電力を供給している。

下水汚泥は、当初、トラックでゴミピットと同一箇

所にある汚泥ピットに搬送していたが、ゴミ量の増加

や、汚泥投入がクレーンによる手動運転のため、汚泥

投入量が限られ、全量を混焼できない等の問題が発生

してきた。そこで、下水汚泥の全量混焼を目的とした

施設計画を研究し、焼却炉へ直接投入するための汚泥

パイプ輸送システムの実験を重ねたところ、実用化の

目途が立ち、平成３年、アイデア下水道の認定を受け、

基本設計に着手し、平成８年度からパイプ輸送により

全量混焼を行い、現在に至っている。

現在、西部クリーンセンターは、焼却炉の老朽化に

伴い、敷地内に新工場を建設している。既に市内３下

水処理場の消化汚泥を集約し焼却する共同施設はある

ものの、西部水質管理センターでは、汚泥消化設備を

設置する敷地の余裕がないこと、消化していない汚泥
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をトラック輸送することになり、臭気対策が必要とな

ること、下水処理、ゴミ処理、し尿処理の３処理施設

が有機的に連携していることにより、ゴミと下水汚泥

の混焼を継続する予定である。

４ 臨海水質管理センターにおける下水汚泥消
化ガスの都市ガス利用

臨海水質管理センターでは、平成12年度から消化タ

ンクの供用を開始した。発生する消化ガスの３割は、

汚泥の加温用燃料として消費することができたが、残

りの７割は、余剰ガスとして燃焼処分していた。

平成14年度には、NEDOの補助を受け「金沢市臨海

水質管理センター消化ガス有効利用事業化調査」に着

手し、学識経験者を交えた「金沢市新エネルギー導入

可能性調査委員会」を設立した。委員会の中ではガス

エンジンや燃料電池による発電が候補に挙がったが、

「金沢市としての独自性」、「金沢らしさ」を追求すべ

く様々な角度から検討を加えた結果、臨海水質管理セ

ンターに隣接している港エネルギーセンター（市営都

市ガス工場）へ都市ガスに近い成分まで精製して都市

ガスの原料として供給する事業が経済性及び有益性の

点において最も適しているとの結論に達し、北海道北

見市、新潟県長岡市に次いで全国で３番目の消化ガス

による都市ガス供給事業の事業化が決定された。

都市ガス製造システムフローを図４に示す。消化タ

ンクで発生した消化ガスは、一旦ガスタンクに貯留さ

図３　処理施設フロー図
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れ、その後、二酸化炭素は水に溶けやすく、メタンは

水に溶けにくいという性質を応用した「気液接触法」

と呼ばれる方法により、精製される。この方法の最大

の利点は、二酸化炭素を吸収させる水として豊富にあ

る下水の処理水を利用できる点にある。精製された消

化ガスにプロパンガスを添加し、必要な熱量まで増熱

後、港エネルギーセンターに供給している。

現在、稼働している消化ガスタンクは、容量

3,800m3の１次消化タンクが２基、また、都市ガス製

造プラントの都市ガス製造能力は100ｍＮ3/ｈである。

平成21年度の消化ガスを用いた都市ガス製造量は、

約42万m3であり、本市全体の都市ガス製造量の約

１％を賄ったことになる。

下水事業者にとっては、余剰ガス燃焼を抑制し年間

840ｔのCO2を削減でき、ガス事業者にとっては、原

料購入量を年間約1,700世帯分、節約したことになる。

本市において、消化ガスを都市ガスに利用できた理

由は、ガス工場である港エネルギーセンターと下水処

理施設である臨海水質管理センターが隣接していたこ

と、ガス事業と下水事業を企業局という同一組織で行

っていること、下水汚泥は品質が安定していることが

挙げられると考えている。

５ 下水汚泥焼却灰のアスファルトフィラー利用

（1）経緯

本市では、汚泥減量化のため、平成12年度に県と共

同で城北水質管理センター内に汚泥共同処理施設であ

図５　キレート剤による重金属の処理

図４　都市ガス製造システムフロー



る焼却炉を稼働させ、城北および臨海水質管理センタ

ーと、流域下水道である犀川左岸浄化センターから発

生する下水汚泥を焼却処理後、埋立処分していた。し

かし、新たな処分場建設にも限界があることから、既

存処分場の延命化対策として、焼却灰の有効利用が、

焼却炉稼働当初から検討された。このなかで、汚泥焼

却灰がアスファルトフィラーに近い性質を持つものと

して、アスファルトフィラーの代替品利用に向けた調

査に着手し、平成16年度末に、実用化に目途が立った

ことから、平成17年度に試験舗装を２箇所で実施し、

現在、市道全域で、焼却灰入りアスファルト合材を利

用している。

アスファルトフィラーへの開発課題は、一つは、土

壌環境基準を満足することであった。土壌環境基準は

26項目の基準が定められているが、焼却灰は、このう

ち、ヒ素、セレン、フッ素、ホウ素の４項目について、

基準値を超えることがある。焼却灰を混合したアスフ

ァルト合材は、一般道路で使用されることから、焼却
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灰単体で環境基準を満足することにより安全性を確保

する方針であったため、基準達成が課題となった。ま

た、アスファルトフィラーとしての性能の確保も求め

られると同時に、焼却灰は産業廃棄物であるため、そ

の処理の許可を必要とされた。

一方、民間企業においても、焼却灰の有効利用につ

いて研究する企業が現れ、重金属の溶出を抑制するキ

レート処理技術を確立し、中間処理業と運搬業の許可

を取ったことで、実用化に目途が立った。

キレートの語源は、カニのハサミである。図５に示

すように、キレート剤は、カニのハサミのような構造

であり、そのハサミの中に重金属等を取り込んで結合

し不溶性となる。また、キレート処理は、キレート剤

に併せて、高炉セメント、生石灰を焼却灰と混合し、

これらが化学反応する際、被膜を形成し、重金属を閉

じ込め不溶化されるものである。

焼却灰について、埋立場への処分費はトン当たり

20,910円、キレート処理委託は、トン当たり19,740円

図６　焼却灰処理フロー

表１　原灰と処理灰の溶出試験結果
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で、1,170円のコスト縮減となっている。１年間では

約1,000ｔの発生量であることから、１年間で約100万

円のコスト縮減となっており、また、CO2の発生量の

削減や埋立場容量の節減に役立っている。

平成21年度の焼却灰発生量は約1,200トン、処理場

の改築工事の関係で、21年度後半から22年度の初めに

かけての約半年間は、キレート処理委託を一時停止し

ており、期待したほどの処理は進まなかったが、平成

20年度は、約19％の処理を実施した。

（2）処理フロー

図６に焼却灰の処理フローを示す。下水処理場から

発生した焼却灰（煤じん）は、中間処理施設に搬送さ

れ、キレート処理を施され、アスファルトフィラーの

代替品として生まれ変わる。その後、アスファルトプ

ラントでアスファルト合材に混合され、道路工事現場

に運ばれる。

キレート処理された焼却灰は、100％アスファルト

フィラーの代替となるものではなく、アスファルト合

材の品質を確保するためには、アスファルトフィラー

のうち30％以内の使用割合となる。

表１のようにキレート処理前の焼却灰（以下、「原

灰」）では、ヒ素、セレン、フッ素、ホウ素が土壌環

境基準値を超えることがある。そこで、月に１度、原

灰は埋立基準を、また、キレート処理後の焼却灰（以

下、「処理灰」）は土壌環境基準を満足していることを

確認している。これまで、処理灰は、土壌環境基準を

満足している。

（3）各種試験

アスファルト舗装材は、耐候性や耐摩耗性など、厳

しい環境下での使用が考えられることから、紫外線に

よる暴露調査、粉塵に対する安全性を調査を行った。

また、中間処理業者は、下水道事業団との共同研究に

より、耐酸性、耐アルカリ性等の試験を行っている。

表２に各種試験の概要を示す。紫外線による暴露調

査は、処理灰、処理灰入りアスファルト合材（密粒

13F）で製作した供試体、処理灰を混合していないア

スファルト合材（密粒13F）で製作した供試体に、試

験機内で紫外線を100時間及び200時間、照射し、溶出

試験及び含有量試験を行ったものである。

また、粉塵に対する安全性調査は、ラベリング試験

機を使用し、処理灰入りアスファルト合材（密粒13F）

で製作した供試体から発生する粉塵を採取し、溶出試

験及び含有量試験を行った。

溶出試験及び含有量試験の分析項目は、カドミウム、

シアン、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、セレン、フ

ッ素、ホウ素の９項目としたが、いずれも、基準値を

満足するものとなっている。

また、舗設後の追跡調査として、平成17年度に試験

舗装を実施した区間において、コア採取し、溶出試験

を実施している。これまで毎年度１回、計５回の試験

を実施したが、基準値を満足している。

溶出試験に合わせて、舗装性能試験も行っている。

MCI（維持管理指数）による評価を行っているが、良

好な状態が保たれていると考えている。

４．今後について

下水道事業は循環型社会の象徴であり、本市でも、

これまで下水汚泥資源の有効利用は、熱エネルギー

（気体利用）、建設資材代替（固体利用）として、

100％利用を目標に進めている。

近年の地球温暖化対策としてもバイオマス資源であ

る下水汚泥の有効利用は、化石エネルギーを使用せず、

CO2削減に寄与するものである。

焼却灰の今後の利用拡大に向けて、需要に応じた安

定的な供給と品質の確保を目指すとともに、アスファ

ルトフィラー以外での有効利用を見出すことが必要と

なっているが、「循環型社会の構築」として下水道資

源の利活用を今後も積極的に進めて行きたいと考えて

いる。

表２　各種試験概要

１　促進耐候性試験（紫外線暴露試験）

（１）試験対象
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（「表２　各種試験概要」の続き）

（２）試験結果

①溶出試験

②含有量試験
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（「表２　各種試験概要」の続き）

２　粉塵に対する安全性調査（ラベリング試験）

（１）試験対象

処理灰入りアスファルト合材（密粒13F）

（２）試験結果

３　試験舗装

（１）試験箇所

①金沢市Ａ町地内　Ｈ17．５下旬施工　Ｌ交通

②金沢市Ｂ町地内　Ｈ17．５下旬～Ｈ17．６上旬施工　Ｃ交通

（２）溶出試験結果

試験箇所①
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（「表２　各種試験概要」の続き）

試験箇所②
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１．はじめに

珠洲市は能登半島の先端に位置し、三方が海に囲ま

れ、海岸線の大半が能登半島国定公園の指定を受けて

いる等、豊かな自然に恵まれた風光明媚な所である。

本市の人口は、平成22年３月末現在で17,560人であり、

沿岸漁業に代表される一次産業や観光産業が盛んであ

るが半島振興、過疎の指定を受けている。

本市は、生活排水処理事業として公共下水道事業、

農業集落排水事業、合併処理浄化槽整備事業を進めて

いる。公共下水道事業では、珠洲及び宝立処理区の２

処理区を有し、平成21年度現在では表1-1のとおりで

ある。

２．導入の目的・経緯

本施設の導入にあたっては、本市がこれまで抱えて

いた大きな課題を包括的に解決すると同時に、良好な

地域循環型社会形成の推進、地球温暖化防止へ寄与で

きるといったコスト縮減、環境配慮を両立させる処理

方式を模索した結果、本施設の導入に至った。

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

複合バイオマスメタン
発酵施設の導入

珠洲市生活環境課　主幹　　美谷　喜久雄

キーワード：資源循環、環境配慮、自然と共生

解　　説

特集：第23回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

■課題１

本市は小都市であるが、大都市同様、下水汚泥、し

尿・浄化槽汚泥、生ごみ等を別々の施設で処理するた

め、以前から処理費用の高さが課題であった。

また、下水道整備の拡大に伴い発生汚泥量が増加す

る一方で汚泥処分地の確保が難しくなっており、処分

費も高騰していた。

図1-1 珠洲市位置図
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■課題２

し尿・浄化槽汚泥等は隣町と共同で事務組合を設立

して処理していたが、町村合併に伴い組合が解散、市

単独で処理しなければならなかった。

また、既存のし尿処理施設は他町内に設置されてい

る上、建設から20年以上経過して老朽化が進み、施設

の更新が必要であった。

■課題３

京都議定書の締結により温室効果ガス排出量の削減

目標達成に向けた取組みが必要とされていたこと、下

水道ビジョン2100の基本方針の１つである「資源のみ

ち」では、バイオマスエネルギーの利用が施策展開と

して掲げられていた。

３．事業概要

（１）事業概要

本市では「珠洲市・バイオマスエネルギー推進プラ

ン」と銘打ち、下水汚泥をはじめとする地域のバイオ

マス５種類を一括混合処理する『複合バイオマスメタ

ン発酵施設』の取組みを行い、平成19年８月より施設

の本格稼動を開始した。

本施設は下水道処理場内に設置され、下水汚泥、農

業集落排水汚泥、浄化槽汚泥、し尿といった生活排水

処理に由来する汚泥類に加え、市内のスーパー、宿泊

施設等から発生する生ごみ等の事業系廃棄物を集約混

合処理するものである。

表1-1 公共下水道事業の概要

図1-2 生活排水処理事業計画区域図
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処理の過程で発生するバイオガスはエネルギーとし

て場内で全量有効活用し、処理残物である消化汚泥を

乾燥・肥料化して緑農地還元するという資源の循環シ

ステムを構築する取組みである。

（２）施設概要と事業区分

本施設は大きく５つの施設で構成され、処理フロー

は図3-2のとおりである。

各施設の建設にあたり適用された事業名は、図3-2

及び表3-1に示すとおりである。

図3-1 「珠洲市・バイオマスエネルギー推進プラン」

図3-2 処理フローと事業区分

表3-1 事業区分
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①受入・前処理施設

し尿や浄化槽汚泥の受入・貯留、夾雑物除去、濃

縮処理や生ごみの破砕分別処理、可溶化処理等を行

う。生ごみは、破砕分別機により異物除去と生ごみ

の破砕処理を同時に行い、その後、可溶化槽へ移送。

可溶化槽では温水と混合、１日以上の滞留によりエ

マルジョン化の促進、流動性の向上を図る。

②メタン発酵施設

湿式中温メタン発酵（発酵温度37℃、必要滞留日

数19日以上）処理を行う。

③ガス利用施設

乾式脱硫装置、ガスホルダー等。発生したバイオ

ガスは脱硫後、ガスホルダーへ一旦貯留され、発酵

槽の加温や生ごみ可溶化用の温水製造、汚泥の乾燥

等、熱エネルギーとして場内利用される。

④汚泥処理施設

消化汚泥の脱水、乾燥処理を行う。含水率20％程

度に乾燥、造粒して肥料化する。

⑤脱臭施設

生物脱臭＋活性炭吸着により、臭気の処理を行う。

臭気発生源別に高、中、低濃度に区分して処理。

高,中濃度臭気は生物脱臭処理後、活性炭処理。低

濃度臭気は活性炭処理のみとしている。

（３）運転管理状況

平成19年８月の本格稼動から３年が経過するが、施

設は現在大きなトラブルもなく、順調に稼動している。

バイオマス処理量は、計画に対して概ね８割程度の

処理量となっているが、生ごみの搬入量が大きく減少

している。これは、当初に受入れを計画していた漁協

等からの魚アラが、民間肥料会社との競合が生じて本

施設へ搬入されなくなったことが大きく影響している

ためである。

平成19年度、20年度に実施した性能評価研究では、

目標とする性能を適切に発揮していることが確認され

ており、機能・性能面での妥当性は確保されている。

しかし、硫化水素濃度が大幅に高濃度化している等、

実用化研究及び施設計画時点で予測できなかった事象

も確認されている。

（４）事業費・財源内訳

本施設導入にあたって必要となった事業費及びその

財源内訳を表3-3に示す。

本事業の70％程度が国交省所管事業として位置付け

られ、残り30％が環境省所管事業として位置付けられ

た。

表3-2 施設運転状況
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また、交付金を含む国庫補助の割合は、事業費全体

の47％程度となっている。

本事業においては、一般財源からの充当は全体事業

費の５％程度になった。

（５）建設費・維持管理費

本施設の建設費及び維持管理費を表3-4に示す。

４．導入効果

（１）コスト削減効果

コスト面では、し尿･浄化槽汚泥等を個別の施設で

処理していた従来の処理・処分費用に比べて、年間

5,700万円程度の削減が図られた。汚泥は全て乾燥・

造粒し、肥料として市民へ配布されているため、肥料

の袋代が少々、流通コストとして発生するものの、処

分費は発生しない。

また、建設費では、本施設の処理量当りの建設費が

約24,100千円/tであるのに対し、類似施設である汚泥

再生センターの同規模程度の建設費は 56,500千円/tで

あり、大幅に削減されている。

（２）環境負荷削減効果

環境負荷削減効果では、処理施設の運転に伴い発生

する温室効果ガス排出量（二酸化炭素量に換算）を、

従来の処理に比べて年間2,370t程度の削減が図られた。

表3-3 事業費・財源内訳

表3-4 施設建設費・維持管理費
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これは、これまでの処理では汚泥類の持つエネル

ギー（バイオガス）を利活用せず、逆にエネルギーを

投入して処理を行ってきたことに対し、本施設の導入

により汚泥類の持つエネルギーの有効利用及び集約処

理による処理に必要となるエネルギーの効率的利用が

可能になったことが大きな要因と考えられる。

５．乾燥汚泥肥料“為五郎”

本施設で製造される乾燥汚泥肥料“為五郎”（写真

5-1参照）は、地域住民から好評を得ており、現在は

生産が追いつかず、予約制としている状況である。

“為五郎”は、市民からの公募により決定した名称

であり、市内で発生する“５”種類のバイオマスを利

用して、地域の“為”になるものができたという意味

を持っている。

“為五郎”の品質は、表5-1に示すとおり、普通肥

料としての公定規格はもちろん、有機質肥料としての

基準を満足するものである。

また、造粒することにより、利用者にとってはハン

ドリングが良いものとなった。

当初は、汚泥肥料ということで、肥料から発生する

臭い（主にアンモニア臭）の抑制という課題があった

が、運転管理委託業者の様々な試みの結果、これらの

臭気を抑制することができ、現状では臭いの問題は大

幅に改善されている。

これらの結果、本肥料の利用に当っては、利用者側

からの苦情等は一切発生していない。

市としても、肥料を使用する上での安全性、肥効性

を確認すべく、様々な作物を試験栽培してみた（写真

5-2参照）が、いづれにおいても有効性を確認するこ

とができた。

また、肥効成分・有害成分等の含有量及び溶出量の

試験を毎月実施し、品質管理を徹底するとともに、利

用者への説明責任を果すべく情報の管理・整理に努め

ている。

表4-1 処理・処分費削減状況

表4-2 温室効果ガス排出量削減状況
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６．今後の課題、展望

性能評価研究からは、集約したバイオマスからメタ

ンガスを生産し、それを利用して汚泥を乾燥肥料化す

る一連の処理システムの性能は正常に機能していると

認められた。

また、このような地域全体での資源循環利用の取組

みを進めたことを評価され、国土交通省「循環のみち

下水道賞」資源のみち部門を受賞することができた。

しかし、民間肥料会社との競合が生じて計画とおり

の生ごみ量が搬入されない、このことから、地域を限

定し分別の徹底を条件に一般家庭の生ゴミ受け入れも

検討している。

写真5-1 乾燥汚泥肥料“為五郎”

写真5-2 試験栽培状況
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バイオガス利用先のプロセス稼動状況によってはバ

イオガスが完全利用されない、といった運転管理上の

課題も確認されましたが、現在は改善されております。

また硫化水素が非常に高濃度化しており計画時点で予

測できなかった事も確認されており、今後の運転管理、

施設管理を通じて改善方策を検討していくこととして

いる。

また、昨今の厳しい財政状況の中、限られた予算の

中で長期的・安定的に施設の機能・性能等の保持、施

設の延命化、延いてはライフサイクルコストの最小化

を図ること見据え、日常の運転管理を通じて最適運転

方法の確立、設備・機器の管理・保全技術に関する研

鑽を積んでいく所存である。

写真6-1 珠洲市浄化センター全景

表5-1 “為五郎”品質（含有量）



Vol. 35 No. 131 2011/4 石川県の下水汚泥有効利用の取り組みについて

（ 73 ）

i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i

i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i

１．はじめに

本県の下水道事業は、昭和37年に金沢市が合流式で

着手し、その後、小松市、加賀市と順次着手し、平成

16年度に能登地区の旧富来町（現志賀町）を最終に、

県内全ての市町が下水道事業に着手している。

農業集落排水事業、合併処理浄化槽等を含む汚水処

理人口普及率は、平成21年度末で88.6％と全国平均値

85.7％を超えており、一部の市を除き市街地の下水道

整備は概成している。

今後は、中山間部や人口散在地域での生活排水処理

の整備が残っており、合併処理浄化槽を念頭に低コス

ト短期間で整備する手法を選定し整備を進めている。

しかしながら、県内各市町共、建設費用に要した下

水道債の返済や、終末処理場、管渠等の維持管理費、

又、汚泥処理処分費用等、各自治体の財政を圧迫して

いる。

特に、小泉行政改革の一環で、平成16年度から平成

17年度にかけて市町村合併が進み、41市町村が19市町

に減っており、１市町当たりの処理場数の多さや管渠

延長の長さから、維持管理費や起債の返済が多額とな

り、ますます財政を圧迫している。

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

石川県の下水汚泥有効利用の
取り組みについて

石川県環境部水環境創造課　課長　　泉　　秀昭

キーワード：　

解　　説

特集：第23回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii
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このことから、本県では建設費及び、維持管理費を

低減する措置として、

（1）下水道計画区域の未整備地区については、低コス

トで短期間に設置出来る手法を選定

（2）接続率の悪い市町については、極力接続率を向上

する努力を促すマニュアルを策定

（3）常に下水道経営意識を持ち、下水道料金の引き上

げを含めた経営感覚を持つ

（4）汚泥処理については、

ア、複数の処理場から発生する汚泥を、一つの処理

場で行う集合処理方式の計画を採用

イ、各種廃棄物（農業集落排水、生し尿、生ゴミ、

浄化槽汚泥）を集約し、それら廃棄物を有用物と

して利用する手法として、エネルギー化し、又乾

燥固形化し有効利用を図る

ウ、維持管理は、地元雇用を促すため、極力地元企

業を優先すること等を提案し、各市町を指導

以下に、全国に先駆けて行った新技術の汚泥処理計

画を記載していきたい。

２．汚泥処理処分計画について

本県は南北に細長く、行政人口は1,160千人と全国

の人口の約１％であり、金沢市近郊に約40％を超える

人口が住んでいる。そのため他の市町は、小規模で点

在している処理場が数多くあり、汚泥処理処分計画も

小規模処理場を念頭に行っている。

（１）河北郡広域汚泥処理処分計画

ア、移動式脱水車

河北郡は、津幡町、内灘町、かほく市（旧宇ノ

気町、旧七塚町、旧高松町）の１市２町からなり、

昭和62年度から広域汚泥対策協議会を設け、広域

的な観点から汚泥処理処分計画を協議してきた。

各下水処理場の供用開始も平成元年から平成３年

と近く、当初は汚泥発生量も少ないことから初期

投資を少なくする面でいろいろな方策（簡易脱水

処理、天日乾燥、し尿処理場に投入）を協議して

きた。

県内のある処理場に維持管理の実態を調査した

ところ、古い脱水機をトラックで輸送し、汚泥を

処理する状況に遭遇し、初期対策として脱水機を

トラックで輸送し巡回するシステムが最も効率的

と思い、当時の土木研究所に協議したところ、

「非常におもしろい発想」との評価をいただき、

広域処理計画の認可申請の際、移動式脱水車の協

議を行った。

当時は、脱水機が移動する概念がなく、都市計

画決定、事業認可及び下水道法の事務手続を、何

回も国土交通省と協議を行い、平成３年度に全国

に先駆けて稼働を行っている。

この脱水車は、約10年以上稼働し、脱水機は最

後に降ろされて高松処理場に設置している。

当時、土木研究所から、小規模処理場での初期

対策として有効な手段となり全国でも広がると思

う。ついては、「特許を申請しないでほしい」と

要請された。

その後、各メーカーが移動式脱水車を製造し、

特許を申請する現状を見るにつけ、あの時申請し

ていれば本県は裕福になっていたと感じている。

又、会計検査院の受検の際、国庫補助金を津幡町

が代表して受けていたが、広域組合が受けるのが

正しいとの指摘があり、下水道法の解釈を述べて

理解していただいたことを懐かしく思っている。

イ、汚泥専用焼却炉

その後、各市町の面整備が進み、発生する下水

［移動式脱水車の仕様：遠心脱水機11m3/hr、車載車両10ｔ、搭載電源駆動方式］
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汚泥も増加したことから、平成４年度に汚泥専用

焼却炉の建設を計画した。又、発生する焼却灰に

ついても、焼却灰の専用埋立場の計画を行い、国

土交通省と協議を行った。特色とすれば、焼却灰

の専用埋立場を中間貯留場と位置づけし、将来、

焼却灰を有効利用することで下水道法の認可を行

い、国庫補助金で建設を行った、ことである。

当時は、廃棄物の清掃及び処理に関する法律で

は、焼却灰は産業廃棄物であり、産業廃棄物の届

け出の有無を県庁内で協議を行った。結果的には

下水道法の取り扱いのみとし、廃棄物の届け出は

行っていない。当時は、焼却灰をインターロッキ

ングブロックに混入し有効利用を図っていたが、

量が多いこと、又需要が少なくなってきたことか

ら、現在は、舗装材のフィラーとしての利用や、

貯留した灰をリン回収できないか検討していると

ころである。

（２）七尾鹿島地区広域汚泥処理処分計画

ア、車載式高効率汚泥乾燥設備（巡回処理）

七尾鹿島地区は、七尾市（旧七尾市、旧中島町、

旧田鶴浜町、旧能登島町）及び中能登町　（旧鹿

島町、旧鳥屋町、旧鹿西町）の１市１町からなり、

平成６年度から広域汚泥対策協議　会を設け、広

域的な観点から汚泥処理処分計画を立案してき

た。

同地区は、河北郡とは違い、

①当時市町数が多いこと

②処理場数も多いこと

③各処理場から発生する汚泥量が、著しく違う

ことから、移動式脱水車の導入を断念し、減

量化、有効利用の側面から

①定置式小型焼却炉

河北郡広域汚泥処理処分基本フロー 河北郡市広域汚泥焼却センター
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②定置式炭化炉

③メタン発酵施設＋乾燥炉等

の検討を行った。

しかしながら、どの方式も

①未稼働時間が長い

②汚泥運搬の経費が高い

③初期投資が高い

ことから、いずれの方式も実現不可能との結論と

なり、一時あきらめていたところであった。

ある時、国土交通省に協議に行く前の夜、飲食

しながら当計画を議論していたところ、「移動式

脱水車」が可能であれば「移動式焼却炉」も可能

では、との話題となり、それならばと土木研究所

に協議したところ「おもしろい」との評価があり、

さっそく国土交通省に協議に向かった。そこで下

水道新技術推進機構を紹介され議論したところ、

車載式焼却炉は大気汚染防止法の改正により脱塵

処理施設が大規模となり、技術的に難しいとのこ

と、又車載式炭化炉は乾燥処理が必要で設備が大

規模となることから技術的に難しい理由から、車

載式の乾燥車が可能との結論となり、新技術モデ

ル事業として申請し、平成９年度から平成11年度

にかけて実証試験を行い、平成21年度まで稼働し

ていた。

車載式高効率汚泥乾燥設備の特徴としては、

ア、熱風発生炉を使用しないため、危険物等の届出

を要しない

イ、車載型として使用するため、各処理場の発生汚

泥量に応じた弾力的な運用が可能

ウ、車載型の設備コストは、2.7億円であり、専用

焼却炉の建設コストと比較しても安価

エ、同処理方式は中間処理の位置づけとなっており、

乾粒汚泥は特殊肥料として有効活用出来る

オ、ランニングコストは約6,200円/ｔ程度であり、

他の処理施設に比べ安価

カ、炭化炉との組み合わせにより、炭化汚泥を活性

炭として代用することが可能

全国的に、これらの技術が広まると期待してい

たが、現在稼働している例は聞いていない。

小規模処理場の処理形態としては、検討に値す

車載式高効率汚泥乾燥設備
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る実例と考えている。

（３）下水消化ガスを原料とした都市ガス製造

ア、経緯

金沢市の臨海水質管理センターでは、下水処理

の過程で発生する汚泥を減量化するため嫌気性消

化を採用している。

金沢市は、平成13年度に「金沢市新エネルギー

ビジョン」を作成し、８つのモデル事業を選定し

た。その中の一つに臨海水質管理センターの消化

ガス有効利用が選定され、最も事業化の可能性が

高いと評価された。平成14年度に「金沢市臨海水

質管理センター消化ガス有効利用事業化調査」を

実施し、ガス供給が選定された。

平成16年度から事業を実施するために、国土交

通省北陸整備局に、ガス生成装置棟の設備工事を、

国庫補助採択要望を協議したところ「補助対象範

囲は、場外に搬出するまで」との理由で認められ

なかったことから、NEDOの補助を受け平成17年

度に完成した。

イ、施設内容

臨海水質管理センター内にある都市ガス製造プ

ラントは、「吸着塔」、「圧縮機」、「熱調器」

の３つの部分から構成されている。

・「吸着塔」…消化ガスを生成するための装置で

あり、CO2は水に溶けやすく、メ

タンは水に溶けにくい性質を応用

したもので「気液接触法」を採用

した。

水は処理水を再利用している。

・「圧縮機」…ガスの供給先である港エネルギー

センターにある中圧の球形ガスホ

ルダーへガスを送るための装置で

ある

・「熱調器」…メタンの熱量（約36MJ/m3）を

13A都市ガスの熱量（46MJ/m3）

まで増熱するための装置

ウ、効果

ガス供給を開始した平成17年5月18日以来、余

剰ガス燃焼装置の管理運転分を除き、全量有効利

用している。平成21年度末の消化ガスを原料とし

た都市ガス製造量は、約42万m3/年間で、金沢市

全体の都市ガス製造量に占める割合は1.0％であ

った。この量は、

1ヶ月22m3使用する標準世帯1,590世帯分に相当

する。

今後、地球温暖化防止対策に向け、事業所、家
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庭のCO2削減が提案されている今日において、廃

棄物からのエネルギー回収を行った事業として、

全国的な先進事例になると思われる。

（４）各種バイオマスとの混合処理によるエネルギー

利用（珠洲市）

ア、経緯

珠洲市は、本県の最北端に位置し、行政人口約

17，600人で過疎化も進み、老人人口割合も高く、

財政も豊かでない本県の小さな市である。

同市は、隣接の能登町（旧内浦町）と組合を設

立し、し尿、浄化槽汚泥の焼却処理を行っていた。

しかしながら、旧内浦町は隣接する町村と合併し、

組合は解散し、珠洲市単独でし尿、浄化槽汚泥の

処理を行うこととなった。

当初は、水処理施設にし尿や浄化槽汚泥を投入

する計画でいたが、

①発生する汚泥の維持管理費が高いこと

②投入するし尿を希釈するため、水処理施設の

増設が伴うことから、小規模なバイオマス発

酵装置を提案した。

全国に先駆けて行う新技術のため、国土交通省

に協議したところ、下水道新技術推進機構との共

同研究で行うとの提案をいただき、実用化に向け

た検討や性能評価を行うこととなった。

平成17年７月に協議を行い、平成19年４月に供

用を目指す旨を説明したところ、

①非常に厳しいスケジュールである

②プロポーザル方式で業者選定し技術的な資料

が必要である

③し尿、生ゴミは環境省、農業集落排水汚泥は

農林水産省との協議が必要とのアドバイスを

いただき、共同研究が始まった。

汚泥処理新技術実用化評価委員会で、協議審査

が始まったが、供用開始までの時間がないことか

ら、実用機で実証実験を行い、手さぐりで事業に

着手した。

当時の協議や検討は、時間がないなかで行った

ものであり、推進機構や国土交通省、当時の委員

長や委員に非常に感謝を申し上げたいと思ってい

る。

中でも、し尿は、環境省の聖域であり、「何人

も踏み込んではいけない」との姿勢で協議調整を

行ったので、環境省との協議が非常に時間を要し

た。

最終的に、「前処理施設（し尿、浄化槽汚泥投

入）＋混合槽＋メタン発酵処理施設＋造粒施設」

を、一般廃棄物処理施設の位置づけとして、一般

廃棄物処理施設の届け出を行った。

施設は平成18年度に着手し、平成19年8月に稼

働した。

発生する乾燥汚泥は、固形肥料として市民に無

料配布され、現在5ヶ月待ちの状況となっている。

又、県内外からの視察も年間約2,000人程度訪

れ、珠洲市の観光に一翼を担っている。

イ、施設内容

名　　称：珠洲市浄化センター「バイオメタン

発酵施設」

所 在 地：珠洲市熊谷町２部43番地

処理方式：湿式中温メタン発酵処理システム

処理能力：バイオマス処理量（平成19年度計画）

投入原料；下水汚泥　15.3ｔ/日、

農業集落排水汚泥　0.5

ｔ/日、浄化槽汚泥8.1ｔ

/日、生し尿7.6ｔ/日、

生ゴミ1.4ｔ/日

計　32.9ｔ/日

総事業費：13億9,000万円
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ウ、施設の特徴

・「５つのバイオマスを集約混合処理」

・「乾燥汚泥を混合汚泥肥料として無料配布」

・「新たな排水処理設備は不要」

・「魚のアラ、水産加工廃棄物も原料に使用」
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３．今後の汚泥処理処分について

（1）地球温暖化対策の推進に関する法律が改正され、

各自治体が作成する温室効果ガスの削減目標計画に

おいて、エネルギー起源のCO2削減に加え、メタン

や一酸化二窒素等の削減等も追加された。

（2）又、京都議定書の温室効果ガス６％削減に加え、

国では、2020年までに温室効果ガスの1990年比25％

削減の目標を掲げ、地球温暖化対策税などの制度も

盛り込んだ「地球温暖化対策基本法」を検討してい

るところである。

このような本格的な低炭素社会を実施していくた

めには、これまでの地道な省エネの取り組みのみで

は限界があり、省エネ等に関する革新的な技術開発

とともに、エコ住宅や電気自動車などの飛躍的な普

及が必要と言われている。

（3）本県の下水処理場は、58カ所有り、その内県及び

金沢市等の大規模処理場ではメタン発酵装置があ

り、発生するメタンガスを電気、都市ガスへの流入、

熱利用等に再利用している。

（4）しかしながら、処理水量10,000m3/日以下の処理

場は47カ所あり、従来の湿式メタン発酵装置では、

①施設規模が大きくなり、建設コストが高くなる

②各処理場からの汚泥運搬費が高く、広域化する

には維持管理コストが高くなる

③広域処理の場合、廃液処理のため水処理施設の

増設が必要となる

ことから、「メタン排出抑制新技術支援事業」と

称し、本県では平成22年度から２カ年かけ、下水道

新技術推進機構との合同で、小規模な処理場を対象

としたメタン発酵装置の研究開発を行っているとこ

ろである。

＜特徴＞

①廃液が出ない乾式メタン発酵装置を含む小規模

型のメタン発酵装置の研究（固形物濃度を１％

から10％程度に上げる）

②生ゴミ、し尿、浄化槽汚泥及び畜産廃棄物を含

めた混合処理の検討

③県内企業を対象に、次世代エネルギー推進企業

の育成

④環境技術者の育成
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（5）最後に

現在、各省庁が国庫補助事業として種々の施策を

掲げている。

地球温暖化対策いわゆる25％削減を達成するには、

あらゆる廃棄物をガス化し、減量化し、エネルギーと

して再利用することが近道であり、最良の方法と思わ

れる。

技術的にも、ドイツ、デンマーク等のヨーロッパに

遅れをとっていたが、近年、技術開発や研究を行った

結果、最先端の技術を持ち、東南アジアやアフリカ等

の発展途上国にも上水道、水処理、汚泥処理及び湖沼

の浄化技術と併せ、提供できるようになってきた。

思えば、昭和50年代に先輩技術者が、大阪、横浜を

始めとする消化タンクの維持管理の実績を少しずつ積

み重ねた結果が今日につながったと思われる。

下水処理場や汚泥処理施設は、活性汚泥を代表とす

る細菌の宝庫であり、維持管理技術や経験は他の省庁

に比べ最も優れていると考えている。

今後は、下水汚泥と他の廃棄物処理との合同処理を、

効率的、効果的に行う手法や、エネルギー利活用につ

いて、国の担当者と協議し、前向きに研究していきた

いと考えている。
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１．はじめに

わが国の下水道処理人口普及率は平成21年度末時点

で73.7％に達し、下水処理によって発生する汚泥の量

も年々増加し約225万ｔ/年程度となっている。従来、

下水汚泥は処理処分に面倒な廃棄物と位置づけられ、

なるべく低コストで処理処分できる方法の開発が研究

の中心課題であった。

近年、地球温暖化問題がクローズアップされ、温室

効果ガス削減と資源の有効利用の観点から、バイオマ

ス利活用推進基本法が施行（平成21年９月）されるな

ど、下水汚泥は化石資源に替わる貴重なバイオマス資

源のひとつとしてみなされるようになってきた。

また、国土交通省においても今後の下水道の方向性

を見据えた「下水道ビジョン2100」のなかで、持続可

能な循環型社会を構築するために、これまでの「普及

拡大」中心の20世紀型下水道から、「健全な水環境と

資源循環」を創出する21世紀型下水道への転換をめざ

すべきとして「循環のみち」を基本コンセプトに掲げ

て事業を展開していこうとしている。さらに、昨今世

界的な肥料需要の増大に起因してりん酸肥料やその原

キーワード：酢酸・水素発酵、生物電池、熱可溶化嫌気性消化、担体充填嫌気性消化、

ロータリーエンジンガス発電、消化汚泥りん回収、低含水率型遠心脱水機

特集：第23回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

料となるりん鉱石の価格高騰により、JA全農や肥料

メーカー等から下水および下水汚泥中のりんが注目を

浴びるようになってきた。

これらの背景のもと、日本下水道事業団（以下JSと

いう）技術開発部では下水汚泥のエネルギー資源とし

ての有効利用やりんをはじめとする希少資源の回収を

中心に様々な課題に取り組んでいる。ここでは、これ

まで取り組んできた又は現在取り組んでいる汚泥の処

理・有効利用に関する調査研究の一部を紹介する。

２．下水汚泥からの新しいエネルギー転換・回
収技術の開発

現在、下水処理場におけるエネルギー回収利用法と

しては嫌気性消化によるメタン回収と脱水汚泥の乾燥

や炭化による固形燃料化技術等があるが、嫌気性消化

では処理に20～30日を要し、汚泥中有機物の約半分し

かエネルギーとして回収できないこと、固形燃料化で

は汚泥の水分を除くための投入エネルギーが大きく、

また燃料の受け入れ先の確保の問題等があり、十分に

普及していない理由の一つになっている。

そこで、バイオマスからの新しいエネルギー転換・
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回収システムとして注目されている「水素発酵」や

「生物電池」について、下水道分野への導入可能性に

関する調査研究を実施している。

２．１　水素発酵によるエネルギー回収

（１）水素発酵の概要１）

水素発酵は、嫌気性消化における酸発酵プロセスの

一部で、主に糖質含有率の高い有機物を有機酸に分解

する過程で水素ガスを発生する反応である。

反応時間はわずか８～48時間（35℃）と短く、極め

てコンパクトな装置で水素の回収が期待できる。

グルコースを基質とした場合の基本反応は以下のよ

うに示される。

Ｃ6Ｈ12Ｏ6＋２Ｈ2Ｏ　→　４Ｈ2＋２ＣＯ2＋

ＣＨ3ＣＯＯＨ

又は

Ｃ6Ｈ12Ｏ6 →　２Ｈ2 ＋２ＣＯ2＋ＣＨ3

（ＣＨ2）2ＣＯＯＨ

化学量論的にはグルコース１モルで水素２～４モル

が得られることになるが、実際は他の反応も平行して

進むためこれより少ない。

水素生成菌（通性嫌気性菌）はごく一般的な細菌で、

下水汚泥中や水田の土壌中などにも存在している。水

素はメタン発酵の基質にもなるため、水素のみを選択

表2.1 酢酸・水素発酵とメタン発酵の特性

的に回収しようとする場合は酸処理や熱処理によって

メタン菌の活性を抑制する必要がある。

上の式でも明らかなように、水素発酵においては同

時に酢酸などの有機酸も生成されるため、メタン発酵

との組合せシステムと考えるのが一般的である。表

2.1に酢酸・水素発酵とメタン発酵の特性を比較して

示した。メタン発酵に比べ、反応が速く外的要因に強

いという特徴を有している。

（２）試験方法と結果

水素発酵は微生物反応であることから、基質となる

汚泥の性状、反応温度、反応時間など多くの要素が絡

んでくるため、写真2.1に示す回分式発酵試験機や連

続式発酵試験装置を用いて様々な条件で実験を実施し

ている。

試験に用いた下水汚泥はＡ処理場（分流式の標準活

性汚泥法）の初沈重力濃縮汚泥と余剰機械濃縮汚泥で、

その性状は表2.2に示すように、TSで3.5～4.5％、有

機分率は82～91％である。なお、生ごみとの混合汚泥

を対象とした試験も実施している。

これまでの試験結果では、生ごみや生ごみ混合汚泥

においては比較的容易に水素ガスの発生がみられるの

に対し、下水汚泥単独では極めて限られた条件におい

てのみ水素ガスの発生、回収が可能であることが確認

写真2.1 水素発酵試験の試験装置（左：回分試験装置　右：連続試験装置）



されている。図2.1は、初沈汚泥を対象に、SRT２日、

温度55℃の条件で行った連続水素発酵試験の結果を示

したものである。単位投入汚泥量当たりのH２ガス発

生量は平均320mL/L日という結果が得られている。

２．２　生物電池によるエネルギー回収

（１）生物電池の概要２）

生物電池又はバイオ電池と呼ばれる生物の代謝反応

を利用した新しい電気エネルギー回収システムが最近

注目されているが、エネルギー回収方式によって基本

的には「光生物電池」、「酵素電池」、「生物水素電池」

の三つの方式が提案されている。

「光生物電池」は、藍藻など光合成機能を有

する生物を用いて、その生物体内で起こる光合

成や呼吸などのエネルギー生産反応から電子を

取り出し電気エネルギーに変換するものであ

る。生体内で生産された電子は細胞膜や細胞壁

によって囲まれており、そのままでは電子を取

り出すことができないため、酸化・還元を行う

ことができる電子伝達剤（電子メディエーター）

を用いることで、細胞内の電子を取り出して電

極まで運搬し電気エネルギーを得るものであ

る。

「酵素電池」は、生物の代謝反応により生産される

エネルギーを生体触媒（酵素）の助けを借りて電気エ

ネルギーに変換するものである。微生物をはじめとし

てほとんどの生物は炭水化物、たんぱく質、脂質など

の還元物質を生体内に取り込んで、これらを酸化させ

ることにより、ATPなどの高エネルギー化合物を合

成し、生命維持活動に必要なエネルギーを獲得してい

る。酵素電池とは、これら還元物質を燃料としたとき

に生じる酸化反応エネルギーを生体触媒（酵素）の助

けを借りて電気エネルギーに変換するものである。こ

の場合も、微生物から電極へ電子を伝達するために

Neutral RedやThioninといった電子伝達剤（メディエ

ータ）を添加する必要があったが、近年、水田底泥や

下水汚泥中に、電極に付着し直接電子を伝達しうる微

生物の存在が確認されている。しかし、酵素反応は基

質選択性があることから、下水や下水汚泥のような複

合有機物を対象とするには課題が多い。

「生物水素電池」は微生物の代謝反応と水素燃料電

池の原理を組み合わせた新しいエネルギー回収システ

ムである。微生物が有機物を還元雰囲気で分解する場

合、急激な酸発酵が生じ酢酸等の有機酸によりpH低

下（水素イオンの増加）が起きる。図2.2に示すよう

に、水素イオンを陽イオン交換膜で好気性状態のカソ

ード側に移行することで電位差が発生し、これを利用

して電気エネルギーを回収するものである。酵素電池
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のように有機物（基質）を選ばないこと、電子伝達物

質を添加する必要がないことから、下水処理のシステ

ムに取り入れやすいという特徴がある。

以上の理由から、「生物水素電池」を中心に調査研

究を進めている。

図2.2 生物水素電池の基本メカニズム

表2.2 水素発酵試験に用いた汚泥の性状

図2.1 初沈汚泥を対象とした水素発酵試験の結果
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（２）試験方法と結果

図2.3、写真2.2に、試験に使用している２槽型生物

発電装置の概要図、写真を示した。

なお、電極やイオン交換膜は実験の途中でその性能

特性を調べるため他の材質や製品についても実施して

いる。

図2.4は、初沈汚泥を対象にカーボン電極における、

試験開始時の起電力の変化を示したものである。スタ

ート直後は0.1Ｖ程度であった起電力は、時間の経過

とともに上昇し0.2～0.25Ｖまで上昇している。電極表

面における微生物膜の成長によって、電子伝達効率が

向上したためと推測される。

起電力は、電極の種類、有機物負荷条件、反応槽温

度等によって大きく異なり、最適条件下では0.6～0.8

Ｖという試験結果が得られている。

また、生物水素発酵とＤＭＦＣ（ダイレクト・メタ

ノール発電セル：写真2.3）の組み合わせ発電試験に

おいても、図2.5に示すように、安定した起電力が得

られている。

図2.3 微生物電池実験装置イメージ図 写真2.2 微生物電池実験装置の外観

図2.4 生物電池発電試験結果の一例

図2.5 水素発酵とDMFCの組み合わせ発電試験の結果写真2.3 DMFC による発電試験



３．メタン醗酵の効率化に関する調査研究

３．１ 有機物分解率70～80％の高効率嫌気性消化

システム３）

JSではこれまで、汚泥の減量化システムとしてオゾ

ンや好熱性細菌を用いた減量化技術の開発を行い、既

に10カ所程度の処理場で稼働している。概ね70～90％

程度の減量化が達成されているが、適用条件がOD法

等の低負荷活性汚泥法の処理場に限られていること、

電力等の外部からの投入エネルギー量が大きくなるど

の課題を有している。

今回開発を進めている「熱可溶化による高効率嫌気

性消化システム」は、消化ガス発電などの余剰熱エネ

ルギーを活用して汚泥の生物分解性を改善し、メタン

発酵による汚泥有機分の分解率向上を図るものであ

る。汚泥の減量化を図りながら創エネルギーを促進す

る、理想的なバイオマスのエネルギー転換システムの

一つと考えられている。

本システムの基本フローを図3.1に示す。一般的に

は消化槽に投入する前に改質処理するシステムが多い

のに対し、本システムは基本的に消化脱水汚泥を熱改

質の対象としており、以下のような特徴を有している。

①消化脱水汚泥を熱可溶化の対象とすることから、

改質装置自体が極めてコンパクトで、既設消化シ

ステムへの導入が容易である

②高濃度汚泥（脱水汚泥）を対象に改質処理するた

め、熱エネルギー必要量が極めて少なく、通常の

嫌気性消化システムにおける消化槽加温エネルギ

ー量とほぼ同程度で処理が可能である

③有機物分解率の向上とともに、熱処理による汚泥

の脱水性状改善が合わせて期待できることから、
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最終的な汚泥発生量（脱水ケーキ量）は未消化処

理時の1/4～1/5程度、従来型消化システムの約

1/2程度まで減量することが可能である

本システムについては、平成18年度からベンチスケ

ールでの各種基礎実験を続けてきたが、今年度（平成

22年6月）から、猪名川流域下水道原田処理場（大阪

府）に、写真3.1、写真3.2に示す消化槽容量15ｍ3の

実証プラントを設け、下水汚泥や生ごみとの混合汚泥

を対象に、実用化に向けた処理性能確認の調査を進め

ている。

これまでに得られた混合生汚泥を対象とする実証試

験結果から、有機性固形物（VS）収支の一例を図3.2

に示した。消化槽投入汚泥有機分の約77％が分解ガス

化し、汚泥の減量効果として75～80％程度という高い

値が得られている。また、図3.3は熱可溶化処理を行

っている場合と行っていない場合の消化槽投入有機物

（VS）当りのガス発生量を比較して示したものである。

図3.1 熱可溶化システムの基本フロー

写真3.1 熱可溶化高効率嫌気性消化の実証プラント
（猪名川流域下水道原田処理場）

写真3.2 熱可溶化改質装置
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データにやや変動が見られるものの、熱可溶化を行う

ことでガス発生量は平均３割程度増加していることを

示している。

３．２　消化日数５日の超高速嫌気性消化システム４）

下水汚泥の嫌気性消化では、通常消化日数を20～30

日、投入有機物容積負荷量として1.2～1.7kg/日ｍ3で

行われている。本研究ではよりコンパクトな装置で効

率的にメタンガス回収を行うことを目的に、担体充填

と高温嫌気性消化法を併用し、消化日数約5日、有機

物負荷５～８kg/日ｍ3で処理する「超高速嫌気性消化

システム」の開発を平成19年度から行っている。

ベンチスケールでの各種基礎実験の結果をもとに、

平成20年度から熊本県八代北部流域下水道処理場に、

写真3.3に示す消化槽容量6.8ｍ3の実証プラントを設置

し、下水汚泥と生ごみの混合メタン発酵を含めた実用

化のための各種調査を進めている。

表3.1に試験装置の仕様、図3.4に実証プラントの処

理フローを示した。

図3.2 固形物収支（VS）の一例 図3.3 熱可溶化によるガス発生量増加効果

図3.4 実証プラントのフロー

表3.1 試験装置の仕様

写真3.3 超高速嫌気性消化実証プラント
（熊本県八代北部流域処理場）



実証試験結果の一例を、図3.5に示した。混合汚泥

と生ごみを対象とした試験では、消化日数５日でVS

分解率62％、ガス発生量620Nm3/t-VS、また、初沈汚

泥と生ごみを対象とした試験では、同じく消化日数５

日でVS分解率68％、ガス発生量640Nm3/t-VSという

良好な結果が得られている。

４．ロータリーエンジンによる低コスト型ガス
発電システム５）

ロータリーエンジンは回転運動が主体のため低振動

でかつ構造がシンプル、同出力の従来レシプロエンジ

ンに比べ極めて小型軽量で整備点検が容易という特徴

を有している。そこで自動車用ロータリーエンジンを
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用い、中小規模処理場に適した維持管理性の優れたガ

ス発電システム（定格出力：40kW）の開発を平成19

年度より進めている。写真4.1に、ロータリーエンジ

ンガス発電システムの実証試験機の外観、図4.1に内

部構造を示した。

これまでの実証試験の結果では、図4.2に示すよう

に、定格出力40kＷ、発電効率22％（標準状態）、熱

回収効率58％であり、総合効率は80％というデータが

得られている。現在は、平成23年度商品化を目指し、

系統連携を含めた長期連続運転によるシステムの安定

性確認等を目的に実証試験を継続している。

ロータリーエンジンガス発電システムの仕様概要を

表4.1に示した。

図3.5 ガス発生量、VS 分解率、メタン濃度の推移

写真4.1 ロータリーエンジンガス発電装置の外観
（北九州市日明浄化センター）

図4.1 ガス発電システムの内部構造
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５．消化汚泥からのリン回収によるMAPトラ
ブル対策技術６）

嫌気性消化は下水汚泥の減量化、安定化を目的に古

くから採用されているシステムであるが、バイオマス

エネルギー回収システムとしても注目され、今後さら

に普及導入が予想される。嫌気性消化システム運転管

理上の課題の一つとして、消化汚泥中のりん、アンモ

ニア、マグネシウム分が反応して生成するMAP（り

ん酸マグネシウム・アンモニウム）による後続の配管

閉塞トラブルが指摘されている。

そこで、あらかじめ嫌気性消化汚泥からMAPを効

率的に生成回収することで配管閉塞トラブルの解消と

貴重なりん資源回収が図れるシステムの開発を平成21

年度から実施している。

基本処理フローを図5.1に示す。消化槽から引き抜

いた汚泥に、マグネシウム分を添加することで効率的

にMAPを生成させ分離回収することで、後段の汚泥

脱水プロセス等でのMAP形成によるトラブルを抑え

るものである。

図5.2に、本システムにおける消化汚泥中りん

（PO4-P）の除去性能試験結果を示す。りん酸の除去

率は80～90％が達成されている。MAPの生成はマグ

ネシウムイオン、アンモニアイオン、りん酸イオンの

濃度に左右されるとして下記に示す関係が明らかにさ

図4.2 実証試験結果の一例

表4.1 仕様概要

写真5.1 回収されたMAP

図5.1 消化汚泥からのりん回収リアクタ

図5.2 消化汚泥中りんの除去効果



れている。りん酸イオンの高い除去結果か

らSr値は0.6～0.7程度となり、後段の脱水処

理プロセスにおけるMAP生成が大幅に抑制

できるものと期待される。

回収されたMAPを写真5.1に示した。重

金属類の含有量が極めて少なく、緩効性り

ん酸肥料として効果があることが確認され

ている。

６．低含水率型遠心脱水機の実用化研究７）

下水汚泥の処理処分や有効利用を図る上で、脱水汚

泥の低含水率化は最も重要な課題となる。特に、嫌気

性消化は下水汚泥からのエネルギー転換プロセスとし
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て今後更に導入が見込まれているものの、消化汚泥は

生汚泥に比べ脱水性が劣ることが課題の一つにもなっ

ている。

図6.1 低含水率遠心脱水機のシステム構造図

写真6.1 低含水率型遠心脱水機の実証試験
（宇都宮市川田水再生センターにて）

写真6.2 消化汚泥の脱水試験で含水率70～73％を達成

図6.2 消化汚泥を対象に行った脱水試験結果の一例
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今回共同研究の対象とする遠心脱水機は、図6.1に

示すように脱水機内に無機凝集材を直接投入すること

で、嫌気性消化汚泥においても含水率を75％以下まで

（従来機種では80％前後）処理が期待できるとともに、

遠心効果の見直し等で従来機に比べ30％以上の動力削

減を目標としている。

写真6.1及び写真6.2は、宇都宮市川田水再生センタ

ーにおける実証試験の様子を示したものである。また、

その時の試験結果の一部を図6.2に示した。

投入消化汚泥の性状は、TS 1.50～1.60%、VS 66.8

～71.8%、繊維状物質（100メッシュ）6.6～7.7％で、

分流式処理場における平均的な消化汚泥である。脱水

試験は高分子凝集剤添加率1.5％TS、無機凝集剤とし

てポリ鉄添加率約20～35％の処理条件で行い、脱水汚

泥含水率70％程度（SS回収率96％以上）という良好

な結果が得られている。

ちなみに、未消化汚泥を対象に実施した脱水試験で

も、高分子凝集剤添加率0.4～0.5％TS、ポリ鉄添加率

約20％という処理条件で、脱水汚泥含水率69～72％と

いう結果が得られている。

７．おわりに

昨年夏のわが国における異常な暑さを始め、東欧か

らロシアでも熱波の夏になり、ロシアでは異常乾燥が

森林火災を広げた。中国やパキスタンにおける大雨や

洪水、土石流の被害が繰り返された一方、南米は酷寒

の冬となるなど、地球規模での気候変動を実感させら

れた夏であった。

こうした地球温暖化の進行に対する危機を、国連気

候変動に関する政府間パネル（IPCC）を中心とする

世界中の環境学者が提唱しているにも係らず、温暖化

をめぐる国際交渉は残念ながら、国際的な経済情勢の

悪化に伴い停滞したままである。

わが国の下水道からの温室効果ガス（CO2換算）排

出量は2006年度で約700万ｔであり、1990年比54％も

増加している。改正省エネ法（2009年度から適用）に

より温室効果ガス排出量等の報告対象が事業所単位か

ら事業者単位に変更された。下水道事業は一般廃棄物

処理事業とならんで地方公共団体の事務事業の中でも

温室効果ガスを多量に排出する事業の一つであること

から、各自治体においては下水道部門での温室効果ガ

ス削減努力や下水汚泥バイオマスからの創エネルギー

がより一層強く求められてくると考えられる。

JS技術開発部では、これら温暖化対策や循環型社会

を念頭に置いた下水汚泥の有効利用法に関する様々な

研究課題に、今後も積極的に取り組んでいくことにし

ている。
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１．はじめに

独立行政法人土木研究所（以下、「土研」という）

は、土木技術に関する調査、試験、研究、及び開発並

びに指導、成果の普及等を行うことにより、土木技術

の向上を図り、良質な社会資本の効率的な整備に資す

ることを目的として設置された研究機関である。

土研材料地盤研究グループリサイクルチームでは、

下水汚泥の有効利用だけでなく、刈草、剪定木材等の

バイオマス等を含めた地域バイオマスの有効利用に関

する研究について重点的に取り組んでいるところであ

る。これらの地域のバイオマス利用を推進するために

は、技術的な側面として、①資源量の把握、②各種利

用技術の確立、③安全性の確保等が担保されているこ

とが重要である。このため、土研では、これらの各領

域に関する研究開発を実施している。

本稿では、これらの研究のうち、これまであまり利

用が進んでいなかった草木系バイオマスの下水道施設

を活用した利用のための性状分析や、要素技術に関す

る研究成果を中心に紹介したい。

２．下水処理プロセスで活用可能な草木系未利
用バイオマス

（1）草木系未利用バイオマス利活用の有効性

下水道施設では消化ガス発電や下水汚泥の炭化・燃

料化に代表されるように、バイオマスとしての下水汚

泥のエネルギー利用も進められており、これらの利活

用施設を有効に活用することにより、生ゴミなどの下

水汚泥以外のバイオマスについても効率的に利用でき

る可能性があり、これは温暖化対策としても有効であ

る１）。

国土交通省などの国の機関や地方自治体などが実施

する公共事業からは、道路、河川、公園、ダムなどの

管理のため、毎年定期的に緑地の雑草の除草や樹木の

伐採、流木の回収などが行われ、これに伴い大量のバ

イオマスが発生しており、上述の温暖化対策の観点か

らも、これらを資源化してその利用に繋げていくこと

が重要である。

一般に、バイオマスは「広く、薄く」存在している

上、水分含有量が多い、かさばる等の扱いづらさとい

土木研究所における下水汚泥の
有効利用の取り組み

（独）土木研究所材料地盤研究グループリサイクルチーム　桜井　健介

キーワード：バイオマス、焼却、メタン発酵、発電
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研究紹介

特集：第23回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集
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う特性のために収集と利用が困難であることが、十分

に活用されていない原因の一つである２）。一方で、公

共事業由来のバイオマスは、管理のため日ごろより剪

定、収集されており、管理システムが既に確立してい

ること、また、エネルギー消費の大きい都市域周辺に

存在していることから、収集・利用が容易であり、比

較的利用しやすいバイオマスと考えられる。しかしな

がら、これらのバイオマスを資源として位置付ける

データ・情報整備は行われていないため、土研では、

これらの草木系未利用バイオマスに着目し、その量・

質の情報を収集・整理することでバイオマスインベン

トリー情報の整備を行った３,４,５）。

（2）草木系未利用バイオマスの供給ポテンシャル

例えば、全国の道路緑化樹木の本数は、2007年時点

で、高木667万本、中低木16,153万本が存在している６）。

国土交通省の109国道事務所、102河川事務所、17公園

事務所、25ダム事務所に対して実施したアンケート結

果によれば、これらの刈草は、熱量換算すると3.1PJ/

年、剪定枝葉は0.17PJ/年相当と推算され３）、この熱量

はA重油8.5×107Lに相当する。また、国内の199ダム

からは、概算で230TJ/年相当の流木が発生している７）。

以上から、草木系未利用バイオマスは、量的に見て大

きなポテンシャルを有していることが分かる。

（3）都市域の草木系未利用バイオマスの性状

草木系未利用バイオマスの有効利用の拡大にあたっ

ては、それらの性状を把握し、その性状に適した利用

を検討する必要があるため、発生するバイオマスに適

した利用の検討に資するべく、実際に発生する草木系

バイオマスの理化学分析を実施した５）。分析の対象は、

国土交通省の国道および河川事務所が行っている街路

樹、道路法面、堤防法面などの管理によって発生する

刈草や剪定枝葉とした。調査対象は、全国から13国道

事務所より46試料、10河川事務所より86試料を得た。

各試料の採取にあたっては、その工区の標準的な試料

となるよう配合の上、分析した。

得られた試料の性状を表2-1に示した。また、含水

率は、図2-1に示すように、道路と河川の管理に由来

する試料の間で、大きく異なっていた。刈草・剪定枝

葉は、乾燥させた方が軽量で運搬しやすいが、道路管

理に由来する刈草・剪定枝葉は、存置できる空間が少

なく通行への支障が生じやすいことから、即日の収集

が行われることが多いため、河川管理に由来する試料

表2-1：道路・河川管理に由来する試料の性状（平均±標準偏差）

図2-1：道路試料と河川試料の含水率の分布 図2-2：道路試料と河川試料の低位発熱量の分布



と比較して含水率が高かったと考えられる。また、伐

採時の草本及び木本（小枝・葉）の含水率は、それぞ

れ67-73%、58-62%程度であり、草本の方が木本（小

枝・葉）よりも高い傾向がある。河川管理に由来する

刈草・剪定枝葉は、道路管理に由来する刈草・剪定枝

葉に比べ、草本の割合が高かったが、含水率は低い傾

向にあることから、回収された試料の含水率は、試料

の草本及び木本（小枝・葉）の構成比よりも、除草・

剪定から回収までの工程での乾燥などの影響が大きい

と考えられた。また、道路と河川試料で、強熱減量、

構成元素重量比、高位発熱量には、大きな差異は見ら

れなかった。

また、図2-2に、道路・河川管理に由来する回収時

試料ベースの低位発熱量の分布を示す。この回収時試

料ベースの低位発熱量は、含水率に影響を受けること

から、大きく異なっていた。一般にバイオマスは、含

水率60-70%以上では自燃することができない８）とさ

れている。含水率60%以上の試料は、道路で46検体中

30検体（65%）、河川で86検体中17検体（20%）であ

り、これらの燃料利用にあたっては、乾燥の工程を加

えるか、メタン発酵等により、エネルギー回収させる

ことが望ましいと考えられた。また、これら試料を下

水汚泥の焼却時の補助燃料として取り扱う場合、低位

発熱量の観点から判断すると、有機物含有率70%の下

水汚泥の自燃限界保有熱量は、50t/日規模の従来型流

動焼却炉で、2,560kJ/kg-湿ケーキと試算されており９）、

道路管理に由来する７試料（15%）、河川管理に由来

する３試料（3.5%）を除く全ての試料は、これらを上

回っており、下水汚泥と混燃することで、補助燃料の

削減が期待できた。

３．混合燃焼可能な新たな汚泥焼却システム
（過給式流動燃焼システム）
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（1）省エネ型汚泥燃焼システムの必要性

下水道整備の進捗に伴って、発生する汚泥も年々増

加しており、平成19年度時点で年間225万DS-t（乾燥

重量トン）が発生している10）。我が国では、埋立用地

が不十分であり、下水汚泥は減量化のために脱水処理

後に焼却される場合が多いが、含水率70～80%と高い

ために焼却処理は容易ではない。このため、焼却の際

には多くの重油を必要としている。一般的な焼却炉と

して普及している流動床式焼却炉は、さらに炉内の多

量の砂を流動させるための動力として多くの電力を必

要とする。流動床式焼却炉は、含水率の高い汚泥を焼

却することには優れているものの、多くのエネルギー

を消費する問題点がある。

下水処理場では、その他にも、水処理、汚泥処理プ

ロセスに多くの電力や重油などを消費しておりCO2排

出量が大きい。さらにN2Oなどの温室効果ガスの発生

も多い。地球温暖化への対応を強化するためにも、省

エネルギー型の汚泥処理プロセスを開発し、温室効果

ガスの排出を抑制することが望まれている。

我々は、省エネルギー型の燃焼システムとして、加

圧流動炉と過給機を組み合わせた新たなシステム（過

給式流動燃焼システム）を開発した11,12）。開発したシ

ステムでは、廃木材や刈草を下水汚泥に混合して燃焼

することも可能であり、省エネルギー効果をさらに高

めると考えられる。日本国内では、街路樹の剪定木材

や、公園、河川敷などの刈草が利用されずに、焼却な

どにより処分されている。本システムは、これらのバ

イオマスのエネルギー利用により、地球温暖化対策に

寄与することが可能である。

（2）システムの概要

開発した燃焼システムの概要を図3-1に示す。汚泥

や他のバイオマスを供給ポンプで圧送し、炉へ投入す

図3-1：開発した過給式流動燃焼システム
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る。投入されたバイオマスが加圧下で燃焼して発生し

た排気ガスは、空気予熱器を通った後、高温集塵機に

より灰が分離される。その後、加圧状態の排気ガスが

過給機のタービン側を駆動して、排気される。一方、

過給機のコンプレッサー側で加圧された空気は、熱交

換器を通過して加温された後に、燃焼用空気として炉

に供給される。

（3）汚泥単独燃焼試験結果

開発したシステムの省エネルギー効果や温室効果ガ

ス削減効果を検証するため、北海道長万部終末処理場

内にパイロットプラント（汚泥処理能力4.32t-脱水汚

泥/day）を建設して汚泥の単独燃焼の実証実験を行

い、以下の効果を確認した。

・常圧での焼却設備で必要な流動ブロワと誘引ファン

の無いシステムが安定的に運転可能であり、これら

が不要となることで、設備電力約40％削減

・焼却炉容積が小さくなることで、放散熱量が減少し

補助燃料約15%削減

・加圧下での燃焼により燃焼速度が増大し、高密度・

高温での燃焼が行われることでN2O排出量約50%削

減

・高温焼却（850℃高温焼却）との比較では、温室効

果ガス排出量約40%削減

・設置スペースが約25%減少し、従来型設備と比較し

て建設費約10%削減

（4）混合燃焼試験結果

上記パイロットプラントにて、下水汚泥に加え草木

系の各種バイオマスを補助燃料として利用した混合燃

焼試験を実施し、その省エネルギー効果等を検証した。

表3-1に示す条件で実験を行い、炉内温度の測定は図

3-2に示すポイントにて計測した。

草木系バイオマスを補助燃料として利用した混合燃

焼試験の一例として、牧草（牛の寝床用として使われ

ていたものを自然乾燥したもの、含水率14.6%）を使

用した場合の各種炉内温度、炉出口ガス温度、炉出口

ガス圧力の経時変化を図3-3に示す。この際の汚泥と

牧草の混合比は、汚泥：牧草＝2.1：1（乾燥重量）と

した。図3-3に示したように、砂層温度は800℃程度で

安定しており、フリーボード温度も中部、下部では

900℃程度で安定していた。また、炉出口ガス温度、

炉出口ガス圧力も安定していた。汚泥バイオマス混合

燃焼運転では、炉内温度に対する排ガス中のCO、

NOx、N2O濃度の挙動が、汚泥単独燃焼と同様の結果

となった。このことから、バイオマス混合燃焼による

排ガス成分濃度への影響は少ないと考えられた。また、

ばいじん､SOxは日本国内の基準値を下回っていた。

下水汚泥と木片や刈草などのバイオマスを混合して

燃焼すると、草木バイオマスの比率が大きくなるに

従って、補助燃料の重油を削減することが出来る。混

合燃焼により補助燃料が削減される状況を図3-4に示

す。下水汚泥のみの燃焼では、炉内の総熱量と重油の

熱量の比率は0.5-0.6である。草木バイオマスの熱量比

率が高くなるにつれて、言い換えれば下水汚泥に混合

する草木バイオマスの比率が高くなるにつれて、補助

燃料と炉内総熱量の比率は小さくなる。このことから、

下水汚泥と草木バイオマスの混合燃焼によって、補助

燃料として用いる重油量を削減できると言えた。

なお、過給式流動燃焼システムは、東京都下水道局

葛西水再生センターにおける下水汚泥燃却設備として

採用され、実用化されることとなっている13）。

表3-1：混焼燃焼試験におけるバイオマス供給量および混合比

図3-2：炉内温度の計測位置
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図3-3：下水汚泥と牧草を混合燃焼した際の各種炉内温度、炉出口ガス温度、炉出口ガス圧力の経時変化の一例

図3-4：混合燃焼による補助燃料の削減効果

注：炉内総熱量とは、下水汚泥、草木バイオマス、補助燃料の顕熱量及び燃焼熱量と、炉に供給される燃焼用空気、水、

機器冷却用空気の燃焼熱量の合計である。重油の熱量、草木バイオマスの熱量とは、それぞれの顕熱量と燃焼熱量

の合計である。
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４．混合メタン発酵技術

（1）混合メタン発酵における前処理技術の必要性

下水汚泥は、多量の有機物とともに多種多様な微生

物群と生物の活動に不可欠なミネラル分を豊富に含む

ことから微生物資源としての価値は高い。実際に、下

水汚泥と下水汚泥以外のバイオマスを混合し嫌気性消

化が行われるなど、条件が整えば、有機物を追加的に

受け入れ嫌気性消化を行うことにより効率的にメタン

ガスを得ることが可能である。

木材の嫌気性消化にあたっては、木質類器官の細胞

を構成するセルロースやヘミセルロースがリグニンに

より堅固に被覆・接着されており、そのまま木質の原

型が残っている状態では嫌気性消化には利用されにく

い。そこで、当チームは、木質に蒸煮爆砕処理を施す

ことによって改質し、下水汚泥と混合し嫌気性消化す

る方法を開発した14）。また、干草については、消化液

の良好な循環・散布が確保できれば有効なリアクター

となることを確認した15）。

（2）蒸煮爆砕処理とは

木材の蒸煮爆砕処理とは、長さ５cm程度の木質

チップを高温高圧の水蒸気によって一定時間蒸煮した

後、瞬時に圧力を開放し、凝縮水の気化に伴う爆発的

な体積膨張と蒸煮装置からの高速噴射による物理的な

破壊によって粉砕する処理を指す16）。

走査型電子顕微鏡により撮影された蒸煮爆砕処理の

前後の木材（ヒノキ）の写真の例を図4-1,2に示す。

蒸煮爆砕処理によって木質繊維が10マイクロメートル

単位で破断されているのがわかる。

木材チップを高温高圧の水蒸気で処理すると、ヘミ

セルロール中のアセチル基が遊離して、pHが3程度に

低下する。その結果、①ヘミセルロースは部分加水分

解を受けて低分子化して水に可溶となり、②リグニン

はアリルエーテル結合の解裂によって低分子化し、そ

のかなりの部分が有機溶媒や希アルカリに可溶とな

る。③このようなリグニンの変質により、リグニンに

よるセルロール包埋構造が破壊され、セルロースは露

出して、それに対する酵素の反応性は増大する17）。

また、蒸煮条件下で飽和水蒸気のもち得る最も高い

エネルギーの状態となること、水の解離度が約10－7と

なることなどの、水自体が非常に活性な状態にあるこ

とも、特徴の一つと考えられている18）。

（3）木材の蒸煮爆砕処理物と下水汚泥との混合嫌気

性消化

当チームの開発した、木質に蒸煮爆砕処理物と下水

汚泥とを混合し嫌気性消化する方法の実験14）の一部を

紹介する。実験では、広葉樹、針葉樹、刈草のさまざ

まな強度毎の蒸煮爆砕処理による改質状況およびそれ

らの水抽出試料の有機物の性状を把握し、さらに、い

くつかの試料の回分式の嫌気性消化を行った上で、連

続式の嫌気性消化を行った。

蒸煮爆砕処理による改質状況について、木質チップ

は、蒸煮爆砕処理により効果的に微細化、低分子化さ

れた。また、それら蒸煮爆砕された物（以下、蒸煮爆

砕物とする）は、酢酸、ギ酸を含むようになり、低い

pHを呈した。刈草の蒸煮爆砕物は、木質の場合より

も溶解性の窒素とリンが10倍ほど多く含まれていた。

回分式嫌気性消化実験では、広葉樹、針葉樹、刈草

の蒸煮爆砕物は、いずれも下水汚泥と混合し、嫌気性

消化の原料と成り得るものであった。特に、広葉樹の

蒸煮爆砕物は分解性に優れ、混合消化に最も適してい

た。

図4-1：蒸煮爆砕処理前のヒノキの断面

（共に日本電熱（株）より提供）

図4-2：蒸煮爆砕処理後のヒノキの断面



連続式嫌気性消化実験においては、広葉樹（ブナと

ナラの混合物）チップ（幅：２～５cm、長さ：５～

10cm、厚さ：0.2～0.5cm程度）を、図4-3に示した蒸

煮爆砕装置（反応器容量30L、許容圧力４MPa）を用

い、２MPa-15分の蒸煮の後に、爆砕を行い用いた。

その蒸煮爆砕物を、固形物量比で下水汚泥に対して０，

0.25，0.5，0.75，1.0，1.25倍混合することを目標とし、

35℃にて50日間行った。汚泥滞留日数は、約28日で

あった。期間中の下水汚泥は、平均でTS33g/L、

VS/TSは0.79であった。

実験結果の一例として、実験期間中の平均的な消化

成績を図4-4に示す。実験系は、下水汚泥に対する蒸

煮爆砕物の混合比が大きいほど、累積消化ガス発生量

は多かった。また、いずれの系も酸発酵に陥らなかっ

たものの、消化汚泥のpHは蒸煮爆砕物の混合比が大

きなケースほど低い値を示しており、混合比が1.25の

ケースはメタン発酵が抑制される領域に近づいている

可能性が高く、実用上の混合比は１以下とする方が安

全と思われた。さらに、下水汚泥に対する蒸煮爆砕物

の混合比が大きいほど、消化液中のアンモニア性窒素

は、低減する傾向があった。一方で、消化液中には、

溶解性の有機性炭素とリン酸態リンが残存するが、そ

れらは、脱水工程の汚泥の凝集・調質に鉄塩を介在さ

せることで、脱離液から効果的に除去されることが示

唆されている。また、脱水汚泥の含水率は、下水汚泥

単独の場合のよりも低くなることが明らかとなってい

る。

現在、実用化へ向けて、下水道施設における機能阻

害の可能性などの実用上の課題の抽出や、安定的なバ

イオマス確保のための資源量調査、さらには草木バイ

オマスの季節的偏在への対応など、実用性向上のため

の検討を行っている。今後は、それら検討結果および

蒸煮爆砕処理に要するエネルギーの効率化を行い、実

用化に向けて完成度を高めたいと考えている。

５．簡易ガスエンジンシステム

（1）研究背景

全国には291箇所の下水処理場で嫌気性消化が行わ

れているが（平成18年現在）、そこから得られる消化

ガスが完全には利用されておらず、年間発生量の約３

割相当の96百万m3 10）が焼却されている。一般に下水

処理場は水処理・汚泥処理の過程で多くの電力を必要

としており、消化ガスによる発電を行えば下水処理場

のエネルギー自給向上・経営健全化に貢献するもので

あるが、現有のガスエンジン発電やマイクロガスター

ビン発電は、出力からみて相当に高価であり必ずしも

普及が進んでいない。

本問題を解決するために、土研では平成18～20年度

の期間にわたりライト工業（株）・（株）井上政商店と

共同研究を実施し、消化ガス発電機とその補機（コン

プレッサー・シロキサン除去装置）からなる消化ガス

エンジン発電システムを開発した19,20）。なお、シロキ

サンとは消化ガスに含まれている不純物で、燃焼時に

発生するシリカがプラグなどに付着して点火不良によ

るトラブルにつながるため対策が必要な物質である。

消化ガスの利用促進のためには廉価である必要があ

り、研究開発対象とする消化ガス発電機の開発目標は、

５年以内に採算が取れる価格帯とすることとした。

（2）開発プロセス
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図4-3：実験に用いた蒸煮爆砕装置 図4-4：下水汚泥に対する爆砕物の固形物
混合比と累積ガス発生量比の関係
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本共同研究では、以下の手順によって開発を行った。

まず、市販のディーゼル発電機をガスで稼動するよう

に改造を施した。次に、市販の工業用メタンガスと炭

酸ガスを混合して作成した人工消化ガスにより運転方

法の検討を行った。人工消化ガスによる安定した運転

を確認した後、山形県鶴岡市浄化センター内にエンジ

ンを設置して下水処理場で実際に発生する消化ガスを

使用して実験を行った。ここでは主にガスの供給圧力

と出力の関係を調査した。さらに、北海道函館湾流域

下水道函館湾浄化センター内にエンジンを設置し、長

期間の連続実験を行った。

（3）鶴岡市浄化センターにおける実際の消化ガスに

よる稼動実験結果

人工消化ガスによる実験結果から、実際の消化ガス

を燃料として利用できる可能性が見いだせたため、実

際の処理場で発生している消化ガスを用いた稼動確認

実験を実施した。さらに、実際の消化ガスのみで始動

が可能かどうか実験を行った。実験は、ガスの供給圧

力を0.4，0.3，0.2，0.15，0.1，0.08，0.06MPaと順次低

下させ行った。

図5-1に供給ガスの元圧と発電できた最大の電力値

を示す。周波数は50Hz、電圧は200Vである。0.4～

0.06MPaまでのいずれの元圧条件下でも、エンジンは

始動することができた。しかし、元圧が0.1MPa未満

では、発電のために回転数を高めるとエンジンが停止

した。元圧が0.2MPa以下では発電電流はガスの供給

量によって制限されており、0.3MPa以上では排気ガ

ス温度の上限値によって制限されていた。電流負荷と

燃料消費量の関係は図5-2のように一次関数で示され

た。電流を流していない時でもエンジンの駆動の為に

燃料を約５Nm3/hで消費していた。エネルギー効率は

高出力であるほうが良く、60Aの負荷を与えると20％

を超えていた。

（4）函館湾浄化センターにおける連続稼動実験の結果

鶴岡市浄化センターにおける１週間程度のフィール

ド実験により、実際の消化ガスを対象としたエンジン

図5-1：供給ガスの元圧と最大発電電流 図5-2：電流負荷と燃料消費量

図5-3：発電機長期間連続運転日平均値データ（10/9～11/19）



システムとしての実用化の可能性が見いだせたため、

本システムが長期間の連続稼動に耐えうるかどうか確

認を行うために、実験を実施した。

長期的な性能を確認したところ、図5-3のようにエ

ンジン回転数平均値はほぼ一定回転数となっており、

周波数は安定していた。電圧の平均値も安定しており、

人為的な要因を除くと、安定して電力を供給すること

ができた。排気ガス温度は実験期間を通じて570℃以

下であった。

発電機性能を評価する上では、電圧変動率、周波数

変動率が重要となる。２秒毎での変動を見ると、運転

安定時においても電圧は232.3～173.1Vで変動してお

り（図-5.4）、これは「電力品質確保に係る系統連系

技術要件ガイドライン」21）に示されている202±20V

の基準値の幅を超えていることから、そのままでは系

統連系ができない。電圧変動率に関しては、市販の発

電機に対して劣っているものの、誘導電動機（モー

ター）やコンデンサ、電灯類についてはJISによって

許容電圧変動幅が±10%となっており、電圧変動の影

響が少ない機器については利用が可能であると考えら

れた。但しインバータで整流すればすべての機器を単

独運転することは可能となる。周波数（回転数）の変

動については、公共建築工事標準仕様書（電気設備工

事編）22）に記されている、調速機の定格回転速度の±

５%の基準値を満足していた（図-5.5）。

（5）コスト分析

開発目標で述べたように、余剰消化ガスの利用を推

進していくためにはその利用コストが市場的に流通し

うるものでなければならない。本研究では土木工事等

の現場で用いられているディーゼルエンジン発電機

50kVA（50Hz）を購入し、必要な改良を重ねてきた

が、このときの改造経費は約200万円であった。した

がって、販売価格を想定すると、図5-6に示すディー

ゼルエンジン発電機の価格に改造経費を加算し、さら

に、これに実用化研究経費回収相当額、利益等を考慮、

加算した額が販売価格となる（図5-6の○印）。ここで

示す図のディーゼルエンジン発電機の価格はカタログ
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図5-4：実験期間中の電圧の頻度分布（2秒毎） 図5-5：実験期間中の周波数の頻度分布（2秒毎）

図5-6：開発ガスエンジンのコスト試算結果
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値であり、実際に企業等が製品化する場合は、発電機

等の購入販売価格は交渉となることから、カタログ値

よりも下がる可能性もある。

以上を考慮すると開発したガスエンジン発電機は、

当面の開発目標である５年以内に採算が取れる可能性

が高く、廉価な消化ガスエンジン発電システムの開発

の目処が立ったと考えられる。

なお、本システムは、（株）大原鉄工所によりさら

に実用化研究が進められ、製品化されている。

６．おわりに

今後、地球温暖化対策を更に強化していく上で、エ

ネルギーポテンシャルの大きい草木系未利用バイオマ

スや、生ゴミ、畜産系廃棄物等の廃棄物系バイオマス

をどのように活用していくかが大きな鍵となる。下水

道分野では、下水処理場の施設ストックを活用するこ

とでこれらのバイオマスの受け入れが可能であり、こ

れは施設整備・管理の面から見ても効率的であること

から、現在、十分に利用が進んでいないこれらのバイ

オマス利用に不可欠な方策の一つであると言える。

土研リサイクルチームでは、上記のような観点から、

今後も引き続き下水道システムを活用した効率的な地

球温暖化対策の実現に寄与するための研究開発を実施

していく予定である。
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下水汚泥溶融スラグとはなんですか？

下水汚泥又はその焼却灰を1200℃以上の高温

で完全な融解状態に溶融し、冷却固化して得

られるものです。溶融スラグは、有害成分の溶出等が

ない安定した物質です。

下水汚泥以外の溶融スラグはありますか？

一般廃棄物、産業廃棄物等の溶融スラグがあ

ります。また、鉄鋼の製造過程の副産物とし

て発生する鉄鋼スラグもあります。

溶融スラグにはどの様な性状のものがあるの

ですか？

溶融スラグは、冷却固化方法によって、「水

冷スラグ」、「空冷スラグ」、「徐冷スラグ」に

分類されます。

水冷スラグは、融解した下水汚泥等を水中に投入し

て、急速に冷却・固化したもので、ガラス質・砂状の

形態で、強度的には脆いものになります。

空冷スラグは、融解した下水汚泥等に空気を当てる

か自然空冷したもので、ガラス質・小石サイズの形態

で、強度的には水冷スラグより強いものになります。

徐冷スラグは、融解した下水汚泥等を温度管理しな

がら時間をかけて冷却したもので結晶が成長すること

から結晶質・岩石状の形態で、強度的には水冷スラグ

や空冷スラグより強いものになります。

但し、一般的に徐冷スラグは、設備のコストが高く

なります。

年間全国でどの位の溶融スラグが発生するの

ですか？

平成20年度実績で、ごみ由来の溶融スラグが

82.8万t、下水汚泥由来の溶融スラグが3.8万t

で、合計86.6万tです。

下水汚泥の溶融炉はどれくらいあるのです

か。

平成20年度実績で、18施設です。ごみ由来の

施設は197施設あります。

下水汚泥を溶融スラグにするメリットはなん

ですか？

生成物を減量化できます。焼却では含水率

80％程度の脱水汚泥が体積約1/8の焼却灰に

なるのに対し、溶融スラグにすると脱水汚泥の体積が

約1/15になり、最終処分地の延命化が図れます。また、

溶融スラグは有害成分の溶出等がない安定した物質の

ため、そのままの状態で建設資材等に有効利用できま

す。

どの様なものに有効利用できますか？

道路用骨材、コンクリート用骨材、管渠基礎

材、埋戻材等に利用されています。また、溶

融スラグに色を付けて、有効利用している事例もあり

ます。

溶融スラグに基準はありますか？

溶融スラグには、

JIS  A  5031

一般廃棄物、下水汚泥又はそれらの焼却灰を溶融固

化したコンクリート用溶融スラグ骨材

JIS  A  5032

一般廃棄物、下水汚泥又はそれらの焼却灰を溶融固

化した道路用溶融スラグ

があります。

下水汚泥溶融スラグの基礎

キーワード：スラグ、基礎
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溶融スラグを有効利用するための重要な関

係先はどこですか。

環境行政機関と道路行政関係機関が特に重

要です。

引用：（社）日本産業機械工業会

（大阪市建設局　安田　冬時）

関係する法令は何がありますか。

溶融スラグは、有効利用せずに処分する場

合、産業廃棄物になるので、「廃棄物の処理

及び清掃に関する法律」との関係は重要です。また、

法令だけでなく環境省からの通達等も重要です。
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１．はじめに

札幌市東部スラッジセンターは、札幌市の中心部を

流れる豊平川の右岸地区にある豊平川・厚別・東部水

再生プラザ（下水処理場）で発生する汚泥を圧送管に

より集め、濃縮・脱水・焼却を行う施設である。当公

社は、運転を開始した平成19年９月から当センターの

総括管理の業務を札幌市から受託している。

当センターは集中処理施設であり、設備の故障等に

よる停止は札幌市の下水処理全体に重大な影響を与え

る恐れがあるため、当公社では、予防保全的な視点か

ら計画的に点検や整備を行うとともに、同様に総括管

理している西部スラッジセンターとの運転情報の共有

や相互の連携を図り、不測の事態にも迅速に対応でき

るよう常に危機意識を持ちながら施設の運転管理に努

めている。

また、日々の運転においては、主に次に示す事項に

留意し、効率的で安定した運転を目指している。

①処理する汚泥の性状、量

②脱水機、焼却炉など主要機器設備の運転特性

③周辺環境に排出する排ガスの量、濃度

④隣接する東部水再生プラザに返送する排水の量、

濃度、温度

⑤有効利用する焼却灰の性状、量

本稿では、上記のうち①の汚泥性状の季節変動と②

の焼却炉の運転状況について積雪寒冷地という視点か

ら報告する。ちなみに札幌市においては階段式ストー

カ炉の40年の実績はあるが、循環式流動焼却炉は初め

て導入した設備である。

２．東部スラッジセンターの概要

東部スラッジセンターの脱水施設は、重力濃縮した

汚泥（平均含水率97.0％）に高分子凝集剤を添加し、

横型遠心脱水機（50m3/時×３台、脱水汚泥の平均含

水率74.2％）による脱水方式を採用している。焼却施

設は循環式流動焼却炉（150ｔ/日×２炉）を採用して

おり、この方式は、脱水汚泥の予備乾燥を必要とせず

構造がシンプルであり、また、熱媒体である流動砂を

炉内で循環させることで炉内温度が均一化し、安定し

た運転が可能となる。発生する焼却灰は、現在、全量

セメント原料に有効利用しているが、新たな有効活用

についても調査を進めている。なお、設備はすべて冬

季の積雪、－20℃近くになる気温を考慮して屋内に設

置されている。

iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii

積雪寒冷地における循環式流動焼却炉の
運転状況について

財団法人札幌市下水道資源公社

下水道事業課長 澤田　　稔

キーワード：汚泥焼却炉、脱水汚泥、流動砂

写真－１　東部スラッジセンターの全景

現場からの

声
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３．循環式流動焼却炉の概要

焼却施設のフローを図－１に、焼却炉の概略図を

図－２に示す。焼却炉は燃焼室、サイクロン、ループ

シールから構成されている。流動砂は一次燃焼空気に

より、炉底部から燃焼室上部へ吹き上げられ炉内は激

しい攪拌状態になる。さらに、炉側面より二次燃焼空

気が吹き込まれ脱水汚泥は、速やかに乾燥・焼却し微

細な焼却灰となる。焼却灰と流動砂はサイクロンによ

り分離され、流動砂はループシールを経て炉内へ戻さ

れる。

また、焼却炉は燃焼室の上部温度が一定になるよう

に制御し、脱水汚泥の燃焼だけで上部温度が維持でき

ない場合には補助燃料であるＡ重油を使用し設定温度

を保つように制御している。

一方、サイクロンで分離した焼却灰は排ガスととも

に後段の排ガス冷却塔と除塵装置で捕集され、灰ホッ

パに貯留される。排ガスは排ガス処理塔で処理した後、

排気塔から大気に放出される。

４．雪が降ると重油使用量が増える？

（１）汚泥性状の季節変動と重油使用量について

当センターで処理する汚泥は、合流式処理場の汚泥

（受入汚泥固形物量比で約64％を占める）が含まれる

ため、季節によって汚泥性状が顕著に変動し焼却炉の

運転に影響を与える。降雨がある夏季は、無機分の流

入により強熱減量が低下することで、脱水性が向上し

脱水汚泥の含水率が低下する。一方、冬季は積雪と路

面凍結によって雨水流入量がなくなるため強熱減量が

上昇し、脱水性が悪くなり含水率が上昇する傾向があ

る。

運転開始から１年半の期間の補助燃料（Ａ重油）の

使用量を図－３に示す。運転開始から半年の冬季は使

用量が多かったが、５月以降の夏季は使用量が低減し、

１ヶ月のうち半月近く重油が不要となる自燃状態と

なった。また、12月以降の冬季は、再び使用量が増加

する結果となった。

図―１　焼却施設フロー図
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図－２　循環式流動焼却炉の概略図



５．おわりに

冬季における焼却炉の運転では、一般に外気温が低

いことによる焼却炉の放熱量の増加や燃焼空気の温度

低下による出熱の増加など熱収支上不利になり、補助

燃料の使用量は増加する。当センターにおいても、同

様に外気温の影響を受けるが、さらに季節的な脱水汚

泥や流動砂の性状変動が補助燃料であるＡ重油の使用

量に大きく影響を与える結果となった。

今後についても補助燃料の低減や維持管理費用の削

減を図るため、施設の運転に影響を及ぼす様々な要因

を調査・解析し、効率的で安定した運転を目指すとと

もに、温室効果ガスの排出抑制に積極的に取り組んで

いきたいと考えている。
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（２）流動砂の季節変動と重油使用量について

流動砂は二酸化ケイ素を主成分とする「けい砂」を

使用しており、ＪＩＳ規格によって粒度分布が決まっ

ている。当センターでは、脱水汚泥性状の季節変動の

ほか、流動砂の炉内における形態・物性の季節的変動、

すなわち汚泥中に含まれ炉内へ持ち込まれる砂（持込

砂）の割合と、流動砂の粒径増大が重油使用量に影響

を及ぼすことが判明した。

炉内の流動砂の量は、常に一定量になるように自動

的に調整されるが、冬季は持込砂がほとんどないため

炉内からの抜き出しがない。その間、炉内を循環して

いる流動砂に写真－２のとおり汚泥中に含まれるリン

等の成分が徐々に付着し粒径が増大する。流動砂の成

分分析結果を図－４に示す。粒径が増大すると炉内を

循環し難くなることから一次燃焼空気量を増やす必要

があり、その影響を受けて重油使用量が増加する。対

策として、流動砂を一定量引き抜き、新砂を補充して

いる。一方、夏季は汚泥に含まれる持込砂の量が多く、

流動砂の抜き出しが頻繁に行われる。そのため、適度

に粒径分布が保たれ、脱水汚泥含水率の低下とあい

まって自燃運転となる。

図－３　補助燃料（Ａ重油）月別使用量の実績

写真－２　リンが付着した炉内の流動砂

図－４　流動砂の成分分析結果
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大気中の二酸化炭素（CO2）や温室効果ガス（GHG）
のレベルは産業革命以降劇的に増加した。大気中CO2
やGHGの濃縮は、例えば平均気温の上昇、海水面の
上昇のような様々なマイナス影響を生みだした。従っ
てこれらのガスの大気中レベルを低下させる実行可能
な方法の開発に関心が高まっている。これらの戦略の
ひとつとして下水汚泥を農地に施用し、土壌有機炭素
（SOC）プールの増加によって炭素隔離を増やすこと
に関心がもたれているが、SOCプールに対する下水汚
泥施用の影響（プラス面あるいはマイナス面）には多
くの不確かさがある。
本研究はSOCプールに対する下水汚泥施用の影響を

調べるため、スペインの異なる地域60か所の農地土壌
（0－30 cm層土）を用い、実験室アプローチを試みた。
採取土壌は、風乾して２mmのふるいにかけ均質化し
て、都市下水処理場から入手した下水汚泥（50 t ha－1

等価量）を混合し、長さ30 cm、直径12 cmのPVCカ
ラムに充填した。下水汚泥はEC：4.9 mS cm－1、ケル
ダ―ル窒素：58 g kg－1、OC：234 g kg－1である。重金
属（Cd、Cr、Cu、Ni、Pb、Zn）は土壌施用に関す
るEU（欧州委員会）指令86/278/EECの規制値以下で
あった。カラムは容水量（WHC）60 ％とし、室温
（22±２℃）に６ヶ月間置いた。試験開始２、４およ
び６カ月後に25 l m－2の水を加え、降雨が不足する乾
燥地帯の農地条件をシミュレートした。試験終了後土
壌試料は風乾、粉砕して均質化しSOC測定に用いた。
下水汚泥施用による変化をみるために最終のSOCレベ
ルと当初のレベルを比較した。SOCレベルの変化を初
期値に対する割合（100×当初と最終のSOC量の差/当
初のSOC量）で示した。得られた値から、ピアソンの
相関係数および主成分分析（PCA）を用いて特性の
役割を評価した。主成分（PC）は、バリマックス回
転を施し、最初の土壌特性および最終SOCの負荷量に
より解釈した。

下水汚泥施用の結果、６カ月後には一般的にSOCレ
ベルが増加した。しかしながら、初期においてSOCが
15 g kg－1を超える土壌のSOCレベルは、下水汚泥施用
によってわずかに増加あるいは減少した。下水汚泥施
用により60か所の土壌のSOCレベルには、3.8 g kg－1の
増加から4.6 g kg－1の減少までみられ、平均では1.7±
1.6 g kg－1の増加であった。当初レベルに対するSOC
レベルの変化の割合は、119％の増加から25％の減少
におよび、平均では37±31％の増加であった。最終的
なSOCレベルと当初の土壌特性との間で相関を調べた
ところ、当初のSOCレベルとの間では高い相関（r：
0.953）を示したが、他の土壌特性と最終のSOCレベ
ルとの間の明らかな相関は、窒素（r：0.911）を除い
て認められなかった。最終のSOCレベルと当初の
SOCレベルとの間の密接な関係は、主成分分析
（PCA）においても確認された。また同様に窒素レベ
ルについても高い相関が確認された。
本試験は短期試験であり、下水汚泥の施用にともな

うSOCは、土壌の確定的な炭素の貯留ではないので無
機化されることが推定され、さらに圃場試験と比べ、
温度とWHCがコントロールされた実験室アプローチ
であったが、下水汚泥からの炭素の貯留に関して興味
深い傾向が示された。すなわち、供試した農地土壌の
多くでは、下水汚泥の施用により土壌中のSOCレベル
が増加し、これらの土壌は下水汚泥からの炭素を貯留
できる潜在力を持っていることを示した。その潜在力
は、当初のSOCレベルが低い土壌で顕著であった。当
初のSOCレベルが高い土壌では、下水汚泥施用により
SOCレベルの減少もみられ、もともとのSOCが分解
されていることを示した。分解（有機物の無機化）に
は微生物の役割が大きいことについて文献を示して論
じている。
以上、60か所からの農地土壌に下水汚泥を施用した

カラム実験の結果、大多数の土壌において下水汚泥施
用が短期間のSOCプールに寄与したことから、短期炭
素貯留に対する農地土壌の潜在力が示されたが、SOC
レベルの高い土壌については、SOCが分解し、CO2を
生成するので、下水汚泥施用にあたっては注意が必要
であると述べている。また、下水汚泥施用後の炭素の
貯留は初期SOCレベルに支配されており、その他の土
壌特性は関与していなかったと述べている。
（東京大学大学院農学生命科学研究科　後藤　茂子）
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異なる地域の多様な農地土壌における短期間の
炭素隔離に対する下水汚泥施用の寄与

文献紹介

Contribution of a sewage sludge application to
the short-term carbon sequestration across a
wide range of agricultural soils.
Soriano-Disla, J. M., Navarro-Pedreño, J. and
Gómez, I.
Environ Earth Sci., 61, 1613－1619 (2010)
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本研究は、都市の下水処理場の汚泥を道路築堤の植
生回復に用い、1）道路築堤の土壌特性に対する下水
汚泥の影響、2）築堤へ放水撒播するスラリー・ミッ
クスとしての下水汚泥使用の可能性、3）築堤に放水
撒播された植物種の成長およびそれらの経時的変化を
調べたものである。
試験は、2007年４月から2009年４月までスペイン南

部のハエン州のハイウェーに６つのプロット（各々切
り開いた斜面および盛り土の斜面ひとつずつの築堤で
構成）を設けて行った。傾斜は２H：１Vである。試
験期間中の気候パラメーターは測候所の温度と降水量
のデータを用いた。
各プロットの土壌および植物には従来の放水撒播プ

ロセスの中で、異なる下水汚泥量を与えて植生回復試
験を実施した。６つのプロットのうち２つは対照で、
完全な無処理および従来の放水撒播処理で、下水汚泥
は使用していない。他の４つのプロットには下水汚泥
を与えた。与えた量は、50、200および400 g/m2（乾燥
物）、下水汚泥の乾燥物含有量は7.41％である。この
下水汚泥量の異なる３つのプロットに３段階で放水撒
播した。第一段階は、下水汚泥を放水撒播したが、液
体状態の下水汚泥の一部がスプレー容器の底に沈殿し
たため、数回吹きかけた。実際に与えた下水汚泥量を
同じ面積および密度の正方形の織物を各プロットに置
いて確認した。第二段階は、従来の方法で2000 m2あ
たり種子：70 kg。水：5,000 L、被覆のための泥漿：
160 kg、肥料：100 kg、安定剤：1.5 kgを含むスラ
リー・ミックスを築堤に放水撒播した。第三段階は、
2000m2あたり、被覆のための泥漿：320 kg、水：3000L
を築堤に吹きかけ、土壌表面を泥漿で覆って、細かな
物質が土壌中でかたまりにならないよう、また水が下
に浸透できないようにした。残りの１つのプロットは、
従来の放水撒播をせず、下水汚泥（400 g/m2）および
種子（35 g/m2）を築堤に撒き、その後他のプロット
と同様に水と被覆のための泥漿を放水撒播した。
土壌のモニタリングの一部として、耕種的パラメー

ターおよび土壌の重金属含有量を試験当初に分析し

た。盛り土の築堤斜面には表土があったが切り開いた
築堤斜面にはなかったため、耕種的パラメーターには
違いがあった。下水汚泥は築堤の土壌に比べ、フルボ
酸（土壌：１%未満、汚泥：７%）、フミン酸（土
壌：１%未満、汚泥：8.4 %）、C/N比、有機物含有量
などいずれの耕種的パラメーターも良い結果であっ
た。逆に重金属は下水汚泥で高い含有量であったが、
EC指令よりも低かった。
別の分析パラメーターは植生被覆に係わるものであ

る。現地での視覚調査をもとに、各プロットの写真を
ARCMAP（地理情報システム）でラスター化し、イ
メージのピクセル数の合計とし、各外観をラスターイ
メージ上で調べ、各プロットの植生被覆率（％）を計
算した。
２年後の２つの築提土壌の分析結果は当初の結果と

比較して、銅およびクロム含有量がすべてのプロット
で減少した。他の重金属には明らかな違いは認められ
なかった。銅とクロム含有量の減少は水分による土壌
中の可給態の増加と植物による吸収の結果と思われる
が、これらの土壌中含有量はEC指令以下であった。
耕種的パラメーターは、下水汚泥施用により土壌の腐
植抽出物、有機態炭素および有機物含有量が高まり、
植物成長に必要な栄養素がより大きな割合で存在し
た。
非常に興味深いことに、２年後の植生被覆植物の

90％が放水撒播に含まれていなかった種で、最も多い
種はシロガラシ（Sinapis alba）だった。シロガラシ
より割合は少ないが、放水撒播された被覆植物も繁茂
した。植生被覆率は２つの対照プロットよりも下水汚
泥施用プロットにおいてより高かった。概して盛り土
の築提斜面は切り開いた斜面よりよい結果を示し、表
土がある築堤での植生被覆の方が表土のない築堤より
も回復率が高いことが確認された。また、より高い下
水汚泥量のプロットで築堤の植生被覆がより良好で
あった。
以上の結果は、道路築堤の植生回復における有機性

補助資材としての下水汚泥の有効性を示した。さらに
最適な下水汚泥施用が放水撒播プロセスの中で、スラ
リー・ミックスとして使用できることを示した。筆者
らは公共の道路工事に使用される同じ方法で下水汚泥
を施用することができることから、その作業に対する
費用と時間に問題はなく、その実行性は高いと考えら
れると述べている。
（東京大学大学院農学生命科学研究科　後藤　茂子）
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下水汚泥使用による道路築堤の土壌および
植物による被覆性の向上

文献紹介

Evolution of the Soil and Vegetation Cover on
Road Embankments after the Application of
Sewage Sludge.
Ferrer, A., Mochón, I., De Oña, J. and Osorio, F.
Water Air Soil Pollut., 214, 231－240, (2011)
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重金属汚染土壌で生育した作物は可食部中に重金属

を蓄積する。農地の重金属汚染は、重金属を含む鉱工

業廃水の影響や汚泥の施用などに起因することから、

発展途上国の都市近郊の農地は、重金属汚染のリスク

が高いと考えられる。本論文の著者らは、発展途上国

の都市近郊で栽培される作物の重金属リスクに関する

データを蓄積する目的で、東アフリカで栽培されてい

る葉菜類による重金属の吸収試験を行った。その結果

から、熱帯の葉菜と温帯の葉菜における重金属吸収の

差異、重金属の吸収モデルの適合性、イギリスで用い

られている「CLEA」モデルのようなリスク評価モデ

ルの適合性、簡単な土壌のスクリーニングツール（た

とえば0.01M塩化カルシウム抽出）による葉菜類の金

属吸収量予測、について検討した。

実験１では24種類の葉菜類を栽培し、Cd濃度の高

い５種類を選抜して実験２に使用した。実験２では、

重金属濃度の異なる８地点の下水汚泥施用土壌を使用

し、40処理（８土壌５品種）の５反復によるポット試

験を実施した。葉菜類は出芽１週間後にポットへ移植

し、26日間温室内で栽培した。土壌の可給態の重金属

量は0.01M塩化カルシウム抽出により測定した。根圏

の土壌溶液はRhizonサンプラーで採取した。葉菜類

の重金属濃度Mvegは、Houghら（2004）によって提

案された漸近式でモデル化した。

［Mveg］＝k1（M）/（1+k2（M）+k3（H+））

ここで、k1、k2、k3は作物に固有の定数、（M）は

モデル１からモデル４を適用した。

モデル１：土壌中の重金属の全濃度（mg kg－1）、

k3＝０

モデル２：0.01M塩化カルシウム抽出濃度（mol L－1）

モデル３：根圏の土壌溶液中の濃度（mol L－1）

モデル４：WHAMで求めた土壌溶液中の重金属イ

オンの活量（mol L－1）。

実験1における葉菜類のCd濃度は、0.13～3.34mg kg－1

の範囲にあり、25倍以上の開きがあった。概して、熱

帯産葉菜のCd濃度は温帯産葉菜より高い傾向にあっ

た。

実験２で使用した土壌の重金属濃度（mg kg－1）は、

Cdが1.54～39.1、Niが38.5～393、Cuが70.1～880、Zn

が225～2290、Pbが102～687、Baが367～1580、Crが

68.3～1650であった。葉菜類のNi、Cd、Zn濃度は土

壌中の濃度が高いほど高くなる傾向にあったが、Cu、

Pb、Baについては、土壌中の濃度をあまり反映して

いなかった。

葉菜中の重金属濃度と土壌中濃度との関係をモデル

１からモデル４によって近似した結果、Cdについて

はモデル２が最もよく適合し、次いでモデル４、モデ

ル３、モデル１の順であった。他の重金属についても

概してモデル２が最もよく適合した。すなわち、熱帯

産葉菜類の重金属濃度予測には、0.01M塩化カルシウ

ム抽出のよる土壌中重金属の評価方法が最も適してい

ると判断された。モデル１はどの重金属においても予

測値と実測値の残渣の相対標準偏差が大きく、重金属

濃度の予測モデルとしては不適切と考えられた。モデ

ルを単純化するため、５品種すべてに同じパラメータ

（k1、k2、k3）を設定してモデル２を適用したところ、

Cd濃度の高い領域で不適合が目立つようになった。

すなわち、熱帯産葉菜として統一的に扱うには、他の

アプローチが必要であると考えられた。

イギリスのリスク評価モデル（CLEA）では、葉菜

類の場合の移行係数は5.2×10－2、水分率は90.4%を使

用する。CLEAによるCd濃度予測値と実測値を比較

すると、Cd濃度の低い領域では両者の値は比較的よ

い一致を示したが、Cd濃度の高い領域では予測値が

過大になる傾向が認められた。水分換算を90.4%とい

う一定値ではなく、個々の葉菜類の水分を使うことに

より、CLEAモデルによる予測値は実測値に近づいた。

以上の結果より本論文の著者らは、CLEAなどの予

測モデルは、モデルのパラメータを設定するときに用

いられた作物の範囲内であれば合理的な予測値を導く

が、地域の固有種に対しては、１桁程度の誤差を招く

ことがありうると結論している。

（農業環境技術研究所　川崎　晃）
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下水汚泥を施用した土壌で栽培した
熱帯産野菜による微量金属の吸収
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嫌気性消化の維持管理指標の一つとして、鉄（Fe）、

コバルト（Co）、ニッケル（Ni）等の重金属類濃度が

挙げられる。これらの重金属類が不足すると微生物の

増殖が抑制され、嫌気性消化が阻害されると言われて

いる。嫌気性消化におけるバイオガスの発生はその約

７割が酢酸資化性メタン生成菌を経由しており、酢酸

資化性メタン生成菌にとってはこれらの重金属類が増

殖に係る必須元素であると言われている。

このように、嫌気性消化における重金属類添加の重

要性については数多くの報告がなされているものの、

これら重金属類の添加により、嫌気性微生物、特に酢

酸資化性メタン生成菌に阻害を及ぼす可能性があるか

どうかについては報告されていない。

本調査の目的は、正常に稼動しているA嫌気性消化

タンク（消化日数18日）および10年以上消化タンクを

清掃しておらず、沈砂等の堆積により消化日数（消化

日数18日）が不足していると考えられるB嫌気性消化

タンクの消化汚泥を対象として、回分試験によるFe、

Co、Ni、微細金属溶液、重金属類溶液および微細金

属・重金属類の混合溶液の添加によるバイオガス発生

量の影響を評価した。

回分試験では165mLのセラム瓶に45mLの消化タン

ク内汚泥を投入し、対照系（添加なし）と、酢酸不足

による反応阻害を回避するために、対照系以外のサン

プルに酢酸カルシウム（5,000mg/L）を添加した。添

加剤はFe（50－ 400mg/L）、Co（1－ 10mg/L）、Ni

（0.1 － 0.5 mg/L）、微細金属溶液、重金属類溶液およ

び微細金属・重金属類の混合溶液、酵母抽出溶液（20

mg/L）とし、サンプル容量は蒸留水にて60mLに調

整した後、35±２℃の恒温室で実験を行った。

実験の結果、実験開始30日後におけるサンプルAと

サンプルBの対照系では、累積メタンガス発生量がそ

れぞれ42mL、71mLであった。このことからB消化タ

ンクの消化汚泥には未反応分の有機物が多く含まれて

いると推察され、B消化タンクは沈砂等によりタンク

容量が減少しているものと考えられる。

Feを添加した実験では、サンプルAの場合、Feを

添加してもメタンガス発生量はほとんど変わらなかっ

たものの、サンプルBでは、Fe添加量の増加に伴い、

メタンガス発生量が減少した。同様の傾向がNi、Co

添加の場合も確認された。このことから、嫌気性消化

反応に阻害がある場合、Fe、Co、Niの添加が嫌気性

消化反応に悪影響を及ぼす可能性があることが示唆さ

れた。また、Coの添加量が10mg/Lの場合、サンプル

Ａにおいて、メタンガス発生量の大幅な阻害が確認さ

れた。しかしながら、サンプルＢにおいては同様の傾

向が確認されなかったため、本挙動については更なる

検証が必要である。

微細金属溶液、重金属類溶液および微細金属・重金

属類の混合溶液を添加した実験の結果、サンプルＡに

ついては、メタンガス発生量は変化なかったものの、

サンプルＢについては、メタンガス発生量が減少し、

微細金属溶液を添加した場合で14％のメタンガス発生

量が減少した。

酵母抽出溶液を添加した実験の結果、他の実験では、

酵母抽出溶液を添加することによりバイオガス発生量

が50％以上増加したとの報告があったが、本実験結果

では、僅かなメタンガス発生量の増加は確認されたも

のの、大幅な増加は確認されなかった。

以上のことから、嫌気性消化の必須元素と言われて

いるFe、Co、Niおよび酵母抽出溶液を添加しても、

大幅なメタンガス発生量の増加は確認されず、嫌気性

消化反応に阻害がある場合は、メタン発酵効率を大幅

に低下させる可能性があることが示唆された。Fe、

Co、Niの添加によるメタン発酵の挙動は、消化タン

クの運転状況、基質性状によって大きく変わる可能性

があるため、今後は、複数のサンプルによる実験を実

施することにより、Fe、Co、Niの添加によるメタン

発酵の挙動を確認する必要がある。

（日本下水道事業団　技術開発部　水田　健太郎）
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嫌気性消化における酢酸資化性メタン生成菌の
重金属類添加による挙動
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１．下水汚泥焼却灰の安定化処理技術

下水汚泥を焼却処理した際に発生する下水汚泥焼却

灰は、重金属類による環境安全性の問題（含有する重

金属類が地下水へ溶出する恐れがある）等により、埋

立場で最終処分されているのが現状である。そこで、

重金属類の溶出を防ぐため、金沢市環境技術顧問（金

沢大学名誉教授）、金沢市環境指導課、金沢市企業局

との産･学･官の共同研究で確立した技術が下水汚泥焼

却灰の安定化処理技術であり、下水汚泥焼却灰とキレ

ート剤（薬剤）を混練し、重金属類を安定化（不溶化）

する技術である。

２．安定化処理後下水汚泥焼却灰の環境安全性

環境安全性に対する評価は、溶出試験（※１）及び

含有量試験（※２）を実施し、環境省の定める「土壌

の汚染に係る環境基準（溶出基準）（環境庁告示第46

号）」及び「土壌汚染対策の指定基準（含有量基準）

（環境省告示第19号）」を満足するか否かを基に評価す

る。溶出試験及び含有量試験の結果（表－1、表－2）、

安定化処理後の下水汚泥焼却灰（以下、安定化処理後

下水汚泥焼却灰）は、全項目において環境基準値以下

であり、環境安全面を確保している。

※１）溶出試験　：重金属類が地下水に溶け出す量を分析

※２）含有量試験：重金属類が体内に溶け出す量を分析

安定化処理後下水汚泥焼却灰入り
アスファルト混合物について

キーワード：下水汚泥焼却灰、重金属、安定化（不溶化）処理、有効利用、アスファルトフィラー

E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E

E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E
E

EEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEE

EEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEEE

投 稿 報 告

写真－１　安定化処理後下水汚泥焼却灰

表－1 安定化処理前後下水汚泥焼却灰の溶出試験結果（抜粋）

株式会社　金沢舗道　生産部係長

大矢　昌樹
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さらに、過酷な環境下における環境安全性の評価試

験として、安定化処理後下水汚泥焼却灰における強酸

性状態安全性評価試験や強アルカリ性状態安全性評価

試験及び対熱安全性評価試験の結果（表－3）、また

安定化処理後下水汚泥焼却灰入りアスファルト混合物

における対紫外線安全性評価試験及び焼却灰入り舗装

から発生する粉塵の安全性評価試験の結果（表－4）

において、環境基準値以下の結果が得られており、過

酷な環境下においても安定化処理技術による安定化処

理作用が保持されていると考えられる。

表－2 安定化処理後下水汚泥焼却灰の含有量試験結果

表－3 過酷な環境下における安定化処理後下水汚泥焼却灰
の溶出試験結果

表－4 過酷な環境下における安定化処理後下水汚泥
焼却灰入りアスファルト混合物の溶出試験結果

写真－2 強酸性状態安全性評価試験状況

写真－3 強アルカリ性状態安全性評価状況

写真－4 対熱安全性評価試験状況

写真－5 対紫外線安全性評価試験状況
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３．安定化処理後下水汚泥焼却灰入りフィラー
の品質面

安定化処理後下水汚泥焼却灰をアスファルト混合物

製造時に使用するフィラーの一部とした際の品質面に

おいて、単体では（社）日本道路協会の定めるフィラ

ーとしての規格値（目標値）を満足していない項目が

あるが、全フィラー量の３割（フィラー：焼却灰＝

７：３）以下で配合することにより、規格値（目標値）

を十分に満足する。（表－5）

４．安定化処理後下水汚泥焼却灰入りアスファ
ルト混合物の品質面

マーシャル密度・安定度試験の結果（表－6）、高

温時におけるアスファルト混合物の耐流動性を評価す

るホイールトラッキング試験の結果（表－7）及び表

層用アスファルト混合物の耐摩耗性を評価するラベリ

ング試験の結果（表－8）、各特性値において一般の

アスファルト混合物と同程度の結果である。

また、カラー混合物においては、焼却灰の地色（茶

系色）をカラーアスファルト混合物製造時に用いる顔

料（着色材）として活用することにより、高価な顔料

の節約が可能となり、コスト縮減につながる。

写真－6 焼却灰入り舗装から発生する粉塵の
安全性評価試験状

写真－７　安定化処理後下水汚泥焼却灰入りフィラー 写真－8 リビルドアスコン施工直後

表－5 安定化処理後下水汚泥焼却灰入りフィラーの
品質試験結果

表－6 マーシャル密度・安定度試験結果

表－7 ホイールトラッキング試験結果

表－8 ラベリング試験結果
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５．安定化処理後下水汚泥焼却灰入りアスファ
ルト混合物の追跡調査

（１）施 工 時 期：平成17年５月下旬

（２）施 工 場 所：金沢市円光寺、観音堂地内

（３）全施工面積：約2500m2

（４）全使用合材量：約230t（焼却灰使用量は6.3t）

（５）追跡調査面積：【観音堂】340m2

【円光寺】195m2

（６）使用As混合物：【観音堂】

密粒度Ac（20F）t＝5cm

【円光寺】

排水性Ac（13）t＝5cm

粗粒度Ac（20）t＝7cm

As安定処理（25）t＝10cm

本現場における追跡調査は、施工後の「道路」とし

て供用された状態で、MCI（維持管理指数）評価によ

るAS舗装性能試験及びAS舗装溶出試験を実施した。

調査の結果、AS舗装性能試験においては、円光寺及

び観音堂ともに８以上と良好な値を示しており、「道

路」としての供用性に問題はないと考えられる。

また、AS舗装溶出試験においては、施工後５年経

過時においても環境基準値以下の結果が得られている

ことから（表－9）、長期的な環境安全性への影響が

少ないと考えられる。

６．今後の課題

現在、安定化処理後下水汚泥焼却灰入りアスファル

ト混合物は、製品名をリビルドアスコンとし、

NETIS登録（HR-080025-A）並びに石川県エコ・リサ

イクル認定製品となっており、平成20年度には石川県

金沢市発注工事において、工事特記仕様書に下水汚泥

写真－9 カラー混合物の施工直後

表－9 追跡調査結果（AS舗装溶出試験結果）

図－1 追跡調査区間舗装構成（円光寺,観音堂）
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焼却灰入りアスファルト混合物を原則使用するよう明

記されたが、その使用実績は少ない。このため、金沢

市内の下水処理場では年間約1,000ｔの下水汚泥焼却

灰が発生しているが、その全量を有効利用できていな

いのが課題として挙げられる。

今後も利用拡大のため、関係する諸官庁へのPRに

努めるとともに、品質、安全、コスト面及び「道路」

としての供用性評価に配慮し、平成17年度３月に策定

された石川県環境総合計画における下水汚泥の有効利

用率70％以上の目標達成に向けて取組んでいきたい。

また、安定化処理後下水汚泥焼却灰をアスファルト

フィラー以外の用途に活用できるような研究にも取り

組んでいきたいと考えている。

●問い合わせ先

㈱金沢舗道　生産部

大矢　昌樹　TEL(076)-223-4858

Ｅ-mail:oya @tk－g.co.jp

表－10 追跡調査結果（AS舗装溶出試験結果）
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１．はじめに

下水汚泥の有効利用は、これまで汚泥中の無機分に

着目したセメント原料化や改良土原料といったマテリ

アル利用が中心であった。

一方、汚泥中の有機分に着目したエネルギー利用は、

これまで消化ガスとしての利用が中心であったが、東

京都における下水汚泥の燃料化事業をはじめとして、

下水汚泥を固形燃料化して利活用するシステムの採用

が増えつつある。

しかし、その普及には、燃料化物の臭気抑制および

高い発熱量の残留、そして燃料化システムのエネルギ

ー消費低減が重要となる。

この課題の解決を目指して、独自の成形技術と表面

固化技術をバンド式乾燥機に組み入れた 「表面固化

式汚泥乾燥装置」が開発された。この表面固化技術は、

成形した脱水汚泥を約200℃の温風で熱処理して表面

に固化層を形成し、乾燥物の臭気と粉塵発生量の低減

を図るものである。また、比較的低温で乾燥するので、

脱水汚泥が保有する発熱量の多くは乾燥物に残留し、

さらに活用されていない廃熱を熱源として利用するこ

とでエネルギー消費の低減が可能である。

このような特長を有する表面固化乾燥による下水汚

泥の固形燃料化の検討について報告する。

２．表面固化乾燥の概要

表面固化乾燥技術はNEDOとの共同研究において開

発した技術で、この表面固化乾燥技術を適用した乾燥

装置については川崎市との共同研究で装置の実用化に

ついて開発を進めてきたものである。

図－１に示すように、表面固化乾燥技術は脱水汚泥

を成形した後、200℃の温風によりその表面に固化膜

を形成することで、乾燥物の臭気の発生や粉塵の発生

を抑制する技術である。

下水汚泥の表面固化乾燥による
固形燃料化

JFEエンジニアリング株式会社　都市環境本部　アクアプラント事業部

技術部　バイオマス技術室

松井　威喜

キーワード：汚泥、乾燥、燃料化、バイオソリッド
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図－１　表面固化乾燥技術の概要
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表面固化乾燥技術を適用した乾燥装置の概要を図－

２に示す。

本装置は、脱水汚泥を棒状に成形する成形機と、複

数段のバンド式乾燥機から構成される。

成形された脱水汚泥は、乾燥機に供給され、温風で

表面に固化膜を形成した後、さらに温風で所定の含水

率まで乾燥される。このとき、バンドの走行速度を調

整して乾燥機内部での滞留時間を変更することによ

り、乾燥汚泥の含水率を調整することができる。乾燥

後の温風は循環利用し、一部を蒸発水分の排出のため

排気する。

本装置により含水率80％の脱水汚泥を含水率10％ま

で乾燥させる際に必要なエネルギーは脱水汚泥１トン

あたり2.6GJで、非常に熱効率が高い。

表－１に乾燥排気の性状の測定例を示す。汚泥乾燥

装置から排出される乾燥排気は流動床焼却炉などの従

来の処理施設と比較しても、環境汚染物質や地球温暖

化物質の排出量が極めて低いことが分かる。

３．下水汚泥の表面固化乾燥による固形燃料の
性状

脱水汚泥を乾燥方式で固形燃料化することで、汚泥

が本来保有する可燃分を揮散させることなく、燃料価

値の高い固形燃料を製造することが可能となる。

特に表面固化式乾燥方式では有機分の揮散を低く押

さえることが可能であり、汚泥中の有機分の95％以上

を固形燃料とすることができる。

図－３に脱水汚泥を100としたときに製造される乾

燥汚泥と炭化汚泥の量を、図－４に各種固形燃料と乾

燥汚泥との比較を示す。

一方、乾燥方式による固形燃料は高温処理による炭

化方式で製造された固形燃料と比較して、貯留時の結

露等による水分を含むことで発酵が進み、可燃性ガス

を発生させることが懸念される場合がある。

そこで、表面固化式汚泥乾燥装置で製造した固形燃

料を「下水汚泥固形燃料化システムの技術評価に関す

る報告書(日本下水道事業団)」に準じ、可燃性ガスの

発生状況を試験した結果を表－２に示す。

図－２　表面固化式汚泥乾燥装置の概要

表－１　乾燥排気の性状の測定例

図－３　脱水汚泥からの製造量

図－４　各種固形燃料との比較

表－２　下水汚泥の表面固化乾燥による固形燃料の安定性



いずれのサンプルについても可燃性ガスの発生は僅

かであり、発酵による可燃性ガスの発生の可能性は低

いことが確認できた。

４．表面固化式汚泥乾燥装置の下水汚泥焼却設
備への適用例

下水処理場では、これまでにもエネルギー使用量の

削減、下水道資源の有効利用によるエネルギーの創出

のための多くの対策が行われており、多くの成果を収

めている。

しかし更なる下水道資源の有効活用が求められてい

ることから、下水処理場において十分に活用されてい

ないエネルギーとして、焼却設備の煙突からの白煙を

発生することを防止するために用いられる白煙防止用

空気に着目して検討を行った。

高温熱回収方式の下水汚泥焼却設備に表面固化式汚

泥乾燥装置を適用した例を図－５に示す。

一般的な、下水汚泥焼却設備における全入熱に対す

る熱エネルギーの排出状況の一例を図－６に示す。
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熱源として着目した白煙防止用空気は、下水汚泥焼

却設備から排出される熱エネルギーの21％と大きな割

合を占めている。

表－３に乾燥用として白煙防止用空気から回収可能

な熱量を確認するための試算を行った例を示す。

試算では、100T/日流動床焼却炉、流動空気温度

650℃、燃焼温度850℃、脱水汚泥含水率80％、強熱減

量70％、固形分発熱量16.7MJ/kgと仮定した。

表－３に示すように試算のケースでは、白煙防止用

空気から4,000MJ/hrの熱量を回収した場合でも、十

分に白煙の発生を抑制できることが確認された。

この白煙防止用空気から回収した廃熱を利用して、

30T/日の乾燥設備を設置するものとして試算を行っ

た結果を表－４に示す。

図－６　焼却設備からの熱エネルギーの排出

図－５　焼却設備への表面固化式汚泥乾燥装置の適用

表－３　白煙防止用空気からの熱回収（例１）

表－４　焼却設備の廃熱を利用した固形燃料製造
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試算に当たっては、脱水汚泥含水率80％、固形分発

熱量16.7MJ/kgと仮定した。

その結果、固形燃料を石炭の代替燃料として利用す

ることによるCO2の削減効果と、脱水汚泥を焼却しな

い事によるN2Oの削減効果を合わせると、年間約4,300

トンのCO2の排出削減につながることが確認された。

白煙防止用空気を廃止した場合、より多くのエネル

ギーを焼却設備から取り出すことが可能となり、さら

に多くのCO2の排出削減を図ることができる。

表面固化式乾燥装置を用いて製造する固形燃料は、

外部に供給することで化石燃料の代替として利用する

他に、補助燃料として焼却設備の燃費向上のために利

用することが考えられる。

これまでも焼却設備においては、廃熱ボイラーで熱

回収を行い、蒸気等の熱媒体と間接加熱式の乾燥機を

用いた乾燥方式や、熱交換器から高熱風（400℃～

500℃）を回収して脱水汚泥と直接接触させて乾燥す

る方式が採用されてきた。

これらの乾燥方式では高熱風や蒸気を回収するため

にエネルギーを多く必要とするので、燃焼空気温度を

600～650℃まで加温する高温熱回収方式との併用が困

難であった。

これに対して、表面固化式乾燥装置では熱源として

比較的低温（200℃）の熱風を使用するため、燃焼空

気温度を600～650℃まで加温する高温熱回収方式との

併用が可能となっている。

そこで表面固化式乾燥装置を高温熱回収方式の焼却

設備に適用することで、焼却設備の補助燃料の使用量

の低減を図ることを検討した。

表－５に乾燥用として白煙防止用空気から回収可能

な熱量を確認するための試算を行った例を示す。

試算では、100T/日流動床焼却炉、流動空気温度

650℃、燃焼温度850℃、脱水汚泥含水率80％、強熱減

量70％、固形分発熱量16.7MJ/kgと仮定した。

試算の結果、乾燥設備を設置して白煙防止用空気か

ら熱回収を行った場合であっても十分に白煙防止を行

うことができることが確認できた。

表－６に表面固化式乾燥装置を高温熱回収方式の下

水汚泥焼却設備に導入した場合の補助燃料削減量と

CO2削減量を試算した結果を示す。

高温熱回収方式の下水汚泥焼却設備において、白煙

防止用空気を熱源とした乾燥設備を導入することで、

補助燃料とCO2の大幅な削減を実現することができる

ことが確認された。

５．下水汚泥乾燥燃料の活用

集積する下水汚泥を活用することで、新たに創出し

たエネルギー・資源の活用による地球温暖化の防止

等、環境保全に貢献することを目指して、多くの自治

体で固形燃料化事業が実施され、また計画が進みつつ

ある。

現状、固形燃料の利用先としては石炭火力発電所が

中心となっており、受け入れ可能量も大きいことから

今後も利用先の中心となっていくと考えられる。

図－７に、電力事業として設置されている全国の石

炭火力発電所の分布を示す。石炭火力発電所は北海道

から沖縄まで幅広く立地していることが分かる。ただ

し、その立地は臨海部が中心であり、内陸部で製造さ

れる固形燃料の需要先としては必ずしも適さない場合

もありうる。

このように下水汚泥の燃料化事業を全国レベルでよ

り広範囲に進展させるためには、石炭火力発電所以外

の固形燃料の利用先の拡大が不可欠であると考えられ

る。

表－５　白煙防止用空気からの熱回収（例２）

表－６　焼却設備の廃熱を利用した補助燃料削減



日本国内における石炭の需要の中心は電力事業にお

ける燃料としての利用と、製鉄業における原料として

の利用となっているが、一般産業における発電やボイ

ラーの燃料としての利用も多い。

図－８に日本国内において燃料として用いられる石

炭の消費量をまとめた資料を示す。

電力事業における石炭の消費量は年間8,000万トン

を超える量であるが、一般産業で用いられる石炭の消

費量も3,000万トンを超える量となっており、固形燃

料の引き受け先として期待される。
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また、図－９に示すように一般産業用の石炭ボイラ

ーは電力事業における発電所と異なり、臨海部に加え

て内陸部に設置されているものもある。

固形燃料化事業をより広範囲で進展させていくため

には、これまでの電力事業者向けに加えて、一般産業

分野での固形燃料の引取先を幅広く確保していくこと

が重要となってくる。

これら内陸部の需要者への固形燃料の引取りを拡大

する上で、重要となる点として発生する焼却灰の処理

の問題が挙げられる。

現在、固形燃料として主に生産されている炭化汚泥

は、高温で熱処理されることで臭気が低く、安定性が

高いものとなっている。この反面、高温で処理される

ことにより汚泥中の有機分の多くがガス化するため、

燃料中の灰分の割合が高くなり、発生する灰の処分の

問題が生じ易くなる。

これまでの臨海部の発電施設では焼却灰の輸送に船

舶の利用が可能であり、汚泥中の灰分が問題となるこ

とは少なかった。

図－７　全国の石炭火力発電所の立地状況
coal market surveyより引用

図－８　産業ごとの石炭消費量
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今後、固形燃料の引取先を幅広く確保していくため

には、発熱量あたりの灰の発生量が比較的少ない乾燥

方式による固形燃料の特長が生かした燃料事業の実施

が期待される。

６．おわりに

下水汚泥については、埋立処分量を減量化すること

を最優先に緑農地利用や建設資材利用を推進してきて

おり、下水汚泥リサイクル率は平成18年度末で74％に

達する等、一定の進捗をみている。

バイオマスの視点からみると、下水汚泥は、量・質

ともに安定しており、しかも下水処理場で集中的に発

生していることから利活用に適したエネルギー資源で

あるが、下水汚泥中の有機分の多くはエネルギーとし

ての利用が十分とはいえない状況にある。

今後は、下水道の資源・エネルギーを活用した新エ

ネ対策として下水処理の過程で発生するバイオガスの

有効利用に加えて、下水汚泥の固形燃料化による石炭

代替によるCO2削減に注力されていくものと考えられ

る。

さらに、バイオマス燃料については全量買取制度の

導入が検討され、下水汚泥のエネルギー資源としての

活用がますます期待されている。

今後も、循環型社会の構築にむけて、下水汚泥の更

なる有効利用技術開発への取り組みをすすめていく必

要があると考える。

図－９　全国の石炭ボイラー（石炭・化学・化学繊維）の立地状況
coal market surveyより引用
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コ ラ ム

食と産業を支える機能を持つ都市資源“下水汚泥”

資源のない我が国において、豊富にあって枯渇することのない貴重な資源は、糞尿、即ち下水汚泥

である。大正時代まで、糞（屎尿）は“肥（こ）やし”と読まれていた。人糞は特に肥効の高いもの

である。食事で摂取した栄養素が体内への摂取率はほんの数％で、食物の95％以上の栄養素が糞尿と

して排泄されている。即ち食事の質＝糞尿の質として捉えられる。また人間の食品の質と安全性は保

健所で厳重に管理されているため、人間の糞尿は家畜糞尿よりも栄養価が高く安全性も極めて高い。

水処理の過程で、その成分は微生物の基質（餌）となり、菌体やその代謝成分へと変換される。その

ため、下水汚泥から製造された有機肥料は窒素、リンや微量要素のみでなく他の栄養成分に富み、品

質的には極めて優れている。下水汚泥由来の堆肥には菌体量は多く、細菌数は乾物１ｇ当たり100億個

を超えているものが多い。菌体成分が多い有機肥料は、品質の良さの証拠であり肥沃である。何故な

ら土壌中の微生物の菌体は、植物養分の貯蔵庫としての機能を担っているからである。下水汚泥は重

金属の含有率の高さのみが大きく喧伝され、肥料としての利用を阻んでいるのは、極めて残念なこと

である。重金属は植物の必須微量要素そのものである。我が国では微量要素を含まない化学肥料が偏

用され、多くの土壌は微量要素不足にある。下水汚泥の有機肥料はそれを解消する効果もあり、土を

健康にする貴重な肥料である。従って、有り余る都市資源“下水汚泥”は食を支える貴重な資源とし

て真剣に考慮する時代に突入したとの感を深くしている。

また、下水汚泥はカロリーが高いため、産業の“米”エネルギー源としての機能も併せ持つ。下水

汚泥の熱量は約4,000キロカロリー（kcal/kg）と、石炭の約6,000kcal/kgの７割近い熱量をもつ。これ

を燃料として活用は、既に実用段階に入っており製鉄及びセメント製造用の燃料として使用されてい

る。新規にガス化炉技術が開発され実用化の段階に入った。下水汚泥はバイオマスなのでカーボン

ニュウトラルのため、地球温暖化ガスCO2の排出はゼロと見なされるので、大量の化石燃料を使う業界

のメリットは大きい。しかし、燃料化に対して下水汚泥は、水分含量（70％前後）が高いために乾燥

にコストがかかること、栄養価が高いためにすぐに腐敗して悪臭を放つというデメリットがある。そ

のため、石油や石炭と異なり貯留ができない。我が国の下水汚泥のエネルギー利用ポテンシャルは、

原油換算で約100万KLと推定されているが、その利用は１割程度にすぎない。この事実から理解され

るように、得られるエネルギーとコストのバランスの崩れ、採算性が悪いことにある。より安価で効

率的な燃料にするために簡便・安価な新しい脱水及び悪臭防止技術の開発が待たれる。

もう１つ夢を語ると、活性汚泥微生物は、下水のリンを取り込みポリリン酸として細胞内に蓄積す

る。そのため活性汚泥にはポリリン酸が多量に蓄積されている。従って下水汚泥及びその焼却灰は、

リンを始め多くのミネラルが眠る巨大な都市鉱山（下水道鉱山）とも言える。特に濃縮されているリ

ンは、質及び量ともに輸入リン鉱石とほぼ同等であり、リン資源として高いポテンシャルを有する。

リンは肥料の外に、工業的には半導体材料、食品添加物、触媒、発火物及び消泡材など多くの用途が

ある。リン資源を全面的に海外に依存している我が国とっては、正に宝の山である。技術を進化させ

てリンを輸出産業にまで育成したいものである。他の資源として長野県諏訪湖流域下水道では、汚泥

焼却灰に金（Au）が見出されている。従って、選鉱技術の進歩により下水汚泥の焼却灰中の貴金属や

レアメタル等が得られる可能性も残している。

九州大学大学院　農学研究院　特命教授　　金澤　晋二郎
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第23回下水汚泥の有効利用に関するセミナー要領

【開催趣旨】

下水汚泥の再資源化・有効利用について、大学研究機関等における調査研究の発表、下水道事業実施都

市等における実施例や調査研究の紹介、および直面する諸課題についての参加者討議等を通じて関係者相

互の情報交換を図り、下水汚泥資源利用活動の推進に資する。

◇東部会場◇

【開催日時】

平成22年10月14日（木）～15日（金）

【会場】

札幌市・ホテルノースシティ

【日程】

時　　間 科　　　目 講　　　師（敬称略）

一
　
日
　
目

二
　
日
　
目

10：20～10：30 開催挨拶
（社）日本下水道協会理事 佐伯　謹吾
札幌市建設局下水道河川部計画担当部長

坂倉　淑文

10：30～11：00
札幌市における下水汚泥の有効利用につ
いて

札幌市建設局下水道河川部下水道計画課
事業担当課長 小林　安樹

11：00～11：40
日本下水道事業団における下水汚泥有効
利用に関する調査研究の概要

日本下水道事業団技術開発部
主任研究員 島田　正夫

11：40～12：20
（独）土木研究所における下水汚泥有効利
用に関する研究と技術開発

12：20～13：20 ポスター展示（民間企業）・昼食

（独）土木研究所材料地盤研究グループ
リサイクルチーム研究員 桜井　健介

13：20～14：00 下水汚泥資源利用の動向と今後の課題
国土交通省都市・地域整備局下水道部
下水道企画課資源利用係長 山口　裕司

14：00～14：30
北広島市における下水汚泥の有効利用の
取り組みについて

北広島市水道部
下水道課長 深尾　　壯

14：30～15：00
苫小牧市の下水汚泥有効利用の取り組み
について

苫小牧市上下水道部下水道計画課
計画係主査 成田　　晃

15：15～17：00 パネルディスカッション
座長：日本下水道事業団 島田　正夫
パネリスト：講師一同

9：30～11：00
特別講義
下水汚泥生産・利用の将来とそれを支え
る技術

北海道大学大学院工学研究院
教授 船水　尚行

11：00～12：00 ポスター発表（口頭） 民間企業

12：00～12：05 閉会挨拶 （社）日本下水道協会

12：05～13：05 昼　　食

13：05～17：00

施設視察
セミナー会場発（移動：バス）
（財）札幌市下水道資源公社・厚別コンポスト工場
札幌市・下水道科学館

→　JR札幌駅解散（17時）

15：00～15：15 休　　憩
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○座長（島田） パネルディスカッション時間が90分

程度あり、パネラーだけでなく

この会場の皆様にもその都度参

加いただきたいと思います。下

水汚泥の有効利用は、大きく緑

農地利用、建設資材利用、エネ

ルギー利用と三つに分けられま

すので、この三つの順序で総合

討議を進めさせていただきます。

参加者からいただいた事前アン

ケートで特に多かったご質問、ご意見、ご提案をなる

べくテーマに取り上げて討論したいと考えています。

［緑農地利用］

○座長 緑農地利用について、国土交通省の山口係長

から、国交省としても力を入れて進めるテーマであり

バイオマス有効利用の一環としてやっていくというお

話がありましたが、講義の補足も含め、緑農地利用に

ついての国土交通省としてのお考え、今後の進め方等

についてのお話をいただければと思います。

○山口 2008年度の下水汚泥発生量は、濃縮汚泥の乾

固形物ベースで221万トンであり、その内の約14.5％

（約30万トン）が緑農地利用されています。緑農地利

用量は、ほぼ横ばいですが、2008年度については、全

汚泥量の減少に合わせて若干減少しています。下水汚

泥由来肥料製造量の約8割が民間事業者によるもので

あり、民間の貢献が大きいと言えます。

現在策定中のバイオマス活用

推進基本計画（平成22年12月17

日に閣議決定）では、下水汚泥

リサイクル率を現状の77％から、

2020年には85％まで上げていく

ことが目標として掲げられてお

り、エネルギー利用やコンポス

ト利用等での利用率向上を考え

第23回　下水汚泥の有効利用に関するセミナー

報 告

座　　　長　　島田　正夫 日本下水道事業団技術開発部主任研究員

パネリスト　　山口　裕司 国土交通省都市・地域整備局下水道部資源利用係長

小林　安樹 札幌市建設局下水道河川部下水道計画課事業担当課長

成田　　晃 苫小牧市上下水道部下水道計画課計画係主査

深尾　　壯 北広島市水道部下水道課長

桜井　健介 （独）土木研究所　材料地盤研究グループ研究員

（於：ホテルノースシティ〈平成22年10月14日～15日〉）

島田座長

山口講師
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ています。

また、コンポスト等を直接的に肥料として利用する以

外に、リン回収も進めたいと考えています。下水汚泥

の肥料としての期待は大きく、農水省とも連携して進

めて参りたいと思います。

○座長 国土交通省としても、緑農地利用にも重点を

置いて推進を考えているということでしたが、事前ア

ンケートでは、コンポスト等の利用促進、需要拡大を

課題としている意見が多くありましたので、これにつ

いて、札幌市の小林さんの方からコメント頂けないで

しょうか。

○小林 利用促進策として、まず札幌市が努力したの

は、ハンドリング性向上であり、

粒状化施設を建設しました。粉

状では散布する際、風で飛散し

てしまうという苦情があったこ

とから、粒状化、顆粒状にする

といったことで非常に好評を得

たというところが改善点として

挙げられるかと思います。

また、ホクレンさんと連携し、

製造したコンポストをホクレン→各農協→各農家・事

業者と販売するルートが確立でき、コンスタントに一

定量の需要が確保できたことも大きな要素です。

○座長 あちこちの自治体を回って話を聞くと、県に

よって農業サイドが、下水汚泥に対して非常に不信感

をもっており、利用促進にご苦労される場合もありま

すが、北海道では、ホクレンさんの協力をいただいて

おり、地域により、状況が大きく違うようです。

○成田 現在、発生する脱水ケーキの50％程度が、緑

農地利用されており、一部コン

ポスト製造も行っています。平

成13年度頃から、リスク分散の

ため、セメント原料としての利

用も進めています。農家数の減

少等もあり、将来的に脱水ケー

キの農業利用を中心とした有効

利用を継続できるか不安もあり

ます。苫小牧市は工業都市でも

あり、製紙会社等もあるので、固形燃料化も含め、民

間の方の意見も聞きながら、地産地消型の有効利用が

できないか検討しているところです。

○座長 下水汚泥有効利用で一番望ましい形がコンポ

ストであると考えます。また、コンポストまで行かな

くても、消化汚泥なら乾燥して緑農地利用できます。

発生汚泥量の半分近くを脱水ケーキのまま緑農地利用

してきたのは、日本では珍しいと思います。ただし、

ヨーロッパでは、下水汚泥（消化汚泥）の緑農地利用

は非常に多く、消化汚泥を液肥として液状で肥料とし

て利用する取り組みが一般的に行われています。日本

でも畜産関係のメタン発酵汚泥は基本的に液肥で利用

しようという事例は非常に多いものですから、下水汚

泥においても液肥、あるいはそれを脱水して有効利用

ということも十分考えられると思います。

講演の中で、脱水汚泥の緑農地利用については、再

生利用業の指定を受けてというお話がありましたが、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃掃法）の手続

きですか？

○小林 廃掃法上の手続です。農家が下水汚泥脱水ケ

ーキを無償で利用していただく場合に手続きが必要と

なります。

○座長 廃掃法上の中間処理業の資格を一応とって対

応しているという形ですね。無償で提供するというこ

とで廃掃法上の手続が必要であるということですか。

北広島市では、以前から緑農地利用が盛んですが、

今後、生ごみを受け入れると汚泥量が増えることから、

さらに汚泥由来肥料の利用促進に力を入れる必要があ

ると思いますが、いかがでしょうか？

○深尾 本市におきましても当初は脱水ケーキの状態

で農地還元をしていたのですが、

昭和53年度に乾燥機を導入して、

乾燥・粒状化して、４トンダン

プを利用してバラの状況で、農

家に無償配布しています。乾燥

機において、900℃で熱風乾燥す

ることにより、病原菌等に対す

るリスクも回避できます。また、

含水率が20％程度であり、コー

ヒー粕や稲わらを原料として堆肥を製造している農家

では、水分調整材として利用されていると聞いていま

す。

当初は農家の方に引き取りに来てもらっていたので

すが、なかなか取りに来るというのは大変だというと

ころと、トラックにどうしても臭いがついてしまうと

の話があって、現在は希望に応じて市の方で農地に搬

送している状況です。

○座長 本州でコンポストを製造している方と意見交

換をすると、下水汚泥を使っていただいて非常にその

効果を理解していただいて、もっと使いたいとの意見

も多いが、化学肥料と比較して嵩張り、人力で畑に蒔

くというのはかなりの重労働だと聞いています。最近

の農家は高齢化が進んでいるということもあって、肥

料の散布まで役所というか、コンポスト製造側でやっ

てもらえたら、肥料の需要はまだまだ伸びるのではな

いかというご意見をいただいたことがあります。北海

道では散布までコンポスト製造者側でやっているとい

小林講師

成田講師

深尾講師



う事例はないのでしょうか。

○小林 販売だけで散布まではやっておりません。

○座長 苫小牧市ではいかがでしょうか？

○成田 袋詰めにしまして、市民の家庭菜園用として

処理場で販売しており、買いに来ていただくというよ

うになっております。

○座長 北海道では農業の規模が大きく、肥料を散布

する専用の機械を持っている農家も多いという、他の

地域と比較して、下水汚泥を有効利用しやすい環境に

あるのは事実ですね。

会場でコンポストを自治体、あるいは会社で製造し

ているという関係の方は、おられますか？

４、５名おられますね。現状のコンポスト利用に当

たって苦労しているとか、努力をして有効利用を促進

しているとか、何かご意見、コメントいただけきたい

と思います。

○会場 沖縄県の下水汚泥、工業汚泥を含め、45,000

ｔ/年程度のコンポスト製造を行っている民間企業で

す。沖縄ではサトウキビが基幹作物であるので、90％

程度はサトウキビに施肥しています。また、100％緑

農地還元ということで行っています。

○座長 沖縄のサトウキビ農家の方は、自分たちでコ

ンポストをまいていますか？

○会場 製糖工場から委託を受けて散布まで当社でや

っています。

○座長 山形市さんも熱心に古くからコンポスト製造

を行っておられますが、その実態を簡単にご説明いた

だくとありがたいのですが。

○会場：高橋（山形市） 山形市では、消化汚泥脱水

ケーキを民間に委託し、コンポスト製造を行っていま

す。コンポスト製造量は、1,100ｔ/年程度で、その内

の100ｔ/年を試供品として市民にお配りしています。

一時期、大量の在庫を抱えた時期もありましたが、現

在は、順調に売れています。

また、山形では、「日本一の芋煮会」というイベン

トを実施しており、里芋の生産組合に下水汚泥コンポ

ストを利用いただいていますが、重金属の含有につい

て心配される傾向があり、これは市民の方も同様です。

国の方で、重金属に対する不安に対応するようなキャ

ンペーンをやっていただければ利用促進につながるの

ではないかと思います。

緑農地利用から少しずれますが、消化ガス発電（ガ

スエンジンと燃料電池）を実施しており、処理場内で

利用する電力の50％程度を発電により賄っています。

年間の電気料金が3,500万円程度あり、ほぼ同額の電

気料金を節減できています。また、発生する熱利用に

より削減されるA重油の使用料が700万円くらいにな

り、合計4,200万円程度の経費節減になります。
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○座長 どうしても一般の方は下水汚泥というと重金

属に対する不安感を非常にお持ちです。本日の私の講

義でも触れましたが、下水汚泥中の重金属の多くは、

工場由来ではなく、生活排水由来であり、工場排水を

受け入れていないし尿浄化槽汚泥で、下水汚泥よりも

重金属含有量が高い傾向にあります。また、重金属自

体が必ずしも有害物ではなくて、必須元素も多いとい

うことは、なかなか伝わっていないと思います。セミ

ナーではお話ししても、一般住民のところまでなかな

か伝わってないなということで、まだまだアピールす

る努力しなければならないと思っています。

講演者の皆さんに、それぞれで緑農地利用に対する

将来的な展望についてコメントをお願いします。

○小林 西部及び東部スラッジセンターへの汚泥処理

集約という全体的な流れの中で、コンポスト事業から

撤退するという判断に至ったことは、講義の中でも説

明しました。撤退の判断に至った利用を補足しますと、

コンポスト工場の隣にある厚別処理場の脱水機を廃止

し、東部スラッジセンターに集約するという流れの中

で、コンポスト事業の継続は難しいと判断しました。

また、コンポスト工場近隣の宅地化が進み、脱臭施設

の増設が必要となることも理由の一つです。札幌コン

ポストは、石灰を含んでいることから、酸性土壌の改

良剤、土壌改良剤としても非常に有効であるというこ

とで、製品自体については非常に高評価をいただいて

いることから撤退することは残念な思いもあります。

別な形での緑農地利用としてのリン回収も含め、焼却

灰の有効利用の多様化を検討していきたいと思いま

す。

○成田 苫小牧市としては、緑農地利用を中心とした

有効利用を今後も継続していきたいと思っています。

そうした中で、農家の跡継ぎがいないという問題や、

牛糞や鶏ふんの肥料化が進んでいくと、これらと競合

していかなければならないという不安要素がありま

す。現在、下水汚泥やコンポストを使っていただいて

いる農家からは、施用効果があるという評価をいただ

いており、信頼関係が構築できていますが、農地利用

を軸にしつつも、下水汚泥有効利用の検討委員会を組

織して、いろんな角度で議論しているところです。

○深尾 北広島市も緑農地利用を基本として考えて行

くことは変わりませんが、農家戸数の減少は確かに問

題です。昭和59年に汚泥利用組合を組織した当時は、

加入者数が107名でありましたが、現在は、39名の状

況です。現在は、全量使っていただいているという状

況ですが、生ごみやし尿が入ってきますと、発生汚泥

量が600トンから最大で900トンに増える計算になりま

す。し尿を受け入れる他の自治体に対しても乾燥汚泥

肥料の利用促進をお願いしていく必要があります。
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生ごみを受け入れることについて、ビニール類が入っ

てこないかという心配があります。前処理施設で除去

できるということで進めていますが、乾燥機まで入り

込むと、粒状化し、黒くなって土と区別できなくなる

可能性があります。

○座長 会場からご質問等ありませんか？

○会場 秋田県から年間3,000トン程度の下水汚泥を

受け入れてコンポストを製造しており、ほぼ全量が水

田で利用されています。下水汚泥コンポストは、有機

JAS規格外という判断がされているため、有機栽培農

家では利用できないことが、販売促進上問題です。国

交省と農水省で調整して対応いただければと思いま

す。

○山口 農水省との連携の必要性は認識しており、農

水省の立ち上げた「汚泥肥料のあり方に関する検討会」

に日本下水道協会が参画しています。近年の肥料価格

高騰により、汚泥肥料への期待は高いと思いますが、

汚泥系肥料の生産者が、重金属管理も含めた品質管理

に向けた体制整備等を進めることは重要であるとの認

識から、農水省の作成した「汚泥肥料の重金属管理手

引書」の周知に協力しています。また、農林水産部局

と連携して、汚泥肥料の有効利用を進めてくださいと

いうような旨の連絡を関係者にしております。これら

の連携を土台にして、農水省とのより広範囲な連携を

目指したいと考えています。

○座長 JAS規格の有機肥料は、日本だけではなくて

国際規格として、下水汚泥を認めていません。脱水す

るときにポリマーなど自然物以外のものを入れてしま

うので有機肥料から除外されることになります。下水

汚泥由来肥料の施用効果があることは間違いないの

で、JAS規格とは別の形で、重金属も含めた品質の安

定性、下水汚泥の施用効果をもっとアピールする必要

があると考えています。

［建設資材利用］

○座長 建設資材利用の現状について、国土交通省山

口係長に概要を説明していただきます。

○山口 現状の下水汚泥リサイクル率は78％ですが、

その内60％程度は建設資材としての有効利用、特にセ

メント原料としての利用が占めており、有効利用の中

核であり、将来的にもこの傾向は変わらないと思いま

す。ただし、近年、セメント工場を閉鎖するような動

きが出ておりますし、将来の不安があるという中で、

リスク分散という観点から、有効利用の多様化を図る

かが重要であると考えます。

○座長 札幌市では、セメント原料以外の建設資材と

しての有効利用に積極的に取り組んでおられますが、

補足することはありますか？

○小林 焼却灰を改良埋め戻し材及びセメント原料と

して有効利用しており、焼却灰の建設資材としての有

効利用が今後も中心となります。下水道再生土の利用

は、下水道の管路工事の埋め戻し材として利用されて

いますが、その他の工事も含めて他部局と連携して利

用増を図って行く必要があると考えています。

また、多様化という面では、アスファルトフィラー



へ利用できないか実証実験をしており、これが実現す

るようになれば、建設資材としての有効利用の幅が広

がるものと考えています。

○座長 主に焼却灰や溶融スラグの有効利用は、処理

場内の舗装に使うなど、下水道部局内で完結するのな

ら、それほど問題はありません。より本格的にリサイ

クルを進める場合、例えば道路舗装材に使おうとする

と、道路部局の了解、あるいは環境部局との協議とか

という中で、重金属を懸念される場合が多いと思いま

す。

土壌環境基準が安全性の基準としてよく利用されま

すが、そもそも環境基準というのは政策上の理想とす

る目標値であり、安全性基準値とは全く別のものです。

環境基準を超過したら、直ちに有害であるという考え

方は正しくないと思っています。

外国では、廃棄物を有害な廃棄物か、非有害性な廃

棄物かで分けて考えており、例えばアメリカでは、下

水汚泥は、非常に安全性が高い非有害廃棄物に分類さ

れています。日本では、下水汚泥というと有害廃棄物

に分類、特に下水道以外の方からみると非常に悪いイ

メージを持たれています。

アスファルトフィラーについて、少し補足します。

アスファルトフィラーとは、道路をアスファルト舗装

するときに、砂利や砂以外に石粉（石灰岩を粉砕した

もの）といわれる細かい粒子を５％ぐらい添加して、

骨材同士の結合を高めて強度を増すために使用される

ものです。下水汚泥焼却灰をアスファルトフィラーと

して利用は、神戸市、金沢市、東京都、宮城県で実施

されており、他にも試験的に実施しているケースは多

くあります。

下水汚泥焼却灰は多孔質であるため、最適アスファ

ルト添加量が多くなり、コスト増や夏場にアスファル

ト合材が軟化するなどの懸念があるため、石粉の全量

を焼却灰で代替することはできず、技術的には30％ま

でが上限であると考えられています。

焼却灰のアスファルトフィラーとしての利用は、ア

スファルト合材工場のコスト削減につながるわけでは

なく、逆にアスファルト量が増える可能性があり、先

行している都市でも、なかなか需要が増えない状況で

す。

したがって、公共工事の特記仕様書等で、焼却灰を

利用したアスファルト合材の使用を指定するなど道路

部局の協力が必要となりますが、現実的に道路部局の

理解を得るのは困難な場合が多いと思います。

建設材料への利用を促進するということで、グリー

ン購入法の特定調達品目について山口さんからも先ほ

ど話があったのですが、これについて補足があればお

願いできませんでしょうか。
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○山口 先ほどもグリーン購入法を説明させていただ

きましたが、道路部局等で使っていただくという観点

で考えると、グリーン購入法の特定調達品目に位置づ

けて、自治体での購入を優先的に進めていくというの

が一番の近道だと思います。

しかしながら、現時点では下水汚泥建築資材関係の

特定調達品目は４品目のみ止まっており、いかにこの

調達品目に位置づけていくかということが重要なのだ

と思います。現在、焼却灰を用いたアスファルト混合

物、溶融スラグを用いたアスファルト混合物、コンク

リート二次製品などが検討品目として挙がっています

が、引き続き道路部局や環境部局に対して製品の耐久

性・安全性を理解していただく努力が必要であると考

えます。

［エネルギー利用］

○座長 エネルギー利用について、国の法律、促進の

ための制度を拡充しているという話が山口さんからあ

りましたが、いま一度補足的なご説明をいただけたら

と思います。

○山口 近年の温暖化対策の動きというのが、バイオ

マス利用の需要を押し上げている状況があると思いま

す。先ほど申し上げましたようにいろいろな法律でバ

イオマス利用を進める動きが出ています。ＲＰＳ法で

は電気事業者にバイオマスをはじめとした新エネルギ

ーを利用して発電した電気の利用を義務づけており、

またエネルギー供給構造高度化法では、電気事業者や

ガス事業者に、バイオマス等の再生可能エネルギーの

利用を義務づけています。

ただ、日本においては、バイオマスは輸入木材に頼

っており、純国産資源である下水汚泥がエネルギーと

してあまり使われていないことから、できる限りエネ

ルギーの地産地消を支援するような制度を国としても

必要と考えています。

例えば、J－VER制度といわれるカーボンオフセッ

ト・クレジット制度があり、バイオガス利用や固形燃

料利用で削減された温室効果ガスに対してクレジット

を発効し、採算性が厳しい事業をクレジットの売却益

で支援することができます。また、現在、政府で検討

中の再生エネルギーの全量買い取り制度では、バイオ

マスを利用して発電した電気の電気事業者による買取

りが義務になる予定です。まさに炭素にお金がつくと

いう時代になりつつありますので、こういった色々な

制度を活用し、効率よく経済的に事業を進めることが

重要だと考えます。同時に、汚泥の安定的処分という

観点でも成り立つようなスキームをどう構築していく

かが重要なのではないかと思っております。
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○座長 J－VER制度では、温室効果ガス削減量のト

ン当たりの価格はどの程度ですか？

○山口 カーボンオフセットというのは市場の価格で

決まるのですけれども、１トン3,000円から高くて２

万円ぐらいというのもあります。１万円ぐらいが多い

と思います。

○座長 CO２でトン１万円というと、かなりのメリ

ットがあり魅力的だと思います。

エネルギー利用について、土研の桜井さんから、よ

り安価な消化ガス発電という話もありましたが、この

エネルギー利用について何かコメントいただけたらと

思うのですが、いかがでしょうか。

○桜井 消化ガス発生量が少ない処理場ほど、消化ガ

スが有効に使われてない場合が

多いことから、小規模のガスエ

ンジン開発を行いました。これ

は、民間会社が、必ずしも開発

しない技術開発を行うという土

木研究所の趣旨としてもうまく

合致しているものです。今後も、

技術開発を進めて、小規模な処

理場でも選択肢が増えて、未利

用エネルギー利用率の向上につながればと思っていま

す。

○座長 下水道事業団でもロータリーエンジンを組み

合わせた小型高性能ガス発電の開発を進めていまし

て、北九州市の日明処理場で１年ほどかけて長期安定

性能試験をやっています。出力は40キロワットですか

ら、土研が開発したガスエンジン（20キロワット）の

２倍ぐらいですが、コジェネレーションを前提としま

して、電気と熱量の総合的なエネルギー効率は、80％

程度になります。

日本では嫌気性消化設備を有している処理場が、約

300箇所ありますが、消化ガス発電等を導入している

のは、20～30箇所しかありません。ガス発電等が伸び

なかった理由は、次のとおりです。

今から20年以上昔のことですが、オイルショックで

下水汚泥の消化ガスが注目されたときがあって、下水

処理場での消化ガス発電の導入が進みました。そのほ

とんどが、ヨーロッパからの輸入品でしたが、トラブ

ルが多く、また、交換部品の調達に相当な時間がかか

ることから稼働率が低く、採算に合わないと判断して

廃止してしまったケースが多くありました。

当時は、トラブルの原因が分かっていませんでした

が、現在では、シロキサンが主原因であったことが判

明し、活性炭等によるシロキサン対策技術も進んでい

ます。

シロキサン対策を行うことにより、ガス発電設備の

稼働率が大幅に向上し、実態調査結果では、発電にか

かるコストが３～５円／kWh程度であり、５～８年

で導入コストが回収できる計算になります。まだ、消

化ガス発電を導入されていない自治体は、ぜひ検討し

ていただきたいと思います。

会場の方でエネルギー利用について、ご質問はあり

ませんか？

○会場 固形燃料製品の質についてユーザーさんの要

望とかがあれば教えて下さい

○山口 現在、固形燃料化を導入しているのは、東京

都（炭化汚泥）、宮城県（造粒乾燥汚泥）、福岡県（油

温乾燥汚泥）です。

求められる受入基準の代表的なものは、熱量と灰分

ですが、統一された基準ではなく、固形燃料を製造す

る側と受け入れる側が、協議して決めているものです。

石炭等の代わりに投入する割合にも左右されると思い

ます。

○座長 一番要望されるのは、単位重量当たりの熱量

とか臭気の点です。含有量の基準としては、重金属よ

りもリン含有量がネックになります。汚泥中にリンが

数％含まれており、800～1,000℃で溶ける性質があり、

これがボイラー壁面に付着して伝熱効率が低下するこ

とがあります。

したがって、下水汚泥固形燃料の受入量は、大手電

力会社では、石炭使用料の１～２％、製紙会社でも、

５あるいは10％までに抑えられています。特別な場合

を除いて、重金属含有量が受入量を左右することは基

本的にないと思います。

○座長 東京都の東部スラッジセンターで炭化汚泥の

製造を開始されて３年程度経ちましたが、現状につい

て、何かコメントをいただけませんか？

○会場 東京都からスラッジセンターの管理を受託し

ている立場からコメントさせていただきます。

現在、炭化炉と流動焼却炉を併用していますが、

N2O対策という観点からは、焼却炉は定格での運転が

理想であり、結果として炭化炉をバッチ運転する必要

があり、維持管理が難しくなります。また、炭化炉に

供給する脱水ケーキの含水率が、低ければ炭化に支障

を来し、高ければ残すべき炭も燃焼してしまうことか

ら、最適な含水率に調整する難しさがあります。

○座長 固形燃料化の方法として、炭化（低温炭化、

中温炭化）、造粒乾燥などいろいろありますが、札幌

市さんでも新聞で炭化導入検討の話が出ていました

が、何か情報提供いただけないでしょうか？

○小林 札幌市下水道資源公社で燃料化研究会という

ものを立ち上げられまして、その中の取り組みの一環

で低温炭化技術の実証実験、つまり、サンプルを製造

してもらって、その燃焼試験を行うような取り組みを

桜井講師



この間やったところです。

札幌市としては、様々な方式の特徴について、情報

収集、検討段階にあります。

○座長 固形燃料化というのは、下水道サイドからす

れば、最終処分につながるものですから、非常に魅力

的なエネルギー利用方法の一つですが、一番ネックに

なるのが受け入れ先の確保です。安定した受け入れ先

があり、そこがどのような品質の固形燃料を求めてい

るか固まらないと事業化が進みません。

特に大手の電力会社は、先ほどのRPS法の義務もあ

って、新エネルギーの一つとしての下水汚泥に注目し

ていただいていますが、供給側と受入側のニーズやタ

イミングが合うケースは非常に限られています。ある

程度の規模の処理場で、しかも、近くに固形燃料を利

用してくれるボイラー設備をもった事業者があるかど

うかで決まってきます。

また、バイオマス固形燃料の製造過程で化石燃料を

大量に使っていたのでは、バイオマス有効利用の意味

が低下するので、最近は消化ガスを固形燃料化のエネ

ルギー源とするという考え方が主流になりつつありま

す。いずれにしても、いろいろな問題があって、全国

すべての都市で固形燃料化を進めるというのはかなり

ハードルが高い状況という気がしています。

消化ガス発電に話題を戻しますが、苫小牧市でも

80kwh規模のエンジンを５台導入しているとのことで

したが、状況をもう少し説明していただけますか。ま

た、グリーン電力認証などの予定がありますか？

○成田 年間約1,000万円程度の維持管理コスト（電
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気料金）削減になっており、導入から５、６年が経過

しますが、順調に運営できています。発電施設は、国

庫補助をいただいて建設しましたが、当初の予定どお

り、８年程度で起債分の費用が回収できそうです。

もともとは、昭和の時代にドイツ製の大きなガス発

電機を導入しましたが、季節変動等への対応が困難で

あり、より小型のエンジンを複数台設置することによ

り対応できています。

グリーン電力認証については、今後、検討したいと

思います。

○座長 下水汚泥の消化ガス発電でグリーン電力の付

加価値を販売しているのは、東京都の森ヶ崎水再生セ

ンターや、北海道ではたしか江別市だと思います。九

州では熊本県で導入している燃料電池（400kwh）か

ら発電された電力の付加価値３年分が、3,600万円で

売却されたという新聞記事もありました。発電した電

気は処理場で自己消費したとしてもグリーン電力とし

ての付加価値を売却することができます。

それと、東京都が今年の４月からCO２の総量削減

規制として、東京都内のある一定規模以上の事業所に

ついて、今後５年間で６～８％の削減を義務づける制

度が始まりました。自己努力で達成できない場合は、

不足分をよそから購入して対応することになり、東京

都内のある事業所は、グリーン電力認証の付加価値に

非常に注目しています。風力発電の電力や下水汚泥の

バイオガス発電などが注目されていますから、グリー

ン電力認証を売り出せば、高い値段で買い取ってくれ

るチャンスになってきているのではないかと思いま
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す。

会場で、エネルギー利用あるいは全般的な内容でも

構いませんが、質問はありますか？

○会場 し尿処理場の老朽化により、下水処理場にし

尿を受け入れることを検討していますが、臭気やバキ

ュームカーの出入りを懸念した近隣住民の理解が得ら

れず、困っています。

北広島市における各種バイオマス受入について、同

様な住民の反対等なかったのでしょうか？また、どの

ように対応されたのでしょうか？

○深尾 最初は、生ごみ受け入れについて、地元説明

を行い、その後、し尿も受け入れることになり、もう

一度地元説明をしたという経過がありますが、処理場

周辺に民家がないこともあり、薬品により脱臭するこ

とで納得いただいております。ただし、ごみ収集車等

の通行が始まることから、沿道の地域整備の課題が指

摘されており、場内整備も含めて検討していくことに

なります。

○座長 下水処理場でし尿を受け入れている例は、全

国で約60箇所程度あると思います。直接処理場で受け

入れる以外、下水幹線管きょの途中に投入するとか、

いろいろな形で受け入れていますので、そういう事例

なんかも参考になるのではないかと思います。下水道

統計という下水道協会が出している統計資料には、ど

この都市がどういう形で受け入れているかというデー

タも出ていますので、何か参考になるのではないかと

思います。

それでは、最後に講演していただいたパネラーの

方々から、下水汚泥の有効利用に当たってどうあるべ

きか、順番でコメントをいただきたいと思います。

○桜井 下水汚泥の有効利用をいかに進めていくかと

いうことですけれども、私どもは下水汚泥のみではな

く、例えば草木系の廃棄物や生ごみなど、地域のバイ

オマスをいかに利用していくかということを考えてい

ます。地域によって発生してくるものも違いますし、

何を集めるかということも違うと思います。利用先の

利用用途もそれぞれ違うということで、画一的な答え

はありません。私どもとしては、選択肢が増えるよう

な方法、例えば簡易なガスエンジン、また、苫小牧市

さんからご紹介ありました、みずみち棒、汚泥の重力

濃縮槽の技術などを通して、自治体のお役に立てれば

と思っています。

○深尾 下水汚泥というものは、自分のところから出

るものでございますから、循環型社会というものを考

えた上では、自分のところから出たものは自分のとこ

ろで利用するというのが基本的な考え方の一つだと思

いますので、緑農地利用を基本的に考えて、さらにそ

れに付随するような危機管理的なものも考えながら、

今後も進めていきたいと考えています。

○成田 苫小牧市もずっと緑農地利用を基本としてい

ます。循環型社会構築の流れが、後押ししてくれて、

一般の住民も結構意識していただいていると思いま

す。したがって、北海道という土地柄から、緑農地利

用を軸として進めていきたいと思います。また、法的

な手続の簡素化なども進めていただければ、有効利用

がより進みやすいと思います。

○小林 札幌市では下水汚泥の100％有効利用を継続

していきたいと考えています。自治体としては、汚泥

はまずは安定した処理処分というのが真っ先に優先さ

れ、その中でいかに有効利用を図っていくかというと

ころで知恵を絞っていかなければならないと思いま

す。こういった場でいろいろ新しい情報を収集、共有

していくことが重要であると思います。引き続き努力

していきたいと思っています。

○山口 近年、下水汚泥や下水処理水などの下水道資

源そのものが世の中の注目を浴びつつあり、都市の機

能として下水道の役割というのが非常に変わってきて

いると思います。再生水としての利用、エネルギーと

しての利用、また、肥料としての利用など多様な取り

組みを行っているのが下水道です。

今後、下水道資源の活用が重要課題となりますが、

札幌市さんが言われたとおり、汚泥の安定的処分が前

提です。その上で、下水道資源を最大限に活用し環境

負荷低減を図る。同時に、下水道資源の活用により下

水道経営の改善を進めるという、この３点を両立して

いくことが重要なのかと思います。

国交省としては、それを実現する一つのキーワードが

官民連携だと思っており、まずは必要な課題検討を行

い、来年度に向けて必要な技術開発等を実施していき

たいと考えています。

○座長 私も下水道事業団の技術開発部で汚泥の有効

利用に積極的に取り組んでいますが、一般の方々には

下水汚泥とは臭くて重金属を多く含む有害な廃棄物と

いうイメージがなかなか払拭されていないのが残念で

す。どうしたら下水汚泥の資源的価値を正しく認識し

ていただけるのかと日夜悩んでいるところです。これ

からも下水汚泥のイメージチェンジと有効利用促進の

ために、皆様と一緒に知恵を絞って頑張っていきたい

と思っています。

予定している時間もまいりました。本日はどうもあ

りがとうございました。
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◇西部会場◇

【開催日時】

平成22年10月28日（木）～29日（金）

【会場】

金沢市・金沢商工会議所

【日程】

時　　間 科　　　目 講　　　師（敬称略）

一
　
日
　
目

二
　
日
　
目

10：20～10：30 開催挨拶
（社）日本下水道協会技術部
資源利用促進課長 大谷　佳史
金沢市企業局施設部長 中川　雅則

10：30～11：00
金沢市における下水汚泥有効利用の取り
組みについて

金沢市企業局建設部
建設課長 羽土　明範

11：00～11：40
日本下水道事業団における下水汚泥有効
利用に関する調査研究の概要

日本下水道事業団技術開発部
主任研究員 島田　正夫

11：40～12：20
（独）土木研究所における下水汚泥有効利
用に関する研究と技術開発

12：20～13：20 ポスター展示（民間企業）・昼食

（独）土木研究所材料地盤研究グループ
リサイクルチーム研究員 桜井　健介

13：20～14：00 下水汚泥資源利用の動向と今後の課題
国土交通省都市・地域整備局下水道部
下水道技術開発官 白闢 亮

14：00～14：30 複合バイオマスメタン発酵施設の導入
珠洲市生活環境課
主幹 美谷喜久雄

14：30～15：00
石川県の下水汚泥有効利用の取り組みに
ついて

石川県環境部
水環境創造課長 泉　　秀昭

15：15～17：00 パネルディスカッション
座長：日本下水道事業団 島田　正夫
パネリスト：講師一同

9：30～11：00
特別講義
下水汚泥バイオガス増産・利活用技術

長岡技術科学大学環境・建設系
准教授 姫野　修司

11：00～12：00 ポスター発表（口頭） 民間企業

12：00～12：05 閉会挨拶 （社）日本下水道協会

12：05～13：05 昼　　食

13：05～17：00

施設視察
セミナー会場発（移動：バス）
金沢市・臨海水質管理センター（ガス精製施設）
㈱金沢舗道（アスファルトフィラー製造工場）

→　JR金沢駅解散（17時）

15：00～15：15 休　　憩
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○座長（島田） パネルディスカッション時間が90分

程度あり、パネラーだけでなく

参加者の皆様にもその都度参加

いただきたいと思います。下水

汚泥の有効利用は、大きく分け

て、緑農地利用、建設資材利用、

エネルギー利用と三つに分けら

れ、この三つの順序で総合討議

を進めさせていただきます。参

加者からいただいた事前アンケ

ートで特に多かったご質問、ご意見、ご提案をなるべ

くテーマに取り上げて討論したいと思います。

［緑農地利用］

○座長 アンケート集計結果によると、重金属の安全

性、農地土壌への重金属の蓄積防止に関する基準とい

った問題、コンポストの需給などの販路の問題へのご

質問やご意見を多くいただいています。

先ほども緑農地利用を積極的にという話もありまし

たが、改めて白闢さんから国土交通省としての緑農地

利用のあり方について再度追加のコメントをいただき

たいと思います。

○白闢 配布資料にもありますが、緑農地利用は近年、

漸増ないしは横ばいといった状況にあります。平成20

年度においては前年度より若干減少していますが、安

定的に利用されている状況ではないかと考えていま

す。また、全体に占める割合も14％ぐらいで、経年的

にはあまり変化していない状況

です。

コンポスト、肥料化の状況で

すが、公共団体のほうで実施し

ていただくものと民間企業に引

き取って肥料化していただくも

の、二つに大きく分かれると思

いますが、公共団体で行ってい

第23回　下水汚泥の有効利用に関するセミナー

報 告

座　　　長　　島田　正夫 日本下水道事業団技術開発部主任研究員

パネリスト　　白闢 亮　国土交通省都市・地域整備局下水道部下水道技術開発官

泉　　秀昭 石川県環境部水環境創造課長

羽土　明範 金沢市企業局建設部建設課長

美谷喜久雄 珠洲市生活環境課主幹

桜井　健介 （独）土木研究所　材料地盤研究グループ研究員

（於：金沢商工会議所〈平成22年10月28日～29日〉）

白闢講師

島田座長
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るものが全体の約２割で、民間で引き取ってもらって

肥料化しているのが約８割といった状況です。

また、バイオマス活用推進基本法が制定されるとと

もに、社会資本整備重点計画においても下水道バイオ

マスリサイクル率が指標にされています。緑農地利用

は、下水汚泥のバイオマスとしての利用を進めるため

の一つの柱であると考えています。

○座長 それでは、泉課長に石川県内における緑農地

利用の現状等についてコメントをいただければと思い

ます。

○泉 石川県では、緑農地利用の取り組みが非常に少

ないと言えます。石川県の人口

は 116万人ですが、そのうちの

40％以上が金沢地区に集まり、

あとは能登地区になります。緑

農地利用が少ない理由の一つは、

農協が肥料を販売し、その肥料

で栽培したコメやいろいろな野

菜を農協が購入するという流通

経路ができ上がっていて、下水

汚泥由来肥料で作ったコメや野菜を農協ルートで販売

するのは難しい状況です。

また、小松の方に、旧銅山があり、農地がカドミウ

ムに汚染されて、土壌を入れ換えた経験があり、重金

属アレルギーが強く、なかなか緑農地利用が進まない

という実情があります。

○座長 下水汚泥を積極的に活用している県とそうで

ない県があり、積極的に活用できている場合は、農業

サイド、特に農協（JA）の下水汚泥に対する理解が

大きいと考えます。例えば北海道では、札幌市で毎年

3,000トンから 4,000トンの下水汚泥コンポストを製造

していますが、ホクレンを経由して北海道内で使って

いただいているというケースもございます。

活用できていないケースでは、未だに下水汚泥イコ

ール産業廃棄物、重金属という考え方がありまして、

なかなか理解いただけないというところがネックにな

っています。

珠洲市では、乾燥汚泥肥料の供給が需要に追いつか

ないくらい人気があるという話でしたが、美谷主幹に

もう少し詳しくご説明いただきたいと思います。

○美谷 珠洲市では、乾燥汚泥肥料を平成19年９月に

普通肥料として登録し、年間95トン製造しています。

肥料は、珠洲市民にすべて無料配布して、現在３ヶ月

待ちという状況です。市民の皆さんに公平に行き渡る

ように、１袋15キロ入りで30袋を上限に決めて配布し

ています。

また、重金属の含有量試験及び溶出試験を月１回実

施し、品質管理の徹底を図っています。ペレット状、

粒状ですので、高齢者の方も意

外と使いやすいということで、

家庭菜園や野菜畑、果樹畑など

で使われています。高齢者の間

では、俗にいう下肥という感覚

で利用されていまして、意外と

下水汚泥に対する懸念はないよ

うに思われます。

さらに、処理場空き地で、乾燥汚泥肥料を使った野

菜の試験栽培を行っていまして、結果的には化学肥料

より遅効性といいますか、遅く効くということで、素

人判断ですが、葉野菜などでは化学肥料と同等の成長

はありますが、カリが少ないということで、根野菜で

は少し劣ると感じています。

昨年、下水道協会の紹介で日本土壌協会の方が珠洲

市の肥料を使いまして、ブロッコリーの施用試験を行

ってもらったのですが、その結果化学肥料を大量に使

うよりも、珠洲市の肥料と化学肥料を併用することで

高い収穫量が得られたという結果が出ています。これ

は化学肥料が生育期前半に効いて、珠洲市のバイオ肥

料が生育期後半に効いたということで、肥効が長く継

続したという結果が出ています。

泉課長から農協の話も出ていましたけれども、珠洲

市のJAでは、珠洲市の乾燥汚泥肥料を利用した農作

物の受託販売は行わないとされています。これは風評

被害が怖いということですが、現在、我々が製造した

肥料は緑農地にすべて還元し当初目的の市内で発生す

るバイオマスの資源循環が確実に行われていますの

で、今のところ、JAさんに使ってくださいとか、そ

ういう連携をするということはまだ考えていません。

○座長 JAとしても、もし扱うのであれば、ある程

度まとまった量が必要なのではと推察します。

会場の皆さんでコンポスト関係に携わっている方も

結構いると思いますが、何か質問や提案とかご意見な

どありませんでしょうか。何でも結構です。

○会場 私はコンポストにかかわっていないのですけ

れども、先ほど皆さんがおっしゃっていた重金属アレ

ルギーということに対して、私もやはりそういうもの

はあるだろうという想像をしています。それに対しま

して、島田さんから、下水汚泥中の重金属含有量は、

他と比較して高くないという説明をされました。

まず、PRとしてはいいと思いますが、消費者の方

に安心してもらうために、重金属の試験をした結果、

基準が超過していたら絶対出荷しないことが、恐らく

信頼に結びつくと思います。そのためには、ロット管

理をしなければなりませんが、具体的にどのような管

理をすればいいか教えてください。

金沢市さんの説明で興味深かった点が、中間処理済

泉講師

美谷講師
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み焼却灰の重金属溶出試験を実施し、基準をオーバー

してしまうものもありますが、それは絶対出荷しない

体制をとっていると説明されていましたが、具体的に

はどのようにされているのかお聞かせ下さい。消費者

の信頼を得るためには、非常に重要なことだと思いま

す。

○座長 要するに、コンポスト等の汚泥や焼却灰関係

の製品の品質管理をどのようにして需要者の信頼確保

につなげるかということでしょうか。珠洲市では月１

回の重金属試験を実施しているとのことで、公定規格

を超過したことはないとのご説明でしたが、もし超え

た場合の対応等あればお聞かせ下さい。

○美谷 最近、農水省から「汚泥肥料中の重金属管理

手引書」が出ています。すぐ回収して、FAMICへ報

告する規定はありますが、異常値が出てからではもう

遅いのです。

日常よりも高く検出した場合、受け入れバイオマス

自体にどういうものが含まれているかを検査します。

それで大丈夫という結果が出れば、そのまま肥料の製

造を続けます。したがって、重金属検査をした時点で

結果がオーバーしていれば、それではもう遅いので、

受け入れるバイオマス自体を検査して、状況を把握す

るよう努めています。

○羽土 安全性の基準の試験について説明します。焼

却灰が１日３トン程度出てきま

すので、月に90トンぐらい発生

します。サイロに入れながら中

間処理を並行して行っています。

これを一つのロットとしてサ

ンプルをとりまして試験を行い

ます。試験は１～３週間で結果

が出ますので、サイロに貯留中

に安全性確認を行い、基準をク

リアすれば出荷します。

○座長 汚泥肥料の品質管理では、基本的には出荷す

る製品について公定規格があり、規制がかかりますが、

原料の段階で重金属含有量等を把握することが重要で

す。また、嫌気性消化を有する処理場では、消化槽で

の滞留時間が20～30日程度あり、突発的に異常流入が

あったとしても、消化槽である程度混合され、最終製

品である汚泥由来肥料に大きな影響を及ぼさないと考

えられます。いずれにしても、日頃から、汚泥処理前

段における試験や検査を実施しておくことが重要で

す。

肥料中の重金属含有量として、普通肥料では６項目

の公定規格が規定されていますが、常時、６項目の分

析を行う必要はないと思います。当初は、６項目の分

析を行ったとしても、ある程度の通常の濃度レベルが

把握でき、明らかに低濃度で安定している項目につい

ては回数を減らして構わないと思います。

ある汚泥肥料が公定規格を超過したという事実が公

になりますと、信頼がなくなってほとんど使ってもら

えなくなりますから、品質管理というのは最大のポイ

ントだろうと思います。

○会場 韓国から、講演会に参加した者ですが、韓国

では下水汚泥というのは肥料として使うことはできま

すが、食材用の肥料としては使えないという規定があ

ります。

日本では、下水汚泥で肥料を製造する場合、重金属

に関する基準があるのかお聞きしたいと思います。

○座長 普通肥料については、原料に対して26項目の

溶出基準を満たしているか確認する必要があります。

通常、特別管理産業廃棄物に該当するかどうかの基準

ですので、肥料原料が、これを超えることは特別な例

を除いてありません。

次に、製品としての肥料に対し、水銀、ヒ素、カド

ミウム、鉛、ニッケル、クロムの６項目について上限

となる数値が示されており、これを超過する製品は、

出荷できません。汚泥由来肥料の製造を行っている事

業場は全国で500箇所以上ありますが、まれに基準を

超過する事例があり公表されています。

韓国では、汚泥の緑農地利用に非常に厳しいという

話を聞いていたのですが、日本では、昭和40～50年代

には、工場排水中の重金属濃度が現在よりかなり高く、

下水汚泥の緑農地利用には、現在よりも注意を要した

と思います。現在では、工場排水規制が強化され、下

水へ排出する前に工場内で前処理されるのが当たり前

であり、汚泥中の重金属濃度は大きく減少しています。

特殊な事例を除いて、安心して緑農地利用できる状態

にあります。

ヨーロッパやアメリカですと、下水汚泥は緑農地利

用に６割、７割と一般的に広く使われています。韓国

がどうしてそう厳しいのか。まだ工場排水規制が不十

分で、時々悪質な下水が流れ込んで危険性があるとい

うことで規制をしているのかどうかわかりませんけ

が、日本では下水汚泥を原料とした肥料が、食材であ

る野菜などの栽培に広く使われています。

○座長 アンケートの中で、汚泥由来肥料中の重金属

が一般的に注目されていますが、環境ホルモンについ

ての情報提供も依頼されておりました。土木研究所で

は以前から研究調査していた経緯もありますので、桜

井さんから今までの研究成果などについてご報告いた

だければと思います。

○桜井 重金属など人への毒性が明らかになっている

物質については、法律などで規定があって、安全性の

判定を行って安全性が確保されています。ただ、毒性

羽土講師



Vol. 35 No. 131 2011/4 再生と利用

（ 136 ）

が明確でない物質が存在してい

て、例えば環境ホルモンや医薬

品が、飲料水や食料品に微量に

入ることを想定した場合の毒性

評価については、目下、世界的

に研究が行われている段階です。

土研としましては、コンポス

ト中の微量化学物質の分析方法

やリスクの評価に取り組んでいます。また、昨今、下

水汚泥以外のバイオマスの混合利用が考えられて、今

までの下水道分野という視点から違ったものが混入す

る可能性もありますので、そういった点も含めて現在

研究を進めています。

現状としましては、直ちに対応が必要な物質はない

と考えていますが、今後、土研などの研究機関や下水

道協会等が発信する情報の収集に努めていただければ

と思います。

［建設資材］

○座長 アンケート結果では、特に公共事業が近年著

しく減少しているので、せっかく下水汚泥を原料に作

った資材などの需要が減ってくるのではないかという

心配や、リサイクル製品認定という制度が、なかなか

利用促進につながっていかないのではないかという意

見等もありました。

これらも含め、建設材料としての有効利用について、

国土交通省の考え、あるいは白闢さんの個人的な考え

で結構なのですが、もう一度コメントをいただければ

と思います。

○白闢 下水汚泥のマテリアル利用の内訳では、建設

資材利用は約63％ということで、緑農地利用等に比べ

るとはるかに大きいウエイトを占めているという状況

です。また、建設資材利用の中でも、約３分の２がセ

メント原料としての利用となっています。

建設資材利用につきましては、1990年代に入ってか

ら利用量が急激に増加してきています。また、廃棄物

として大量に安定的に処理できるというセメント工場

の特性を生かして、近年、急激にセメント原料化が進

んできている状況にあります。

ただ、セメント原料、あるいは建設資材利用全般も

そうですが、最終的に使用するのは建設産業でという

ことになりますので建設投資額によって需要が左右さ

れます。最近、公共事業への投資枠が減ってきている

こともありますので、安定的な需要という意味で若干

懸念が生じているのではと考えているところです。実

際セメント工場が閉鎖された例もありますし、セメン

ト原料化だけに頼るのではなく、建設資材利用の多様

化を図っていくことが必要ではないかと感じていると

ころです。

○座長 本日のご講演の中では、建設資材としての有

効利用としては、金沢市で実施している焼却灰のアス

ファルトフィラー利用があります。ただ、焼却灰全量

の利用までは需要がないとのことでしたが、羽土課長

に再度コメントをいただければと思います。

○羽土 平成17年から焼却灰のアスファルト利用を始

めたのですが、17年は950トンの焼却灰の発生量のう

ち有効利用は138トン（約15％）で、その後、20％前

後をずっと推移していまして、なかなか利用が伸びる

には至っていません。残りは依然として埋め立て処分

ということになっています。

この背景に一つとして、公共工事の減少があること

は否定できません。平成17年度には金沢市だけで約

80,000トンのアスファルト合材使用量がありました

が、平成21年度は、32,000トンに減少しています。ま

た、焼却灰を中間処理した業者から焼却灰入りフィラ

ーを購入してアスファルト合材を製造する場合の手間

がコスト増になること、また、焼却灰発生量が、工事

の繁忙期と合わないということもあって、なかなか進

んでいかないのではないかと考えています。

金沢市としては、環境安全性は、クリアして試験も

実施しているので、国や県にお願いして、販路を広げ

ていきたいと考えています。

○座長 今、羽土課長の話もありましたけれども、石

川県における焼却灰利用アスファルトフィラーの使用

について、現状をお聞かせいただけたらと思います。

○泉 県の環境部において、平成21年度に、下水道汚

泥の焼却灰を利用するための安全性の検討委員会を設

けました。その中で、下水道焼却灰をどうやったら安

全に使えるか基準を決めています。

他県にはない厳しい値だと思いますが、焼却灰とし

て出てくる灰の中の重金属が土壌汚染対策法に基づく

含有量以下であるという非常に厳しい基準を設けてい

ます。つまり、焼却灰は、舗装中に３％とか５％しか

入っていないのですが、舗装材（製品）中の重金属含

有試験なり溶出試験結果ではなく、焼却灰そのもの

（原料）の重金属試験が、通常の土壌汚染対策法の基

準以下であるという、厳しい基準を去年の安全委員会

でつくりました。

また、アスファルトの性能評価、摩耗や施工性等の

試験を行っており、これらが認められた段階で問題が

ないということになれば、焼却灰利用アスファルトフ

ィラーを使用する方向で検討できると思います。

○座長 下水汚泥中の重金属が危惧されて、環境部局

や道路部局の信頼を得るのに時間がかかります。アス

ファルトフィラー利用では、日本では神戸市さんが10

桜井講師
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年ほど前から先行してやっていますが、神戸市におけ

るアスファルトフィラー利用の現状を簡単にご紹介い

ただけませんでしょうか。

○会場：田仲（神戸市） 神戸市では、下水汚泥は全

量焼却していて、年間5,000トン弱の灰が発生します。

平成21年度は25％程度を有効利用しており、主に建設

資材のアルファルト合材やインターロッキングブロッ

クに使用しています。

アスファルトフィラーとしての利用が最も多く、民

間５社のプラントで、焼却灰を利用した合材を製造し

ていただいています。神戸市が焼却灰をプラントまで

運搬し、処分料を払い中間処理をしていく過程でアス

ファルト合材に利用されます。金沢市さんと同様に石

粉の代替として約30％程度焼却灰を入れている状況で

す。

重金属の管理について、神戸市では下水道サイドで

焼却灰の重金属の溶出試験などを年４回実施していま

して、土壌環境基準との比較を行っています。

アスファルトについても、試験施工等をする中で重

金属の溶出がないか確認しています。最初に試験する

ときは道路部門、それから環境部局などと協議をして

行く中で、利用を始めています。

実際は、公共工事の減少や、神戸市の所有する道路

舗装部門の閉鎖により、民間のプラントのみでの利用

となり、以前に比べて使用量がかなり減ってなかなか

伸びない状況です。焼却灰を利用したアスファルト合

材は、公共工事で利用できるのですが、仕様書で使用

を義務づけるところまでは至っていないというのが現

状です。市が行っている公共工事の約３割程度は焼却

灰を利用したアスファルトになっているのですが、今

後はもう少し利用を拡大していきたいと考えていま

す。

○座長 下水道事業団の技術開発部でも、焼却灰の有

効利用ということでいろいろな自治体の相談に応じて

いますが、下水道事業だけの使用に限定すると、処理

場の場内舗装だけでは限界があります。積極的に活用

しようとすると、どうしても道路部局の協力が必要で

す。理想的には、仕様書で「舗装工事の合材は焼却灰

入りフィラーを使用すること」と明記してもらわない

と大幅な利用量増加は見込めないと思います。

既に金沢市さんでは、そういう形で運用しているよ

うですが、そこまでするためには道路部局も慎重にな

りますし、環境部局の了解を得る必要があります。ど

うしても下水汚泥イコール重金属の塊という悪い印象

があって、我々が考えている以上に抵抗が大きい状況

にあります。

アスファルトフィラー利用に特化した話だったので

すが、さらに環境安全性を高める処理方法として、下

水汚泥の10％ぐらいが溶融スラグ化されています。ス

ラグ化については５年ほど前にJIS化されまして、建

設資材として使用しても良いことになっています。六

会コンクリート事件をご存じの方もおられると思いま

す。

土木研究所の桜井さんに、今少し詳しくご説明いただ

きたいと思います。

○桜井 ２年ほど前に神奈川県内で、レディーミクス

トコンクリートとして出荷されたものに、レディーミ

クストコンクリートのJIS規格では認められていない
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溶融スラグが使われており、それがポップアウトの発

生と関連づけられ、社会的に大きな騒ぎになりました。

ポップアウトとは、コンクリートの表面が剥離するよ

うな現象です。そのコンクリートに使われたスラグは

下水汚泥スラグではないのですが、風評被害があり、

下水汚泥スラグの有効利用に大きな支障を来したとい

う話を伺っています。

この事件を受けまして、JIS規格の改訂が行われて、

今年になって新しいJISが公表されました。改訂委員

として土木研究所からも参加していまして、その内容

について説明いたします。

ポップアウトが発生した原因は、溶融スラグ製造過

程における石灰の残留が大きな理由だと考えられてい

ます。溶融が不完全な状態で行われ、石灰が残留しポ

ップアウトの原因となったと考えられました。規格自

体は、もともとは「1,200度以上の高温度で溶融し」

という表現だったのが、それが「1,200度以上の高温

度で完全な融解状態に溶融し」という表現に変わりま

した。

また、関連するJIS規格のスラグ骨材を適用できる

範囲の表現を見直し、明確にJIS A 5308に定められた

レディーミクストコンクリートには、スラグは使えな

いことが明記されました。取り扱いが変わったのでは

なく、JISの表現を明確にしたものです。

事前アンケートの中に、レディーミクストコンクリ

ートが適用除外になっている件について、コンクリー

ト全体としてみれば使用量が多いので、そういったも

のへの適用も検討していくべきというような意見をい

ただきましたが、委員会の感触としては、やはりこの

事件を受けて建設業界の抵抗が強いというような印象

とのことで、今の可能性としては、現状の適用範囲内

のもので実績を積みつつ、信頼を勝ち取っていく必要

があると考えています。

○座長 約20箇所の処理場で溶融炉を設置しています

が、JIS認証を取得した事例はありません。JIS認証を

取得しなくても、スラグの品質管理をきちんとすれば、

うまく利用されている事例はあります。具体的には、

兵庫県姫路市にあります兵庫西スラッジセンターにお

いて、年間5,000～6,000トンの溶融スラグが有効利用

されています。道路部局のご理解をいただいて、県の

仕様書でアスファルト舗装合材の砂代替としてスラグ

を30％置換して使いなさいと定めているのです。県の

仕様書で使用を義務づけられているなら、民間の工事

で使っても影響がないだろうということで、幅広く使

われていまして、最近は生産量が追いつかないくらい

需要があるという話を聞いています。

安心して使っていただくには品質管理とともに、道

路部局等の理解を得て、仕様書で使用を義務付けるな

どの形でいかないと、なかなか下水汚泥を原料とした

建設資材の需要が順調に伸びないという気がしていま

す。

○白闢 建設資材利用の需要面からの取り組みが重要

であるとの観点から、グリーン購入法について少し説

明します。先ほど下水道に関しては五つの調達品目が

特定調達品目になっているという話をさせていただき

ましたが、特定調達品目になる前に継続検討品目とい

うのがありまして、この中に下水汚泥焼却灰を用いた

アスファルト混合物や溶融スラグを用いたアスファル

ト混合物といったものが入っている状況です。継続検

討品目を特定調達品目に格上げする、位置づけてもら

うためには、公共事業等の使用実績が必要であり、製

品の耐久性とか、安全性についてもクリアする必要が

ありますので、このような製品のグリーン購入法への

位置づけといった観点からも、道路部局ですとか環境

部局等と連携して、あるいは相互に理解していくこと

が下水汚泥の建設資材利用を進める上で重要になって

いると考えているところです。

［エネルギー利用］

○座長 エネルギー利用について皆様方のアンケート

をみせていただきますと、規模の小さい処理場でも可

能なエネルギー利用技術や、安価な消化ガスを利用し

た発電技術、あるいは消化ガス有効利用用途の拡大等

に関するご意見等が結構みられます。

下水汚泥のエネルギー利用について、再度、国土交

通省の白闢さんから補足的な説明、コメントをいただ

ければと思います。よろしくお願いします。

○白闢 電気事業者、あるいはガス事業者が非化石エ

ネルギーを使うような仕組みになりつつありますの

で、下水道事業者がいかに貢献していけるか、あるい

は供給していけるかを考える必要があります。

エネルギー供給構造高度化法では、すべてのガス事

業者が対象になるわけではなくて、大規模なガス事業

者が対象になる予定ですが、バイオガスの使用義務が

かかってくるということで、下水道としては、バイオ

ガスを供給するインセンティブになるのではないかと

考えているところでございます。

また、環境省の制度として、J－VERという、カー

ボン・オフセット・クレジット制度もありますが、そ

の方法論として、従来は、「下水汚泥由来バイオマス

固形燃料による化石燃料代替」しか認められていませ

んでしたが、新たに「廃棄物等由来のバイオガスによ

る熱および電力供給のための化石燃料代替」も認めら

れ、適用範囲が広がりました。これも下水汚泥のエネ

ルギー利用を促進するインセンティブになるのではと
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考えています。

○座長 土木研究所の桜井さんの講演の中でも、エネ

ルギー利用の話がいろいろあったのですが、講演の中

でお話しできなかったこと、あるいは追加的にコメン

トしたいということがありましたら、お願いいたしま

す。

○桜井 消化ガスエンジンの話をしましたが、背景と

して、消化ガスの発生量が年間100万m3以下、1日あ

たりの水処理量で５万m3程度以下の処理場規模では、

消化ガスの焼却処分を行う場合が多いという説明をし

ました。小規模処理場でも利用できる技術の選択肢が

少なく、小規模向けガスエンジン開発の動機となりま

した。

小規模向けガスエンジン開発では、民間企業に加え、

長岡技術科学大学の姫野先生や大学の皆様のご協力を

いただき、ようやく実用化できて、選択肢を一つ提供

できたと思っています。

また、本日ご紹介できなかったのですが、下水汚泥

の重力濃縮技術の研究開発を行っていまして、従来の

ピケットフェンスを改良し、重力濃縮の効率を高める

ものです。メタン発酵などの消化プロセスを含んでい

るような場合には、投入する汚泥濃度を高めることに

より、汚泥性状の安定化を図ることができ、消化日数

が長くなって消化ガスの発生効率の向上に寄与できま

す。興味がありましたら私どもにご連絡いただければ

と思います。

○座長 アンケートの中でも、小規模処理場に適した

消化ガス有効利用施設が今までなかったのではないか

ということなのですが、今、桜井さんから話がありま

したように、小型のディーゼルエンジンを改良したガ

ス発電設備や自動車用のロータリーエンジンを用いた

小型の低コスト型の消化ガス発電など、私の講演の中

ではお話しできなかったのですが、テキストに掲載し

ていますので後でご覧下さい。

また、25キロワットの小型のガス発電設備なども実

用化している企業もあり、ここ数年、規模の小さい処

理場でも消化ガスを有効利用できる信頼性の高い設備

が出ていますので、積極的にご検討いただけたらと思

っています。

珠洲市の美谷主幹からバイオガスのお話もあったの

ですが、もし何か追加でのコメント等があればいかが

でしょうか。

○美谷 視察においでの方などから、今後、家畜糞尿、

稲わら、木質系バイオマスなどを受け入れる予定はな

いのかということはよく聞かれるのですが、処理シス

テムを変更しなければいけないので、今のところ、こ

れ以上のバイオマスを受け入れる計画はありません。

珠洲市の施設は小規模で、バイオマスメタン発酵施設

や汚泥乾燥工程で必要な熱源の40％程度しか発生して

いません。これは、推進機構さんと共同研究、性能評

価研究を行った時点から予想されていたことで、計画

どおりです。したがって、発電を行って電気を売却す

ることは検討していないというのが現状です。

また、過疎化、人口減少により、今後の汚泥発生量

の増加は見込まれません。計画の30％程度しか受け入

れられていない生ごみ受入量をいかに増やすかという

ことが、今後の課題です。生ごみ受入量が増えれば、

発生するメタンガスも増えますので、更なる経費節減

につながればと期待しています。

○座長 生ごみは、メタン発酵性に非常に優れており、

下水汚泥でも初沈汚泥のメタン発酵性が一番よくて、

余剰汚泥の発酵性はその半分程度になります。珠洲市

さんの下水汚泥はオキシデーションディッチからの汚

泥ですから、ガス発生量は若干低めになると思います。

ご承知のように、日本では、生ごみは可燃ごみとし

て一般のごみと一緒にごみ収集車で集めて、焼却処分

しているケースが圧倒的に多いのですが、分別回収が

進んできますと、可燃ごみの中に占める生ごみのウエ

ートが高くなってきて、含水率が70～80％と下水汚泥

と同じぐらい高くなります。ダイオキシン抑制対策と

して燃焼温度を800℃以上する必要があり、膨大な化

石燃料を投入して燃やしている状態です。

この状況を改善するため、多くの自治体では各家庭

に乾燥機やコンポスト装置を配って、水分を減らした

ものを出すように勧めています。湿潤系のエネルギー

価値の高い生ごみは、分別回収で集めてもいいですし、

ディスポーザーで下水処理場に集める方が、今後の日

本のことを考えると非常に大事ではないかと個人的に

思っています。

石川県において、各種バイオマスを総合的にまとめ

て管理する計画をお話していただいたのですが、補足

的なコメントをいただければと思います。

○泉 石川県では、今年と来年にかけて、下水道新技

術推進機構とメタン発生の抑制新技術支援事業を行い

ます。メタン発生の抑制とは、し尿、生ごみ、畜産系

廃棄物などを埋め立て処分することにより発生するメ

タンを抑制する、つまり、自然に放出しているメタン

をきちんと管理しエネルギー化しようというもので

す。

流入水量が、10,000m3/日程度の小規模下水処理場

では、嫌気性消化プロセス導入が経済的に合わないと

言われています。しかし、乾式メタン発酵を導入でき

る可能性はあると考えています。狭義の乾式メタン発

酵は、なかなか難しいので、それに準じた方法、つま

り汚泥濃度を高めた湿式メタン発酵ができないかと考

えています。また、牛糞単独ではメタン発酵性が低い
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ですが、下水汚泥と混合してメタン発酵することは、

有効であると思います。生ごみをディスポーザーで集

めることも検討したいと考えています。共同研究成果

については、このような場で報告させていただく機会

があると思います。

○座長 泉課長が言われたように、小規模下水処理場

でメタン発酵プロセスを導入する場合、下水汚泥単独

では、コスト的に厳しいものがあります。地域で発生

する未利用バイオマス、つまり、畜産廃棄物や生ごみ

なども合わせてメタン発酵することが必要になりま

す。珠洲市という実例があり、また、石川県でご説明

にあったような検討をされていることは、すばらしい

ことだと思います。

畜産系バイオマスの中でも、豚は雑食系なので、豚

糞は、メタン発酵性に優れていますが、牛や馬は草食

系ですので、その排泄物もセルロースが多く、メタン

発酵性が劣ります。下水汚泥と混合してメタン発酵す

ることにより、単独では分解されなかったものまで分

解できてバイオガス化できると思います。

消化ガス発電について、どれぐらいの規模から消化

ガス発電の導入が可能かという相談をいただくことが

ありますが、企業パネル展示されている25kwのマイ

クロガスエンジンで、20～30m3/時のガスがあれば、

稼働できるのではないかと思います。24時間稼働させ

る必要もなく、日中の電気代の高いときだけガスエン

ジンを稼働するという選択肢もあり、かなり規模が小

さく１日のガス発生量が数百m3程度でも、うまく運

転すれば導入が可能ではないかという気がしていま

す。何も利用せずに焼却しているケースが相当あると

思いますが、消化ガス発電に限らず、ぜひ消化ガスの

有効利用に積極的に取り組んでいただきたいと思って

います。

バイオガスの有効利用では、羽土課長から金沢市の

先見的な報告をいただいていますが、先ほどの講演の

中でお話しできなかったこと等で、追加できるコメン

トがありましたらお願いします。

○羽土 金沢市としては、年間4,000万m3の都市ガス

を製造していますが、その１％程度は消化ガスにより

賄われています。将来的にガス発生量が増える分も、

都市ガス原料として利用できます。消化ガス発生量や

メタンガス濃度を増やす方法について、本日は、いろ

いろ勉強させていただきました。

○座長 神戸市では、精製したバイオガスの都市ガス

導管注入の実証実験が動き出す予定と伺っています。

ガスの受け入れ基準について少しお聞かせ下さい。

○会場：山地（神戸市） 神戸市では、消化ガスを高

濃度に精製して得られるこうべバイオガス（メタン濃

度：98％）を、自動車燃料として供給しています。

また、経産省の補助をいただいて、都市ガス導管注

入の実証事業にも取り組んでおり、この10月からガス

導管への注入を開始しました。これは、大阪ガスで定

められている「バイオガス購入要領」に基づいて、こ

うべバイオガスにプロパン等を添加して熱量増加や付

臭を行い、都市ガス13A基準と同等にして導管に注入

するものです。実証事業の期間としては10年間であり

ます。
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先ほどヨーロッパの話が出ていましたが、スウェー

デンなどの北欧におけるバイオガスのデータをいろい

ろ確認しましたが、メタン濃度で90％ぐらいでして、

やはり日本の基準は少し厳しいのかなと思います。

○座長 個人的には、下水汚泥の消化ガス発電以外に

も広く有効利用すべきという考えはあるのですが、余

りにも受け入れ基準が厳しすぎるという気がしたの

で、神戸市さんのご意見を伺いました。エネルギー利

用で、パネラーの方から他にコメントはありますか？

○桜井 本日は余り話題になっていませんが、エネル

ギー利用というと炭化を検討されるところがかなり多

いと思います。炭化については島田座長が詳しいと思

いますが、炭化を導入できない場合もあると思います。

結果的に焼却を選択する場合は、過給式流動炉で草木

系のバイオマスを補助燃料として使う方法もあります

し、東京都さんでは杉のチップを下水汚泥と混焼させ

て燃焼する取り組みも行っておられます。炭化でなく

ても、効率的な焼却方法を選ぶということも必要かと

思っています。

○座長 固形燃料化についてはほとんど話題に上げま

せんでしたが、昨年のセミナーで固形燃料化の話を重

点的にしましたのであえて今回は控えました。

下水道事業団でも下水汚泥の固形燃料化は重要なメ

ニューの一つとして挙げていますが、一番のネックは、

まず固形燃料の受け入れ先です。固形燃料化、乾燥汚

泥とか炭化物を喜んで皆さんが引き取ってくれるかと

いうと、現実的にはそうではなくて、使っていただけ

るところは非常に限定されますので、自治体で固形燃

料化を検討する場合は、まず、受け入れ先が本当にあ

るかどうかというところから始めて、例えば大きな電

力会社の石炭火力発電所等の長期間の安定した受け入

れが可能な事業者が固まらないと現実的には非常に難

しい面があります。

固形燃料利用事業者によっては、造粒乾燥汚泥でよ

い、あるいは臭いの問題で炭化にしないといけない、

また、炭化でも、低温炭化と中温炭化のどちらが適切

かなど、いろいろありますが、うまく条件がそろえば、

固形燃料化は下水道サイドからいえば最終処分につな

がりますから、非常にメリットはあります。

○会場：姫野（長岡技術科学大） ガス精製の研究を

行っているとガス会社の引き取り基準が余りにも高過

ぎると思います。このあたりについて、下水道サイド

から、技術開発を行う初期段階から要望を出すとか、

国の政策からみて引き取ってもらうという考え方では

なくて、積極的にバイオガスの資源をガス会社側から

確保するという観点で考えていただければと思いま

す。例えば、ガス精製の経済合理性まで考えると、バ

イオガス発生箇所で精製、付臭までするよりは、ガス

会社の設備で集約的に実施した方が安いなど、いろい

ろ検討できることがあると思います。品質をすべて満

たすと引き取りますという今の考え方ではなくて、ガ

ス会社さんも、もう半歩歩み寄っていただくことで、

両者の経済合理性の一番いいところで事業化できない

かと考えます。極端な例では、精製の場合は、メタン

濃度を90％とする場合と、神戸市のように98％にする

場合では、もしかするとコストが１けた違うかもしれ

ないとも思います。どこで経済合理性を図るのかをも

う少し下水道サイドから主張してもいいのかなと思い

ます。

次に、多種のバイオマスを混合消化したときの汚泥

の性状について質問します。例えば、固形化燃料にし

たときに、ちょっと性状が変わるとか、物理的に粒が

大きくなる、小さくなるとか、そのあたりのメリット、

デメリットが全く変わらないのか、バイオマスを加え

ることによって脱水ケーキというか汚泥が変わるのか

というのを教えていただきたいと思います。

○座長 １点目の精製ガスをガス会社に受け取っても

らうのに、もう少し下水道サイドからガス会社と協議

して受け取り基準を下げるとか、費用負担のことを調

整できないかということですが、白闢さん、コメント

をいただけませんでしょうか。

○白闢 今のご意見ですが、もっともだと思います。

ガス会社も民間企業ですので経営という視点はあるか

と思いますが、下水道も経営の健全化が重要であり、

事業が下水道使用料で成り立っていますので、投資で

きる範囲にも限界があると思います。折り合えるとこ

ろは折り合えるようにしていかなければならないので

はと考えているところです。

○座長 ２点目のいろいろなバイオマスの燃料化につ

いて、畜産系バイオマス等を受け入れて固形燃料化と

いう考え方はあるのですが、汚泥の性状変動があると

燃料化はかなり難しくなります。炭化するにしろ乾燥

するにしろ乾燥プロセスが必要となりますが、汚泥の

含水率が大きく変動すると燃料製品の品質が大きく変

わってしまいます。

そういう意味で、メタン発酵の場合は、多種多様な

バイオマスの受け入れによる問題は比較的少ないと思

いますが、特に固形燃料化の場合は十分注意する必要

があります。実態は相当ご苦労されているケースが多

いみたいです。

それでは、本当はまだ議論も尽きないところなので

すが、以上をもちましてパネルディスカッションを終

わらせていただきたいと思います。
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WWOOFFという言葉を聞いたことはあります

か？　World Wide Opportunities on Farms「世界

に広がる有機農場での機会」の頭文字で、有機農

業は、化学肥料や農薬を使う方法よりかなり手間

がかかり、人手が必要である。そこで、農業者が

食事と宿泊場所を提供するかわりに、有機農業に

関心のある旅行者などがマンパワーを提供するシ

ステムで、40年前イギリスで生まれ、世界20数カ

国に事務局を設置されている。

農業者にとっては、人力だけでなく、居ながら

にして世界の有機農業の技術や情報を手にするこ

とができるうえに、コミュニケションを楽しめる。

最近、フランスから若い農業を本業とする旅行

者が、我が家に数日滞在した。彼の話では、フラ

ンスは航空、原子力、機械など工業分野のみなら

ず化学、食品、繊維などの主要産業が発達してい

るが、農業においても西ヨーロッパ最大規模を誇

り、食料自給率も122％に達して、ほとんどの品目

で100%を上回っているらしい。

確かに、フランスを旅すると、南部やスペイン

等の国境付近を除き、山岳地帯が少なく、パリ周

辺などは関東平野の数倍以上にもなる平原が続い

ており、農場もひろがっている。

それら日本の農業との量的な違いと同時に、品

質管理においてもフランスはEU全体も含め、優れ

ているようである。例えば、わが国では最近工業

製品などの工程管理の基準にISO9001 ISO14001を

採用する企業が急激に増加しているが、EUでは、

ISO 9001の農業版GAP（Good Agricultural

Practiceの略）認証制度を推進している。

これは、管理ポイントをチェックし環境や農業

者の安全を守ると同時に品質のよい農産物の生産

を目的にしており、国ごとに定めた施肥基準や農

薬使用基準に準拠している。

また、ISO19001 ISO14001と同様、GAPにも生産

工程ごとに管理項目、適合基準、重要度が一覧表

の形式で細かく示されている。

GAPの認証を受けていないと、大手のスーパー

や食品会社では取り扱いできないだけでなく、野

菜農家などでは政府からの所得保障など援助がう

けられないため、９割以上の農業者が認証をうけ

ているらしい。

GAPの考え方の行き着く先は、有機農業になる

が、有機農業は、日本と同様、GAPと別にEUの法

律があり、フランスだけでなくEU全体で採用する

農地の増加を図っている。

EUの有機農業の特徴は、農産物への遺伝子操作

や成長ホルモンの散布を禁止するのは当然として、

成長ホルモンなどを使用した畜産廃棄物の再利用

も禁止している。

とくに、注目するところは、農地に使用される

窒素肥料の総量は、10a当り17kgとなっているとこ

ろである。これは、ドイツでホウレンソウの野菜

中の硝酸性窒素によって、幼児のメトロヘモグリ

ン血症が発生したためらしい。高濃度の硝酸性窒

素を含む水道水によるメトヘモグロビン血症を発

生し、約2000人の幼児が死亡したのは有名である

が、野菜中の硝酸も問題になっているらしい。

我が家では、ホウレンソウ、キャベツ、青ネギ

や里芋を栽培しているが、その規準の2倍以上の窒

素を投入している。今後、規制の対象になるので

あろうか？

有機農業は環境汚染の軽減、生物多様性の向上、

農村景観の保全などの多面的機能を社会に提供し

ているが、慣行農業に比べて多くの人力など必要

で、収益減は避けられない。そこで、EU各国とも

手厚い助成金を出しており、消費者もそれら農産

物の安全性と食味を理解しているので、高値で売

買されている。そのため、有機農地は年々増加し、

現在ではEUの農地全体の５％超、700万haにも

なっているらしい。

なお、フランスでは日本に比べて、新鮮野菜や

フルーツは美味しくないうえに、非常に高価で2倍

以上するものも多いため、野菜の消費量は年々減

少し、そのためか肥満人口が急速に増加しており、

社会的な問題になっているらしい。

筆者も野菜嫌いであるので、最近、女房殿と仲

良く肥満気味になってきたので、生鮮野菜を積極

的に食しようと考えている。

【玉葱子】
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「再生と利用」（社団法人　日本下水道協会　発行）は会員並びに関連団体に向けて、下水汚泥の有効利用に関
する技術や事例等幅広い情報を発信し、一層の利用促進に寄与することを目的に発行しています。
近年、民間企業による調査研究等が積極的に行われ、先進的かつ有用な成果が多数見受けられます。そこで、そ

れらの情報を掲載するため、投稿要領を次のとおり決めましたので、積極的な投稿をお待ちします。
投稿要領
（資格）
１．本誌への投稿は、原則として下水汚泥の有効利用に携わる民間企業のうち社団法人　日本下水道協会の会員に
限ります。ただし、共同執筆（４企業以内）の場合は、同上会員以外の団体を含むことができますが、主たる執
筆者は会員団体でなければなりません。

（原稿掲載の取扱い）
２．原稿掲載の適否は、「再生と利用」編集委員会が決定します。
（掲載可否の判断基準）
３．掲載適否の主な判断基準は、次の3. 1、3. 2、3. 3、3. 4によります。
3. 1 単に汚泥処理に関する投稿文でなく、下水汚泥の有効利用の促進に資するものであること。
3. 2 特定の団体、製品、工法、新技術等を宣伝することを目的とした投稿文（客観的、合理的な根拠を示す
ことなく、優秀性、優位性、有効性等について具体名を挙げて記述）でないこと。
ただし、次の場合は除く。
①特定の団体、製品、工法、新技術等の紹介が目的であっても、優秀性、優位性、有効性等の客観性かつ合
理的な根拠を明確にし、下水汚泥の有効利用の促進に資すると認められるもの。
②特定の団体、製品、工法、新技術等の名称を記述しているが、単に論文の主旨をわかりやすく伝えるため
に用いており、投稿文の趣旨とは直接関係のない場合。

3. 3 特定の団体、製品、工法、新技術等を誹謗中傷する内容を含む投稿文でないこと。
3. 4 その他編集委員会が適当と考える事項について適合していること。

（原稿の作成、部数、送付先等）
４．原稿の作成は、次のとおりとします。
4. 1 査読用　複写原稿２部（図表、写真を含みます）
4. 2 事務用　複写原稿１部（図表、写真を含みます）

５．原稿の送付先は、下記の担当に送付して下さい。
（校正）
６．印刷時の著者校正は、１回とし、著者校正時の大幅な原稿の変更は認めません。
（著作権等）
７．掲載した原稿の著作権は著者が保有し、編集著作権は、本会が所有します。

原稿登載区分

担当：社団法人　日本下水道協会　技術研究部資源利用研究課
住所　〒101－0047 東京都千代田区内神田２－10－12（内神田すいすいビル６階）
電話　03－6206－0679（直） FAX 03－6206－0796（直）

民間企業の投稿のご案内

おしらせ

登載区分 原稿量（刷上り頁） 内容 

研究紹介
 ８頁程度（原稿制限頁数はＡ４版によ 独創性があり、かつ理論的または実証的 

 り１頁2,300文字（１行24文字横２段）） な研究の成果 

報　　告 ６頁程度（原稿制限頁数は、同上） 技術導入や経営等に関する検討・実施 
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日本下水道協会では、下水汚泥発生量の増加、埋立処分地の確保、循環型社会の構築等の課題に対して、地方自
治体における下水汚泥の効率的な処理、有効利用を推進する観点から、「再生と利用」を発行しており、下水汚泥
の有効利用に関する専門情報誌として、各方面から高い評価を得ています。本誌は地方公共団体を始めとする多く
の下水道関係者のみならず、緑農地関係者にも愛読されていることから、広告掲載は情報発信として非常に効果的
であると思われます。
つきましては、本誌に広告を掲載して頂きたく、下記のとおり広告掲載の募集を行います。

記

１　発行誌の概要

２　広告掲載料・広告寸法等

３　広告申込方法及び留意事項
（1）広告掲載は、本誌の内容に沿った広告に限り行います。
（2）広告掲載のお申込みは、掲載月の40日前（３月末発行号に掲載希望の場合は、２月20日）までに別紙「広告掲
載申込書」に広告原稿又は流用広告原稿の写しを添付して、次の５に表示の申込先宛にお申し込み下さい。

（3）原稿をデータで提出する場合は、データ制作環境（使用OS、アプリケーション、フォント等）を明記のうえ、
出力見本を必ず添付して下さい。

（4）広告原稿の新規作成又は流用広告原稿の一部修正を依頼する場合は、別紙「広告掲載申込書」にレイアウト案、
又は修正指示（流用広告原稿の写しに修正箇所等を明記）をそれぞれ添付して下さい。その際、書体、文字の大

「再生と利用」への広告掲載方依頼について

おしらせ

 発行誌名 再生と利用 

 仕　　様 A4判、本文・広告オフセット印刷 

 総 頁 数 本文　約100頁 

 発行形態 年４回発行（創刊　昭和53年） 

 発行部数 1,450部 

  地方自治体 
 配布対象 関係官庁（国交省、農水省等） 
  研究機関 
  関連団体（下水道、農業等） 

 掲載場所 サイズ 刷色 広告寸法 紙質 広告掲載料 
      （１回当り） 

 表３ １頁 ４色 縦255×横180｠ アート紙 150,000円 

 後付 １頁 １色 縦255×横180｠ 金マリ菊/46.5kg 40,000円 

 後付 1/2頁 １色 縦120×横180｠ 金マリ菊/46.5kg 25,000円 

※ 表３は指定頁になります。原則として２回以上の継続掲載とします。 
※ 広告掲載料は、消費税込みの金額です。 
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きさを指定する等、原稿作成又は修正に必要な事項を明記して下さい。
（5）広告原稿の新規作成及び流用広告原稿の一部修正費（デザイン、修正料等）は、広告掲載料とは別に実費をご
負担いただきます。

（6）本会発行の図書等に掲載した広告に限り、その原稿を流用して掲載することができます。その場合は、別紙
「広告掲載申込書」に当該図書名、掲載年月、掲載号等を明記のうえ、原稿の写しを必ず添付して下さい。
（7）広告掲載場所は、指定頁以外は原則として申し込み順とさせて頂きます。
（8）広告申込掲載期間終了後は、その旨通知いたしますが、それ以降の掲載についてご連絡ない場合、または広告
申込掲載期間中でも広告掲載料の支払いが滞った場合には、掲載を中止させて頂きます。

４　お支払方法等
本誌発行後、広告掲載誌をお送りするとともに、「広告掲載料」及び「広告原稿作成費（広告原稿新規作成及

び修正等の場合）」を請求させていただきますので、請求後、１箇月以内にお支払い願います。
なお、送金（振込）手数料は、貴社負担にてお願いします。

５　申込み先及び問合わせ先
広告掲載のお申込み及びお問合わせ先は、下記の広告業務委託先までお願い致します。
広告業務委託先　　㈱LSプランニング（担当：「再生と利用」広告係）

〒135－0046 東京都江東区牡丹２－２－３－105
TEL. 03－5621－7850 ㈹　FAX. 03－5621－7851
Mail : info@lsweb.co.jp

（参考）

「再生と利用」特集企画予定

○第132号（平成23年７月発行予定）
平成23年度下水汚泥資源利用等に関する予算及び研究内容と今後の方針の解説

○第133号（平成23年10月発行予定）
下水汚泥緑農地利用の現状

○第134号（平成24年１月発行予定）
下水汚泥等のエネルギー利用における創意工夫

○第135号（平成24年４月発行予定）
第24回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

1111111111111111111111111111111111111
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「再生と利用」（132号～135号）広告掲載申込書 

社団法人　日本下水道協会　御中 

（該当箇所に御記入及び○印を付けて下さい。） 

上記のとおり申し込みます。 

 

　平成　　年　　月　　日 

 

　　　　　　会 社 （ 団 体 ） 名  賤 

　　　　　　住　　　　　　　　所　〒 

　　　　　　担当者所属・職・氏名 賤 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX 

 

 

［広告代理店経由の場合に記入］ 

　　　　　　広 告 代 理 店 名  賤 

　　　　　　住　　　　　　　　所　〒 

　　　　　　担当者所属・職・氏名 賤 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX 
 

掲 載 希 望 号  

掲載場所・サイズ 

掲 載 料 金  

広 告 原 稿  

 

 

 

 

 

掲載料納入方法 
 

備 考  

132号・133号・134号・135号 

表３・後付1頁・後付1/2頁 

　　　　　　　　円／回（消費税込み） 

完全原稿（データ、版下、フィルム）　・　新規作成依頼・流用（一部修正含む） 

※広告原稿を流用（一部修正含む）できる媒体は、次の本会発行の図書等に限ります。 

　　　　　　　「下水道協会誌」（　　年　　月号） 

　　　　　　　「下水道協会会員名簿」（　　年度） 

　　　　　　　「下水道展ガイドブック」（　　年度） 

　　　　　　　「下水道研究発表会講演集」（　　回　　年度） 

該当月納入　・　一括前納 

 

1111111111111111111111111111111111111
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日　時：平成22年12月14日（火）

場　所：本会第１会議室

出席者：野池編集委員長（日本大学教授・東北大学名

誉教授）外13名

議　題：第130号「再生と利用」の掲載項目確認

第131号「再生と利用」の編集方針審議

平成23年度「講座」内容について

平成23年度特集テーマについて

「再生と利用」平成23年度以降の取り扱いに

ついて

概　要：第130号「再生と利用」の掲載内容について

報告し、了承された。

第131号の特集テーマは「第23回下水汚泥の

有効利用に関するセミナー」である。

平成23年度の講座を、「下水汚泥のエネル

ギー利用」とすることを提案し、了承された。

平成23年度特集テーマを次のとおりとするこ

とを決定した。

第132号　平成23年度下水汚泥資源利用等に

関する予算及び研究内容と今後の方針の解説

第133号　下水汚泥緑農地利用の現状

第134号　下水汚泥等のエネルギー利用にお

ける創意工夫

第135号　第24回下水汚泥の有効利用に関す

るセミナー

「再生と利用」平成23年度以降の取り扱いに

ついて報告し、了承された。

汚泥再資源化活動

日　時：平成23年２月22日（火）

場　所：本会第２会議室

出席者：岡本委員、粕谷委員、奥出委員

議　題：第131号「再生と利用」の掲載項目確認

第132号「再生と利用」の編集方針審議

平成23年度「再生と利用」に関する事業計画

について

編集委員の追加について

概　要：第131号「再生と利用」の掲載内容について

報告し、了承された。

第132号「再生と利用」の編集方針では、「口

絵」は事務局案の他に、佐賀市の消化ガスを

燃料とするマイクロガスタービンも候補に取

り上げる。

「論説」は下水道や農業分野に限らず他分野

の方にも執筆いただくのは良い。「特集テー

マ」は平成23年度下水汚泥資源利用等に関す

る予算及び研究内容と今後の方針の解説であ

る。「Ｑ&Ａ」は横浜市の高橋委員に、「現場

からの声」は山形市の奥出委員が担当する。

平成23年度「再生と利用」に関する事業計画

では、第133号に合わせて座談会を開催する

ことで了承された。

新たに、長岡技術科学大学の姫野修司准教授

を編集委員に推薦した。

第124回「再生と利用」編集委員会 第132号「再生と利用」編集担当者会議
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（順不同・敬称略）

（23.2.28現在）

委 員 長 日本大学大学院教授・東北大学名誉教授 野　池　達　也

委 　 員 秋田県立大学生物資源学部教授 尾　崎　保　夫

委 　 員 三重大学名誉教授 小　畑　　　仁

委 　 員 国土交通省都市・地域整備局下水道部下水道企画課資源利用係長 山　口　裕　司

委 　 員 独立行政法人 土木研究所材料地盤研究グループ上席研究員（リサイクルチーム） 岡　本　誠一郎

委 　 員 日本下水道事業団技術開発部主任研究員 島　田　正　夫

委 　 員 独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構 東北農業研究センター研究管理監 田　村　有希博

委 　 員 独立行政法人 農業環境技術研究所 土壌環境研究領域主任研究員 川　崎　　　晃

委 　 員 財団法人 日本土壌協会参与土壌部長兼広報部長 仲　谷　紀　男

委 　 員 東京都下水道局計画調整部技術開発課技術開発主査（課長補佐） 粕　谷　　　誠

委 　 員 札幌市建設局下水道施設部新川水処理センター管理係長 相　澤　邦　洋

委 　 員 山形市上下水道部浄化センター所長 奥　出　晃　一

委 　 員 横浜市環境創造局施設管理部南部下水道センター長 高　橋　義　吉

委 　 員 名古屋市上下水道局計画部技術管理課主査（技術支援） 伊　藤　亜　子

委 　 員 大阪市建設局下水道河川部担当係長 安　田　冬　時

委 　 員 広島市下水道局管理部旭町水資源再生センター所長 下　久　英　二

委 　 員 福岡市道路下水道局下水道施設部施設管理課長 鈴　木　幸　夫

「再生と利用」編集委員会委員名簿

平成22年12月14日 第124回「再生と利用」編集委員会 本会第１会議室

平成23年２月22日 第132号「再生と利用」編集担当者会議 本会第２会議室

日　　誌

次号予告

特　　集：平成23年度下水汚泥資源利用等に関する予算

及び研究内容と今後の方針の解説

講　　座：下水汚泥のエネルギー利用　　

文献紹介：２編

報　　告：「汚泥肥料中の重金属管理手引書」に関して

そ の 他：会報、行事報告、次号予告、関係団体の動き

題名は執筆依頼の標題ですので
変更が生じることもあります（ ）
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下水汚泥分析方法―2007年版―

―下水汚泥の緑農地利用における良質な製品の提供・円滑な流通を図るため―

2008.１発行　Ａ４版（270頁） 価格5,500円　会員価格4,500円

本書は、下水汚泥を緑農地利用するに際し、品質管理のための分析方法をまとめた1996年版を

改訂したものです。関連する肥料取締法、廃棄物の処理および清掃に関する法律および下水道法

等の法改正や分析装置を含む分析方法の進歩等をふまえ、分析項目および分析方法の見直しや充

実を図っています。

主な改訂を目次（追加項目を下線）にて示すと、以下のとおりです。

目　　　次

１．通則
1. 1 適用範囲
1. 2 原子量
1. 3 質量及び体積
1. 4 温度
1. 5 試薬
1. 6 機器分析法
1. 7 試料
1. 8 結果の表示
1. 9 用語
２．試料の採取と調製
2. 1 試料の採取
2. 2 調製法
３．水分
3. 1 加熱減量法
４．灰分
4. 1 強熱灰化法
５．強熱減量
5. 1 強熱灰化法
６．原子吸光法及びICP（誘導結
合プラズマ）発光分光分析法に
よる定量方法通則
6. 1 要旨
6. 2 金属等の測定
6. 3 試薬の調製
6. 4 前処理操作
７．原子吸光法による測定時の干渉
7. 1 要旨
7. 2 物理的干渉
7. 3 分光学的干渉
7. 4 イオン化干渉
7. 5 化学的干渉
7. 6 バックグラウンド吸収
7. 7 準備操作
7. 8 測定操作
８．ICP発光分光分析法による測
定時の干渉

8. 1 バックグラウンド
8. 2 干渉
8. 3 ICP発光分光分析法準備操作
8. 4 ICP発光分光分析法測定操作
付　ICP質量分析法

９．各成分定量法
9. 1 アルミニウム
9. 2 ヒ素
9. 2. 3 水素化合物発生

ICP発光分光分析法
9. 3 ホウ素
9. 4 炭素
9. 5 カルシウム
9. 6 カドミウム
9. 7 塩素（塩化物）
9. 8 コバルト
9. 9 クロム
9. 10 六価クロム
9. 10. 1 原子吸光法
9. 10. 2 ICP発光分光分析法

9. 11 銅
9. 12 フッ素
9. 13 鉄
9. 14 水銀
9. 15 カリウム
9. 16 マグネシウム
9. 17 マンガン
9. 18 モリブデン
9. 19 窒素
9. 20 ナトリウム
9. 21 ニッケル
9. 22 リン
9. 23 鉛
9. 24 硫黄
9. 25 アンチモン
9. 25. 1 水素化合物発生

原子吸光法

9. 25. 2 水素化合物発生
ICP発光分光分析法

9. 26 セレン
9. 26. 3 水素化合物発生ICP発

光分光分析法
9. 27 ケイ素
9. 28 スズ
9. 28. 1 原子吸光法
9. 28. 2 ICP発光分光分析法

9. 29 バナジウム
9. 30 亜鉛
10．人為起源物質
10. 1 PCB
10. 1. 1 ガスクロマトグラフ法

10. 2 アルキル水銀化合物
10. 2. 1 ガスクロマトグラフ法

10. 3 揮発性有機化合物
10. 3. 1 ガスクロマトグラフ質

量分析法
10. 4 農薬類
10. 4. 1 有機リン農薬（EPN，
パラチオン，メチルパラチオン）
ガスクロマトグラフ法
10. 4. 2 農薬類　ガスクロマト
グラフ質量分析法

11．その他の試験
11. 1 pH
11. 2 酸素消費量
11. 3 炭素・窒素比
11. 4 電気伝導率
11. 5 植物に対する害に関する栽

培試験の方法
【参考資料】
１．幼植物試験とは
２．融合コンポスト
付録．原子量表
巻末資料
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本号の特集テーマは、「第23回下水汚泥の有効利用

に関するセミナー」です。本セミナーは、下水汚泥

リサイクルを推進するための日本下水道協会の取り

組みの一つで、平成22年度は、札幌市と金沢市で開

催しました。下水汚泥リサイクルは、地域の事情に

応じたものである必要がありますが、両会場でのセ

ミナーを実施して、まさに地域の事情が大きく異な

ることが分かりました。

北海道では、古くから家畜糞尿等を堆肥化する取

り組みが行われていたこともあり、下水汚泥の堆肥

化は盛んです。下水汚泥コンポストのデメリットは、

化学肥料等に比較して散布に要する労力が大きいこ

とにありますが、北海道のように大規模農家が多い

地域では、大型機械で対応できているようです。ま

た、札幌コンポストの販売をホクレンが担当するな

ど、農業関係者の積極的な関与も、下水汚泥リサイ

クル製品（コンポスト）の安定消費につながってい

ます。

北陸地域では、過去の鉱毒問題の影響から重金属

に対する懸念が強く、下水汚泥コンポストが、広く

利用され難い状況があり、下水汚泥の緑農地利用よ

りも建設資材としての利用で創意工夫がされていま

す。その中で、金沢市では、下水汚泥焼却灰のアス

ファルト合材原料としての利用技術が開発されまし

た。

下水汚泥焼却灰そのものは、地域によっては、一

部の重金属が土壌の汚染に係わる環境基準（環境庁

告示第46号）を超過する恐れがあります。ただし、

リサイクル製品に関する環境安全性の評価は、現状

有姿や利用形態に応じて行うべきである旨、環境省

から通知されています。つまり、焼却灰単体ではな

編　集　後　記
SSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSSS

く、下水汚泥焼却灰を利用した路盤材や埋め戻し材

等の製品が、土壌環境基準に適合するか判断すべき

であるという意味です。

金沢市では、下水汚泥焼却灰にキレート処理を施

すことにより、焼却灰単体でも十分に土壌環境基準

を満足するものとし、これをアスファルト合材原料

の石粉代替として利用しています。また、他の自治

体においても、焼却灰からの重金属抑制技術の開発

が行われています。これらの取り組みは、「環境安全

性の評価は、現状有姿で判断する」という原則から

判断すれば、過剰な対応のように思われますが、焼

却灰の用途の肥料や土壌改良材も含めた多様化を図

ることができます。

リサイクル製品を製造する場合は、まず、地域内

で誰が利用できるのか、どのような製品が求められ

ているのかを考え、そのニーズを満たすリサイクル

方法を考える必要があると考えます。

平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地

震により、東北地方を中心に多くの下水道関連施設

が大きな被害を受けました。平成22年度に仙台市で

実施した下水汚泥の有効利用に関するセミナーにご

参加いただいた方々は、宮城県阿武隈川下流流域下

水道県南浄化センターの造粒乾燥施設を視察された

ことを記憶されていると思います。県南浄化セン

ターも大きな被害を受けたとのことで、下水汚泥有

効利用を推進する関係者としては、非常に残念な思

いがします。この場を借りて、被災を受けられまし

た皆様に対し心よりお見舞い申し上げますとともに、

亡くなられた方々には哀悼の意を表します。

（YO）
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